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各都道府県・指定都市の取組 

 

 

 

 

 

《注》 

「【３】スクールカウンセラー等の活用事例」に係る問題等の種別については、 

  各都道府県・指定都市の判断により、下記の区分から選択されたものである。 

 

①不登校 ②いじめ問題 ③暴力行為 ④児童虐待 ⑤友人関係  

⑥非行・不良行為 ⑦家庭環境 ⑧教職員との関係 ⑨心身の健康・保健 

⑩学業・進路 ⑪発達障害等 ⑫その他の内容        

⑬貧困対策 ⑭小中連携         

⑮校内研修 ⑯教育プログラム 

 

 



 
 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

   児童生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識及び経験を有する者をスクールカウンセラーとして公

立学校等に配置し、児童生徒へのカウンセリングや教員・保護者への助言等を行い、児童生徒の心の悩みの

深刻化やいじめ・不登校等の問題行動の未然防止、早期発見・早期対応を図る。 

 

（２）配置・採用計画上の工夫 

   可能な限り希望する学校に通年配置するため、学校規模や各学校の状況を踏まえて、配置時間数等を決定 

している。また、通年配置校以外の学校については、生徒指導などに係る緊急事態が発生した場合など、 

必要に応じて、他校で任用するカウンセラーを派遣している。 

 

（３）配置人数・資格・主な勤務形態（重複して資格を有している場合は、①→②→③の順に整理すること。 

 ※配置校数（人数） 

  小学校     ： １３校（８人） 

  中学校     ：２６０校（１２１人） 

  高等学校    ： ７４校（６８人） 

  中等教育学校  ：  １校（１人） 

  特別支援学校  ：  ７校（７人） 

   

※資格について 

  （１）スクールカウンセラーについて： 

①臨床心理士  ９８人 

②精神科医    ０人  

③大学教授等  １０人 

  （２）スクールカウンセラーに準ずる者について 

    ①大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以

上の経験を有する者         １２人 

    ②大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、

５年以上の経験を有する者      ３５人 

    ③医師で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以上の経験を有する者 

                        ０人 

 

※主な勤務形態について 

    単独校 ２６０中学校    （週１日・１回４時間）（隔週１日・１回４時間） 

         １３小学校    （週１日・１回４時間）（隔週１日・１回４時間） 

         ７４高等学校   （月１日・１回４時間） 

       ７特別支援学校 （月１日・１回４時間） 

 

 
 

北海道教育委員会 



【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

① 全道の研修会 

○ 北海道いじめ問題等解決支援外部専門家チーム員 

○ 北海道公立学校スクールカウンセラー（道教委任用のスクールカウンセラー） 

○ 市町村教育委員会任用のスクールカウンセラー 

○ 市町村教育委員会生徒指導・教育相談担当職員 

○ 北海道教育庁教育局教育支援課生徒指導担当指導主事 

○ 北海道立教育研究所生徒指導担当研究研修主事 

○ 北海道教育庁いじめ問題対策チーム員 

  ② 道内の各ブロックでの研修会 

○ 地区内の市町村教育委員会の教育相談担当者（教育委員会の担当職員、教育委員会が任用する教育相  

    談員、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーなど） 

○ 地区内でいじめや不登校等の児童生徒の心の問題に関する悩みや相談を担当している者（地域の中で 

    児童や家庭支援に当たっている担当職員、児童の相談所活動等に当たっている担当職員、教育相談担当 

教員、保健士・社会福祉士など） 

○ 地区内の北海道公立学校スクールカウンセラー 

○ 地区内の北海道いじめ問題等解決支援外部専門家チーム員 

 
（２）研修回数（頻度） 

   年２回（年１回は全道の研修会への参加、さらに１回は道内の各ブロックでの研修会への参加） 

 
（３）研修内容 
  ① 全道の研修会 

○ 講話 

    ・「今日、学校の中で苦戦している児童生徒への対応について －発達障害の視点から－」 

○ 協議 

    ・「発達障がいを含むいじめ問題への未然防止、早期発見・早期対応のポイント」 

  ② 道内の各ブロックでの研修会 
○ 説明 

    ・いじめや不登校等の生徒指導上の諸問題の現状及び未然防止等に向けた取組について 

○ 講話 

    ・「効果的な教育相談・カウンセリングの進め方」 

○ 情報交換・協議 

    ・いじめの問題に関わった事例について 

    ・教育相談における効果的な事例について 
 
（４）特に効果のあった研修内容 

   講話や情報交換・協議において、様々な事例について検討することを通して、教育相談に関する技術等の

向上を図るとともに、担当者間の連携を強化し、諸問題の解決に向けた資質の向上を図ることができた。 

 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ ＳＶの設置 なし 

○ 活用方法 なし 

 
（６）課題 

   人材育成のため、参加対象者の幅を広げて実施しており、参加者のカウンセリングについての経験に差が

あることから、研修内容の設定や講師の選定について、今後も引き続き検討を重ねていく必要がある。 



【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
【事例１】児童虐待のための活用事例（④） 

（１）学校の状況 

Ａ高等学校は、全校生徒の３割以上が一人親家庭であるなど、経済的に恵まれていない生徒が多く、継父・

継母など血縁関係がない保護者に育てられてきた生徒も一定数在籍しており、このような状況の中、毎年、

多数のネグレクト等の虐待事案を認知している。 

また、Ａ高等学校は、コミュニケーション能力に課題が見られるなど発達障がいに起因する「困り感」を

もった生徒が在籍しており、これらの生徒の多くは、貧困家庭で育ってきたため、必要な支援を受けるため

の十分な知識がなかったり、関係機関等との相談・連携もなく見過ごされてきた生徒が多かったりするなど、

高等学校入学後から特別な支援を受け始めるケースも多い。 

 

（２）スクールカウンセラーによるカウンセリングの状況等 

児童虐待の事案については、生徒本人が出すサインを、最初に学校側が認知することが多い。その後、虐

待の詳細な内容や本人の心のケアなどについては、スクールカウンセラーが早期に対応し、長期に渡って複

数回のカウンセリングを行った。 

 

（３）他機関との協働 

ネグレクト等の虐待事案については、学校及びスクールカウンセラーが、各関係機関と連携を図り、地方

自治体の子ども支援課からの通告や児童相談所の一時保護などによって、その後の就学の継続が可能となっ

たケースが多い。 

 

（４）取組の成果 

○ 貧困家庭に育ち、児童虐待を受けている生徒の抱える問題は複合的で深刻であり、一度の面談だけでは

解決しないことが多いことから、複数回の面談によるスクールカウンセラーの機動的な支援が必要不可欠

である。 

スクールカウンセラーによる継続的・機動的な支援が、当該生徒の中途退学等の防止や就学意欲の向上

に大きく役立っていた。 

○ スクールカウンセラーが専門機関や関係機関との連携を図りながら、当該生徒の見取りを行ったり、支

援の方策を立てたりするなどして、教職員に対し、今後の当該生徒への指導について、専門的見地から助

言を行うことができた。 

 

【事例２】貧困対策のための活用事例（⑬） 

（１）学校の状況 

Ｂ中学校は、市内中学校の中で就学援助受給生徒数が最も多く、生徒指導上の問題や学力の定着に課題が

見られる生徒が多い。 

 

（２）スクールカウンセラーによるカウンセリングの状況等 

   １年生のうち、小学校から「家庭支援が必要である」と引継ぎのあった生徒全員と面談を実施し、そのう

ち保護者への面談が必要と判断した家庭を選定して、次の内容でカウンセリングを行った。 

・家庭支援が必要な生徒との面談の実績： 45 分×対象生徒 20人＝約 15時間 

・保護者へのカウンセリングの実績：60 分×対象保護者４人＝４時間 

 

また、入学直後には、１年生の全員を対象に、２時間の集団カウンセリングを行った。 



 

（３）他機関との協働 

 家庭支援が必要な生徒及び保護者との面談終了後、必要に応じてスクールソーシャルワーカーや児童福祉

等の関係機関とも連携して問題解決を図った。 

 

（４）取組の成果 

○ １年生とのカウンセリングを強化することにより、貧困家庭の生徒や保護者に関する情報を把握し、教

職員への助言や援助を的確に実施するとともに、保護者や関係機関と連携を深め、より適切な個に応じた

対応を取ることができた。 

○ また、１年生の早い段階で、集団カウンセリングの手法で面談等を行うことにより、貧困家庭の男子生

徒が自傷行為をしていることが判明し、当該生徒に対するカウンセリングや助言を行うことができた。 

○ 貧困家庭への対応に止まらず、スクールカウンセラーからの教職員へのアドバイスにより、１年生全体

が新しい環境の中で抱く不安やストレスを的確に把握し、学校と保護者が中１ギャップ問題の解消に向け

て連携した取組を行うことができた。 

 

【事例３】校内研修における教職員の指導力向上のための活用事例（⑮） 

（１）主な研修内容 

   次の内容について、スクールカウンセラーが、年に２回、中学校区の全小・中学校の教員を対象に説明や

演習等を行った。 

○ ピア・サポートや構成的グループエンカウンターの理解と実際 

○ 子ども理解支援ツール「ほっと」や「Ｑ－Ｕ」についての理解と活用の実際 

 

（２）１回目（６月）の研修内容について 

○ ピア・サポートや構成的グループエンカウンターについて説明を行い、小・中学校における開発的・予

防的な取組の重要性について理解を深め、実践意欲の向上を図った。 

○ 子ども理解支援ツール「ほっと」や「Ｑ－Ｕ」について、具体的な事例を用いた分析や、その結果を活

用した指導方法の改善について説明や演習、協議を行った。 

 

（３）２回目（12月）の研修内容について 

○ ピア・サポートや構成的グループエンカウンターについて、１回目の研修後の各学校での取組について

交流や協議を行うとともに、指導方法の改善に係る演習を行った。 

○ 「Ｑ－Ｕ」の分析結果を基に、スクールカウンセラーの助言を基に、再度「Ｑ－Ｕ」の分析を行うとと

もに、具体的な事例を取り上げて、児童生徒理解に係る交流を行った。 

（４）実施の効果 

○ ピア・サポートや構成的グループエンカウンターについて、小・中学校それぞれが取り組んでいる実践

事例を交流することで、指導方法の共通理解や新年度へのステップアップにつなげることができた。 

○ 中学校第１学年の「Ｑ－Ｕ」の結果と前年度の小学校第６学年の結果を比較・分析し、その変容に注目

することで、中１ギャップの現状について理解を深めることができた。 

 
 
 
 
 



【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 

○ 平成27年度スクールカウンセラー等活用事業については数値による評価を行っていないが、スクールカ

ウンセラーを配置している「中１ギャップ問題未然防止事業」の指定校においては、いじめを受けた児童

生徒の在籍比が全道・全国と比較して低い状況にあり、いじめの解消状況は100%となっている。 

○ また、同指定校においては、不登校児童生徒の在籍比も全道・全国と比較して低く、不登校の解消状況

についても全道・全国と比較して高くなっている。 

○ 平成 26 年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査のいじめについて、いじめ発見の

きっかけとして、中学校と高等学校においては、「スクールカウンセラー等の外部の相談員が発見」の割

合が前年度に比べて 0.2％増加している。 
 
（２）今後の課題 

○ 国において、平成 31年度までに、全ての公立小・中学校にスクールカウンセラーを配置するという目

標を掲げているが、平成 27 年度においては、小学校におけるスクールカウンセラーの配置が 1.5％（中

学校は 50.7％）と進んでいない状況にあり、配置の希望を小学校に聴取しても、配置の希望が少ない状

況である。加えて、平成 26 年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査のいじめについ

て、いじめ発見のきっかけとして、小学校においては、「スクールカウンセラー等の外部の相談員が発見」

の割合が前年度に比べて 2.2％減少していることから、小学校へのスクールカウンセラーの配置の拡大を

進めていく必要がある。 

○ 平成 27 年度に任用したスクールカウンセラー155 名のうち、臨床心理士の資格を有する者は 98名とな

っており、その多くが都市部に集中していることから、郡部において、有資格者の確保が困難となる地域

がある。加えて、退職教員など有資格者に準ずる者の確保も難しい地域もあり、人材確保及び人材育成に

ついて検討を進める必要がある。 

○ 高等学校においては、スクールカウンセラーを活用し、生徒の実態に応じた構成的グループエンカウン

ターやソーシャルスキルトレーニング等の教育相談の技法を活用した取組を行い、よりよい人間関係を築

く取組が進められているが、小・中学校においては、継続的・計画的な取組が十分に行われていない現状

があることから、その必要性について今後も働きかけを行っていく必要がある。 

 



 
 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

   学校における教育相談体制の充実や教員の資質向上を図るため、臨床心理に関して高度で専門的な知識及

び経験を有する者等をスクールカウンセラーとして配置し、児童生徒の問題行動やいじめ、不登校等の諸問

題を未然に防止又は解決するための支援並びに教育相談について、教員及び学校に対し、適切な指導及び援

助を行うことを主な目的としている。 

 

（２）配置・採用計画上の工夫 

  ①配置の工夫 

    原則として、スクールカウンセラーを拠点となる中学校に配置し、近隣の中学校（１～２校）及び校区

内の小学校（１～２校）に派遣している。 

②採用の工夫 

  青森県教育委員会のホームページ上で、スクールカウンセラーの募集を行っている。 

 

（３）配置人数・資格・主な勤務形態（重複して資格を有している場合は、①→②→③の順に整理すること。 

 ＜配置人数＞ 

  小学校     ： ５７校 

  中学校     ：１０４校 

  高等学校    ： ６３校 

  特別支援学校  ： １９校 

  教育委員会等  ：  １箇所 

 

＜資格について＞ 

  （１）スクールカウンセラーについて： 

①臨床心理士    １９人 

③大学教授等     １人 

   

  （２）スクールカウンセラーに準ずる者について 

①大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以上

の経験を有する者           ３人 

②大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、５

年以上の経験を有する者       ２９人 

 

＜勤務形態について＞ 

   拠点校  ５３中学校    （年間４０日・１回４時間） 

   対象校  ５１中学校    （年間２３日・１回４時間） 

        ５７小学校    （年間２３日・１回４時間） 

   巡回校  ６３高等学校   （学校からの要請に基づき１日２時間）（学校教育課に配置） 

        １９特別支援学校 （学校からの要請に基づき１日２時間）（学校教育課に配置） 

 

青森県教育委員会 



【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１） 研修対象 

① スクールカウンセラー 

② 配置校及び派遣校担当者 

③ 各教育事務所担当指導主事 

④ 配置先及び派遣先市町村教育委員会担当者 

⑤ 青森県総合学校教育センター教育相談課指導主事 

 

（２）研修回数（頻度） 
  ○年２回（スクールカウンセラー活用連絡協議会） 

 

（３）研修内容 
  ○講義「スクールカウンセラーの効果的な活用について」 

   【講師】青森県総合学校教育センター教育相談課指導主事 

  ○事例検討 

  ○情報交換、協議 

 
（４）特に効果のあった研修内容 
  ○事例検討 

   ・３名のスクールカウンセラーによる提案事例に基づき、効果的な対応について協議を行う。 

  ○情報交換、協議 

   ・スクールカウンセラー相互による情報交換及び協議を行う。 

    ※協議内容は、学校における教職員との対応、不登校やいじめ、暴力行為等の未然防止に向けた

取組、児童虐待に関する事案等 
（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置  なし 

 
（６）課題 
  ○関係機関（県臨床心理士会、大学等）との連携による研修の充実 

  ○いじめや不登校、問題行動等の未然防止、児童虐待事案への対応等に関する研修の充実 

  ○スクールカウンセラーの活用に係る現状、成果及び課題について市町村教育委員会担当者及び学校

担当者との情報共有 

 
 

  



【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
【事例１】児童虐待対応のための活用事例（④） 

  ・当該スクールカウンセラーが月に２回程度の派遣のため、学級担任及び養護教諭を窓口にして学校全体と

連携し、児童相談所に働きかけながら対応した。 

  ・学校や児童相談所と、児童の一時保護の必要性について、その後の在宅での援助も視野に入れながら協議

した。 

  ・児童相談所との日程調整や実際の協議においては、校長のリーダーシップが発揮された。 

  ・仲間や教員との関わりが学級集団の中で確保できるように、学級担任とのコンサルテーションを行った。 

   

【事例２】いじめ問題のための活用事例（②） 

  ・小学６年男子児童が、自分の部屋において枕カバーで首を絞めているところを母親が発見し、養護教諭を

通じて学校に通報した。 

  ・両親によると、当該生徒は２，３ヶ月前から様子がおかしく、部活動（卓球部）内の人間関係が思わしく

ないことや学校にも特に仲のよい友だちがいないことで疎外感を感じているということを話していたと

のことであった。 

  ・事案発生から２日後の放課後にスクールカウンセラーとのカウンセリングを実施した。当該生徒からは、

過去に卓球部内でいじめられたことがフラッシュバックのように思い出されることや父親との関係がプ

レッシャーになっていることが挙げられた。また、スクールカウンセラーの見立てとして「うつ傾向」が

見られるため、早期に心療内科等医療へつなげるべきということや学校生活において、極力プレッシャー

をかけないこと、卓球部の活動はしばらく休止し、保護者とのコミュニケーションをしっかりとること、

学級でも、居場所づくりを意識した支援をすることなどが、スーパーバイズされた。 

 

【事例３】校内研修のための活用事例（⑮） 

  ・スクールカウンセラーを講師として、Ｑ－Ｕや構成的グループエンカウンター、ストレスマネジメント、

アサーション、集団の心性いじめ等について研修会を行った学校がある。 

  ・校内研修会を実施したことにより、研修会の内容について理解を深めることができたのは勿論だが、以前

よりも多くの教員とコミュニケーションがとれるようになったり、相談予約の入っていない時間帯に、教

員とのコンサルテーションを行ったり、リソースを生かした事例検討シートやソーシャルスキルトレーニ

ングシートを提供したりするなど、より多くの面で連携できるようになったという報告が多かった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【４】成果と今後の課題 

（１） スクールカウンセラー等活用事業の成果 

① 相談者数 

 
 

 
 ・小中学校ともに、派遣校を拡充したことにより、大幅に相談者が増加した。 

 ・中学校において、教職員の実相談者数は減少したが、延べ相談者が増加している。 
 
 

② 相談事項別件数（小学校） 
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③相談事項別件数（中学校） 

 

・小・中学校ともに「その他」を除くと、小学校では「友人関係」（１位）、「不登校」（２位）、「家庭環 

 境」（３位）が多い。中学校では「不登校」（１位）、「友人関係」（２位）、「家庭環境」（３位）が多 

い。 

・「不登校」や「暴力行為」、「非行・不良行為」の増加が目立つ。特に小学校において増えてきている。 

   

③ 校内研修等 

・小中学校ともに、教職員を対象とした研修会が増えている。小学校は、７５校中３５校（４６．７％）、 

中学校は、１２２校中６３校（４３．４％）だった。 

   

④ 教育プログラム 

 
・児童生徒を対象とした教育プログラムを実施している学校が多い。 

   

   

（２） 今後の課題 

  ・スクールカウンセラー配置校の拡充 

  ・スクールカウンセラーの人材確保及び資質向上 

  ・スクールソーシャルワーカーや関係機関との効果的な連携 
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【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

東日本大震災により、心にダメージを受けた幼児児童生徒の心のサポートのために、スクールカウンセ

ラーの全県配置を行うとともに臨床心理士等で構成する「こころのサポートチーム」を活用しながら、組

織的・継続的ケアに取り組む。 

 
（２）配置計画上の工夫 
 公立中学校において、被災状況、学校規模、支援ニーズに応じて、年 35 回配置校、年 17 回配置校、年 6

回配置校の区分で配置した。公立小学校については、ニーズの高い学校に配置した。また、沿岸部の被災

児童生徒が在籍する学校を巡回して支援にあたるための巡回型カウンセラー(13 人)を配置した。 

県立高校は主に拠点校配置（エリア担当制）とし、10 エリアを 10人の臨床心理士が担当した。沿岸南部

の被災の大きい地域の高校（6 校）についてはさらに、大学チーム（岩手大学、岩手県立大学、盛岡大学）

が臨床心理士資格を持つ教員を交替で派遣した。  

  

（３）配置人数・資格・勤務形態 

 ■配置人数（配置校数等） 
 ・小学校     ：117 校   ・特別支援学校  ： 12 校 

 ・中学校     ：162 校   ・教育事務所   ： ６箇所（全教育事務所） 

 ・高等学校    ： 61 校 

■資 格 

・スクールカウンセラーについて 

①臨床心理士 56 人  ②精神科医   ０人  ③大学教授等  ０人 

  ・スクールカウンセラーに準ずる者（32 人）について 

   ①大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、 

１年以上の経験を有する者    ２人 

   ②大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務につい 

て、５年以上の経験を有する者 30 人 

   ③医師で心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について１年以上の経験を有する者 

                    ０人 

■勤務形態について 

・単独校 小学校   46 校（週１日・１回４時間または６時間） 

※年 35 回：41校、年 17 回：５校 

      中学校   22 校（隔週１日・１回４時間または６時間）（年間６日・１回６時間） 

※年 17 回：15校、年６回：７校 

      高等学校  ７校（週１日・１回４時間または６時間） 

          ※年 35 回：１校 週１日・６時間、被災の大きい学校６校 週１日・４時間 

特別支援学校 12校（月１日・１回４時間） 

・拠点校 高等学校   54 校（月１日・１回３時間）  

・対象校 中学校   124 校（週１日・１回４時間または６時間） 

         ※年 35 回：124 校  学区内の小学校も対象 

・巡回校 小学校  71 校（週１日・１回６時間）   沿岸部３教育事務所に配置 

中学校  16 校（週１日・１回６時間）    ※名称：巡回型カウンセラー 

     高等学校 54 校（月１日・１回３時間） 

岩手県教育委員会 



【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 
  スクールカウンセラー及びスクールカウンセラーに準ずる者 

（２）研修回数（頻度） 
  年３回（うち１回は、県臨床心理士会が主催するもの） 

（３）研修内容 
  ・今後の心のサポートで大切にしたいこと 

  ・いじめの早期発見と適切な支援 

  ・いじめ問題の理解とＳＣに期待されること 

  ・学校臨床における発達障害支援 

（４）特に効果のあった研修内容 
  ・ＳＣ連絡協議会において、いじめ問題をテーマとして、講演やシンポジウムを行った。シンポジウ

ムでは、スクールカウンセラー、学校管理職、有識者、行政等様々な立場のシンポジストの意見を

もとにいじめ問題を考えるともに、スクールカウンセラーとしていじめ問題についてどのように対

応していくことが求められるかということについて考える場を設けた。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ＳＶの設置 

  沿岸部の３教育事務所に３人のＳＶを県外から派遣している。 

○活用方法 
   スクールカウンセラーのＳＶに加えて、ＳＣ・教職員研修会等の講師を務めるなど、心理教育や心

のケアに関する専門性が求められる場において積極的に活用している。 

（６）課題 
  ・県内において有資格者は増えてきているものの、準ずる者も多く、スクールカウンセラー全体の資

質向上が求められる。 

  ・県内のＳＶを担える有資格者の数が限られているため、他県から招へいしなければ、被災地等の学

校のニーズに十分応えられない。 

 
 
【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
 
【事例１】児童虐待のための活用事例（ ④ ） 
 事例：小学校５年女子児童 

両親が離婚し、母親に引き取られたが、その後母親が再婚し、継父・実母・当該児童・異父弟の４人家

族である。 

ＳＣとの面談の中で当該児童から母親の躾についての話が出され、家庭内での躾が厳しいことがうかが

われた。このこともあって、ＳＣとは学期に１回程度の面接を継続していた。 

 ある日、家庭からの連絡がなく当該児童が登校していないことがあった。警察にも連絡し捜索したとこ

ろ、自宅の近所で発見された。当該児童は母親に怒られて家を飛び出し、そのまま学校に行かず隠れてい

たとのことだった。母子ともに確認したところ虐待ではないと警察は判断した。 

 その直後のＳＣ面接で、当該児童は日頃から母親に叩かれたり蹴られたりしていること、さらに「出て

行け」と言われたり無視されたりもあると話した。そのため、これまでも数回家出をしていると話した。

時には病院に行くほどの傷ができたことがあったが、その時には転んだことにするように母に言われたと

のことであった。当該児童は、このことを警察に話したら母に悪いと思い話さなかったと言った。 

 ＳＣが当該児童を説得し、このことについてＳＣから校長へ同日中に報告をした。校長が担当課及び教



育委員会に報告した。学校では、校長、副校長、主幹教諭、生徒指導主事、担任、養護教諭、ＳＣで情報

共有するとともに、今後の方針を協議した。学校では、担任を中心とする見守り体制を強化することとし

た。このことに対して教職員へのコンサルテーションをＳＣが行う。また、当該児童が話しやすいとする

養護教諭とＳＣでさらに実態把握に努めることとした。 

 その後、学校・教育委員会・警察・児童相談所・市担当課及び地域の保健師、仮設住宅担当課の各担当

が集まり、ケース会議を行った。ＳＣも参加した。その中で本ケースを虐待ケースとして扱うことし、情

報交換と役割分担をした。母親への支援は福祉サイドで、当該児童への支援はすでに関係が良好であるＳ

Ｃが担当することとなった。 

 その後、上記メンバーによる定期的なケース会議を開催し、状況の確認と本家庭の共通理解を深めた。 

当該児童にはＳＣ面接の頻度を増やしていった。家庭の様子の確認とともにこころのケアをする同時に、

当該児童にはＳＣ以外にも日頃からＳＯＳを出せる大人をつくるよう促していった。 

これらのこともあり、本人も家庭も次第に落ち着きが見られるようになったが、当該児童とのＳＣ面接

を継続していった。 

 要保護児童対策地域協議会の管理ケースとなっており、本家庭の状況等についてＳＣから学校や教育委

員会等へ情報提供している。 

 
【事例２】小中連携のための活用事例（ ⑭ ） 
 （１）兄妹である小学校５年女子児童及び中学校１年男子生徒について 

ＳＣが継続して不登校支援をしていた当該児童の兄が、中学校進学後に登校しぶりの傾向が見られるよ

うになった。兄妹関係であることや、家庭の支援等の必要性も考えられることから、小学校と中学校合同

のケース会議を開催するようＳＣが働きかけた。小・中学校の教員、ＳＣ、ＳＳＷが参加した。ＳＣから、

①当該児童（妹）のこれまでの経過 ②当該生徒（兄）の小学校時の様子 ③家庭環境 ④母親の状況 に

関して情報提供をした。会議の参加者は、当該生徒の背景を理解するとともに、家庭全体への働きかけが

必要であるという認識をもち、小学校の教員・中学校の教員、ＳＣが役割分担して対応するよう話し合っ

た。その結果、当該生徒の登校しぶりは減少し、当該児童は地域のＮＰＯ法人を利用しながら、学校復帰

の一歩を踏み出した。 

 

（２）９年間を見通した児童生徒理解について 

 これまで、被災関係を含めた児童生徒の情報の引継ぎは小・中の間のみならず、学校における課題であ

った。学年や担任が変わったり、関係した教員が転任したりすると、それまでの指導・支援状況や子ども

の変化の過程、家庭の状況と保護者とのやりとりの様子等の情報が十分に引き継がれないことがしばしば

あった。そこで、ＳＣが子どもの継続した情報を一覧表（観点：心とからだの健康観察の要サポートの経

過、被災体験、喪失、仮設住宅暮らし、過去の相談、家庭状況、経済状況等）にすることを小学校に提案

した。そして、小学校で試験的に作成した表を、ＳＣが中学校に紹介し、中学校教員がさらに必要な情報

を書き入れることができるよう改良した。  

その後、小中合同の会議で協議し、小・中で同じ表を使用することにした。被災関係やこれまでの指導・

支援の経過のデータを小学校から中学校へ引き継ぎ、それを全教員が見る（記入する）ことができるよう

になった。このことで、指導や支援に必要な情報の引継ぎが途切れることなくおこなわれ、日常の児童生

徒理解や問題行動等に関する対応を検討する際の一助になっている。 

 
 
 
 
 



【事例３】校内研修のための活用事例（ ⑮ ） 
 事例：個人面談を行う上でのポイントについて学ぶ研修 

 当該小学校（沿岸部）は、「心とからだの健康観察」の結果から要サポート児童がおり、何らかのスト

レスを抱えている状況であることから、学校は教育相談を充実させたいと考えていた。 

 児童が抱えるストレスの要因の一つとして、東日本大震災の影響が考えられる。しかし、教師が震災時

のことを児童に問うことには抵抗があり、家族・知人や住居を失った児童との教育相談には特に戸惑いが

強い。 

 そこで教育相談（個人面談）の方法について、ＳＣが講師となり研修を行った。 

 個人面談のポイントとして、主に以下の三点について留意するようＳＣから伝えられた。 

①児童の状況を確認した上で、「（自分の）話を聞いてもらった」「受けて止めてもらった」という感覚

を児童が持つことができるよう傾聴を心がけること。また、困っていることや悩みがあるとき、教師が

解決できる問題（学校生活における人間関係、学習、進路など）については相談にのり、必要であれば

継続してサポートすること。 

②震災等、話が深刻になったり対応が難しいと感じたりした場合はすぐに助言をしなくてもよいこと、そ

の際ＳＣ等への相談も可能であること。 

③深刻な話を聞いた後は、教師も疲労が生じるため、リラクセーション等のセルフケアが必要であること。 

 校内研修で、教育相談のポイント等を確認したことで、教師が安心して個人面談が行うことができた。 

また、教師がＳＣに相談しやすくなり、校内体制も見直され、早期対応・早期解決が図れるようになった。

同時に、長期的な視点で支援にあたることの重要性について、教員同士の共通理解が進んだ。 

 

 
【４】成果と今後の課題 

 
（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 
 ＜「心とからだの健康観察」集計結果より＞ 

①阪神淡路大震災では、「教育的配慮を要する児童生徒数」が震災後 2～4 年後にピークを迎えたという前

例があるが、本県の要サポート児童生徒※の数は、H23 19,766 人、H24 16,758 人、H25 15,672 人、H26 15,199

人、H27 14,534 人、その割合は H23 14.6%、H24 12.6%、H25 12.0%、H26 11.9%、H27 11.5%と年々減少

傾向にある。  

②小学校低学年の「要サポート」の割合は高いが、学年進行とともに減少に転じている。 

これらのことは、学校生活の中で適切なケアを受けているからである。 

※要サポート：過覚醒、再体験、回避・まひ、マイナス思考の項目において、サポートラインに達している児童生徒 
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＜「問題行動等調査」結果より＞ 
本県不登校児童生徒の状況について、ＳＣ等の積極的活用が図られたことにより、震災前と大きく変わ

らない人数・割合を維持することができている。 

区 分 
小学校 中学校 合 計 高等学校 

人数 比率（％） 人数 比率（％） 人 数 人数 比率（％） 

平成 22 年度 138 0.19 (0.32) 789 2.11 (2.73) 927  475 1.47 (1.82) 

平成 23 年度 133 0.19 (0.33) 734 1.98 (2.64) 867  444 1.41 (1.88) 

平成 24 年度 134 0.20 (0.31) 705 1.93 (2.56) 839  401 1.31 (1.93) 

平成 25 年度 153 0.23 (0.36) 710 1.97 (2.69) 863  373 1.26 (1.88) 

平成 26 年度 143 0.22 (0.39) 791 2.23 (2.76) 934  354 1.22 (1.81) 

 
（２）今後の課題 

①被災を経験した児童生徒における「要サポート」の割合は依然として高いことから、一層丁寧な支援の

継続が必要であること。 

②ＳＣを今後更に効果的に活用するにあたり、各学校が「心とからだの健康観察」の結果に基づく教育相

談や心のケアをＳＣと協力して実施することができるようにすること。 

 ③学校の中でＳＣがいじめ等の問題に対応していくために、いじめ問題への対応についての理解を一層深

めること。 

 ④各学校における効果的なＳＣの活用の在り方について周知していく必要があること。 
 



 

 
 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 

（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

○本県における児童生徒を取り巻く生徒指導上の諸課題における，不登校や高等学校の中途退学については，
震災前から全国値と比較して高い水準にあったが，震災５年後もその傾向は継続している。地域的には，津
波による直接的な被害を受けた沿岸部だけでなく，沿岸部や他県からの避難・移転が多くあった内陸部や県
南部地域でも同様の傾向にある。 

○インターネット環境の普及等による問題行動の広域化・複雑化や震災による家庭環境の変化，保護者 
の監護能力の低下等により，対応や指導に苦慮するケースが増加している。 

○児童生徒や保護者が速やかに相談できる校内体制を整え，不登校等の問題行動や震災の影響等を踏まえた心 
のケアへの対応を充実させるため，スクールカウンセラーの効果的な活用が必要である。 

 

（２）配置・採用計画上の工夫 

小学校  ：全ての市町村教育委員会に広域カウンセラーを配置し，全小学校に対応。 
中学校  ：全ての公立中学校にスクールカウンセラーを配置。 
高等学校 ：全ての県立高校にスクールカウンセラーを配置。 
特別支援学校：全ての県立高校を対象にし，要請に応じて配置。 

  ※ いずれの校種においても，学校からの要請に応じてスクールカウンセラーの緊急派遣を計画している。 

 

（３）配置人数・資格・主な勤務形態（重複して資格を有している場合は、①→②→③の順に整理すること。） 

○配置学校数等 
小学校     ：２６５校 
中学校     ：１３９校 
高等学校    ： ７６校（特別支援高等部も含む） 
特別支援学校  ： １８校 

 
○資格 
■スクールカウンセラーについて（のべ人数：学校配置） 

① 臨床心理士       
小学校   ： ７９人  
中学校   ： ８５人  
高等学校  ： ４８人 （のべ６１人） 
特別支援学校： １１人  

② 精神科医   ※ いずれの校種においても該当者なし。 
③ 大学教授等  高等学校 ： １人     ※ 小学校・中学校・特別支援学校は，該当者なし。 

 
■スクールカウンセラーに準ずる者について（のべ人数：学校配置） 

① 大学院修士課程を修了した者で，心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について， 
１年以上の経験を有する者  

小学校   ： ８人  
中学校   ： ８人  
特別支援学校： １人      ※ 高等学校は，該当者なし。 

② 大学若しくは短期大学を卒業した者で，心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務に 
ついて，５年以上の経験を有する者  

小学校   ： ３３人  
中学校   ： ２６人  
高等学校  ： １３人  
特別支援学校： ３人  

         ③ 医師で，心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について，１年以上の経験を有す 
る者 ※ いずれの校種においても該当者なし。 
 
 

※主な勤務形態について 
・小学校  ２６５校 （週１回～月１回程度，年間平均２０回，１回６時間～８時間） 
・中学校  １３９校 （週１回～週２回程度，年間平均４１回，１回６時間～８時間） 
・高等学校  ７６校 （月２回程度，年間平均２４回，１回６時間～８時間） 
・特別支援学校 ３校 （月１回程度，年間平均１２回，１回６時間） 

       ※ ただし，学校の実情により，月当たりの勤務回数及び時間数は異なる。 
 

宮城県教育委員会 



【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 

（１）研修対象 

○小・中学校               スクールカウンセラー 
○高等学校（特別支援学校・高等部を含む） スクールカウンセラー及び学校担当者 

 

（２）研修回数（頻度） 

○小・中学校 連絡会議（年２回），各教育事務所単位のスクールカウンセラー研修会（年１回～２回） 
○高等学校  連絡会議（年２回），地区別連絡会議（県内７地区：年１回） 

 
（３）研修内容 

○小・中学校 

     ・県の施策やスクールカウンセラーの配置・活用等に係る説明 
     ・事例検討会等の研究協議等 

○高等学校 
   ・県の施策やスクールカウンセラーの配置・活用等に係る説明 
   ・本県の教育相談の状況についての説明 
   ・児童生徒を取り巻く諸問題に係る講演会 
   ・事例検討会等の研究協議等 
 
（４）特に効果のあった研修内容 

○小・中学校 
・事例検討会を通して，事例の見立ての方法等の見直しを図ることができた。また，講師からの指導助言 
を受けて見識を深めることができた。 

 
○高等学校 
・「ネットいじめ」に係わる講演会を行い，見識を深めることができた。 
・事例検討会において，仮想事例を検証することを通して，スクールカウンセラー及び学校担当者の事 
案の見立てや教育相談体制の見直しを図ることができた。 

 
（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置 

     ・小・中学校 
      ７教育事務所に「専門カウンセラー」の名称で１３人配置（年間７０回配置：のべ回数）。 
      ・高等学校（特別支援学校を含む） 
      県教育委員会高校教育課に４名配置（年間２４～３０回程度配置：のべ回数） 
 

○活用方法 
・スクールカウンセラー及び教職員への助言及び援助。 
・児童生徒，その保護者及び教職員へのカウンセリング。 
・各学校及び生徒のカウンセリング等に関する情報の収集及び提供。 
・スクールカウンセラー及び教職員の研修における指導及び助言。 
・その他，教育委員会が必要があると認める業務（緊急時の派遣対応）等。 

 

（６）課題 

・教育相談の基本的な在り方やスクールカウンセラーの業務に関して管理職と検討を重ね，より一層の校内 
体制の見直しや充実を図ることが急務であるが，ケースによっては，外部連携機関との適切な早期対応が 
必要となる。支援の過程を大切にしながら，相談者が問題を受けとめ，自分の課題として解決に向けて取 
り組んでいけるよう，校外での生活を見据えた支援も必要である。 
 

・本県では，各校が実情（学校の規模，生徒の実態，伝統や校風，教育相談体制，地域性，東日本大震災に 
よる被災の程度やその後の状況等）に応じて，スクールカウンセラーを活用しているが，必要に応じた十
分なスクールカウンセラーの確保ができない状況にある。また，相談件数や相談内容も多く，個々の事案
に対して，スクールカウンセラーと教職員との間で，情報交換の時間が十分に確保できない状況にあるこ
と。 
 

 

 

 

 



【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
 
【事例１】 高等学校におけるスクールカウンセラー（ＳＣ）活用事例（⑨心身の健康・保健） 

 
○概要 

当該校は，東日本大震災において被害の特に大きかった沿岸部にある学校であり，本県の他の地区と比較し
ても，地域的には長期欠席や不登校等の生徒数が比較的多い状況にあるものの，生徒による平成２７年度の学
校評価における生徒対象のアンケートで，教育相談に関しては８２．２％，総合満足度も８６．９％と肯定的
な回答を示している学校である。 

 
○校内の教育相談体制・情報共有の在り方 

教育相談体制は保健厚生部が担当し，日程調整・文書処理等は教育相談担当教員が行い，活用に係る日程調
整連絡は養護教諭が行っている。情報交換は，ＳＣの出勤日毎に養護教諭と教育相談担当教員が行い，必要に
応じて担任，学年主任，生徒指導部長等が加わる。またケースに応じて，校長・教頭・主幹教諭を含めた関係
教職員でケース会議を実施している。 

 
○生徒に対する支援 

平成２７年度において，当該校で特に重視したことは，アンケートを機に教職員やＳＣが連携して生徒をサ
ポートできるようにすること，また，アンケート結果だけでなく，生徒への日常の観察と声がけこそが大事で
あるという点である。そのため，自由記述欄に心配な記述のある生徒には率先して担任をはじめ，周囲が声が
けしてカウンセリングを勧める等，協働による見守り体制の充実を図っている。また，前年度のアンケート実
施に対して抵抗感をもった生徒に対しては，事前に担任からアンケートがあることを伝え，アンケートに回答
させずに別室で過ごす等の本人の意思確認を行う等，配慮をしている。同様に，教職員を対象に心のケアに関
する講話や研修会を設け，年間を通じてお互いに相談しあえる体制作りを目指し，「教育相談体制＝セーフテ
ィネット」との意識をもって，校内連携を図っている。 

 
＜参考＞ 当該校における教育相談体制  
 
                    校 長  

 

         職 員 会 議              相 談 部  

                                              ・教頭 

    年 次 会           保 健 部         ・主幹教諭 

                   ・カウンセリング係   連    ・各学年主任 

                  ・養護教諭        携      ・保健厚生部長 

                      カウンセラー            ・保健厚生部カウンセリング係 

                                              ・生徒指導部員 

                                              ・教務部員 

                                              ・養護教諭 

                               ・特別支援教育コーディネーター 
 
【事例２】 スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）と関係教職員との協働による活用事例 

（⑦家庭環境，⑬貧困対策） 
 
○概要 

高校３年生の女子生徒が，高額な進学費用の負担に対する不安を訴えた。家庭に借金があり，借金が原因で
進学費用の準備金の捻出には行き届かないが，一定の収入はあるため，必要最低限の生活は可能な家計である。
そこで，担任は面談を行い，本人から聞いた状況から，教頭や学年主任、担任，教育相談担当教員を中心に，
重ねて面談を行った。面談した教職員間で，生徒本人が実際に何に困っているのか，今後はどのような生活を
送りたいと考えているのか等の状況に係わる論点整理を行い，家庭環境改善のためのケース会議を開いた。面
談を重ねるうちに，母親から暴行を受けていた事実がわかった。中学生と小学生の弟妹の学校とも連携を図り，
情報共有を図っていた上で，妹の中学校を通じて子育て支援課や児童相談所につながった。また，家庭の中で
生徒が生きづらさを抱えながらも少しずつ自己開示できている状況があるため，生徒の気持ちが不安定な時に
話を聞ける体制作りを勧めるなど，学校における見守り体制の充実を図った。 
 

○チームとしての学校の対応・情報共有の在り方 
当該校では，教頭，担任，教育相談担当教員，ＳＳＷによるケース会議を月１回定期的に行い，情報交換を

重ねた。その際，生徒本人の訴えに誰がどのように関わるか等を話合い，ケース会議出席者だけではなく，部
活動の顧問等による支援協力も依頼し，教職員間で適切な支援の在り方を検討するよう，協議・対応を重ねた。  
また，保護者面談の際には，保護者に家庭の状況を振り返ってもらったり，担任から生徒の進路指導の際に

も細やかな気配り・声がけなどの助言を行ったりするなど，教職員同士で共通認識を持ちながら役割分担を行
い，情報交換，情報収集，見守り支援体制で生徒の指導にあたった。 
 



 
【事例３】 高等学校におけるスクールカウンセラー（ＳＣ）活用事例（⑮校内研修） 
 
○概要 

事例１に記載した当該校は，「相談部」を平成１３年より発足させて，生徒の心のケアにつとめていたが，
東日本大震災被災後に校内連携の体制作りを強化した。被災直後の授業再開前に，ＳＣによる職員研修会を実
施し，正副担任による面談，保健室来室時による対応，被災状況調査などをもとに生徒理解や対応に努め，情
報交換を行うなどの対応を行った。また，被災翌年の平成２４年５月より「心とからだのアンケート」を生徒
対象に実施することを決定し，アンケートを行うに当っては，教職員間でアンケートの目的をきちんと共有す
ること，取りっぱなしではなく十分に活用すること、実施にあたり生徒への負担とならないよう細心の注意を
払うことが必要であると考え，事前の職員研修を十分に行った。 

 
○校内研修体制 

平成２７年度は，学校の重点目標のひとつに「心のケア」を掲げ，保健厚生部のみならず，相談部や生徒指
導部と連携を図った。生徒や教職員を対象に「心とからだのアンケート」「講演」「研修会」等の年間計画を
たてて，実施した。研修のねらいは，震災後５年目の時期に必要な心のケアについて職員間で共通認識を図る
ことであり，研修を通して，校内相談体制の充実を図った組織作りのためである。  

 
＜参考＞平成２７年度 「心のケア研修」年間スケジュール   （★は、ＳＣによる研修会・講話） 
 

月  日           内      容       備   考 

４月１日 職員転入者へ被災地を案内（目的：生徒の生活環境を知ること） 平成２４年度より実施 

４月６日 

 

学校重点目標の１つに「心のケア」を掲げる。 

主旨：５年目を迎えるが，甚大な被災を受けた地域であり， 

   小学生で被災しているため，心のケアは必要である。 

職員会議にて 

 

４月２２日 職員会議  職員研修会「心のケアについて」要項説明 保健厚生部 

４月３０日 ★職員研修会「心のケアについて」  

５月２０日 「心とからだのアンケート」実施（全校生徒対象） 正副担任 

５月２５日 「心とからだのアンケート」集計と入力期限 正副担任 

５月２７日 

 

 

 

「心とからだのアンケート」集計結果考察・活用の検討。 

 職員会議：活用法面談方法について説明。 

 集計結果：厳重秘密文書扱いで配布（全校は 校長・教頭・ 

主幹教諭，各年次は各年次主任，クラスは 各正副担任） 

ＳＣ，養護教諭， 

ＳＣ担当(保健厚生部長) 

 

５月２７日 

 

★１年次「保健講話」 

 目的：震災対応，人間関係づくり，ＳＣ啓蒙 

平成２３年度より実施 

 

６月２４日 

 

★ ３年次「保健講話」 

 目的：受験や卒業後のストレス対応，ＳＣ啓蒙，震災対応 

平成１４年度から実施 

 

８月２７日 夏休み中の健康調査（体調・学校生活について） 生徒指導部共催 

９月１９日 

 

 

★ 職員研修会「不登校生徒への対応について」 

 内容：２７年度の生徒の現状により，不登校に陥らせない    

ための対応について。 

特別支援教育委員会・いじめ

防止対策委員会共催 

 

１月１２日 冬休み中の健康調査（体調・学校生活について） 生徒指導部共催 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【４】成果と今後の課題 

 

 
（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 

  ○各学校における成果 
      ・年度初めに全校生徒を対象とした面談や思春期の心の問題に係る講演を実施したことにより，スクール

カウンセラーと生徒の交流を図り，相談しやすい雰囲気をつくることができた。 
      ・友人関係や不登校，学業・進路，家族関係等の相談に応じ，児童生徒への適切な助言とともに，定期的

なケース会議の開催等の実施により，教職員との情報共有が円滑に行われ，組織的な支援体制をつくる
ことができた。 

      ・児童生徒等にエンカウンター等の手法を用いた活動を行い，対人関係スキルの向上を図ることができた。
また，校内研修会を開催し，教職員一人一人のカウンセリングスキルを向上させることができた。 

      ・ストレスチェックアンケート等の結果を踏まえて，当該児童生徒が抱える心の問題を早期にとらえ適切
な支援の在り方を考えることができた。 

      ・特別支援教育コーディネーター等と連携し，発達障害の疑いがある児童生徒への適切な支援等を検討す
ることができた。   等 

 
（２）今後の課題 

    ○各学校における課題 
      ・相談件数の増加に伴って，スクールカウンセラーと教職員の情報交換の時間が十分に確保できない状況

にある。また，家庭環境に問題があったり，発達障害が疑われたりする児童生徒に対して，スクールカ
ウンセラーと教職員の他に，外部機関との連携が必要なケースが増加している。 

  ○県教育委員会における課題 
     ・スクールカウンセラーの配置について，各学校からの要望に応じた対応には，臨床心理士等の有資格者 

の人材確保が難しい状況にある。 
 



 
 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

・不登校やいじめをはじめとする児童生徒の問題行動等の対応に当たって、学校における教育相談体制の充実

を図るため、児童生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識及び経験を有する者等をスクールカウンセラ

ー又はスクールカウンセラーに準ずる者として配置している。 

 

（２）配置・採用計画上の工夫 

・各市町村教育委員会に対して配置希望調査を実施し、当該調査結果、生徒の状況、学校規模等を基に県教育

委員会が決定している。スクールカウンセラー等は中学校に配置され、その中学校を担当するほかに、必要

がある場合は配置された中学校区内の小学校を併せて担当することができる。 

・未配置校については３教育事務所、義務教育課所属の広域カウンセラーがカウンセリング等を担当する。  

 

（３）配置人数・資格・主な勤務形態（重複して資格を有している場合は、①→②→③の順に整理すること。 

●配置について 

 ・スクールカウンセラー 中学校：７８校 

・広域カウンセラー   教育事務所等：４か所 

 

 ●スクールカウンセラーについて 

①臨床心理士：２７人  ②精神科医：０人  ③大学教授等：１人 

 

 ●スクールカウンセラーに準ずる者について 

  ・大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以上 

の経験を有する者：１人 

 

●勤務形態について 

  スクールカウンセラー 

   ・１５中学校 （年間２１０時間 １日６時間×３５週） 

   ・２０中学校 （年間１４０時間 １日４時間×３５週） 

   ・４３中学校 （年間 ７０時間 １日２時間×３５週） 

  広域カウンセラー 

・義務教育課・教育事務所に配置（年間２４０時間） 

※未配置校へのカウンセリングや突発的な事故発生時の緊急支援を行う。 

 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

・事業内容やスクールソーシャルワーカーの役割、活動例について記載したリーフレットを作成し、各教育事

務所から市町村教育委員会を通じて、各小中学校に配付した。 

・教育広報誌、各教育事務所・総合教育センターの通知等により、事業を紹介した。 

 
 
 

秋田県教育委員会 



【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

・広域カウンセラー・スクールソーシャルワーカー合同研修会 

 

（２）研修回数（頻度） 

・年３回 

 

（３）研修内容 

 ・生徒指導関連事業の全体計画に関すること 

・広域カウンセラー及びＳＳＷの学校や児童生徒等への効果的な関わり方等に関すること 

  ・前年度から継続して相談活動が行われる見込みの児童生徒について 等 

 

（４）特に効果のあった研修内容 

 ・不登校の事例について取り上げ、適切な関わり方（本人、保護者、学校、関係機関）等について意見交換を

した。 

 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

・ＳＶの設置 なし 

 

（６）課題 

 ・スクールカウンセラー等は、他の業務と兼任している場合が多く、全員が参加しての研修は難しい。 

 

 
【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
【事例１】問題行動対応ケース会議のための活用事例（①②④） 

  ・スクールカウンセラーを配置している中学校区内の小学校における問題行動対応のケース会議に、スクー

ルカウンセラーが参加した。 

  ・スクールカウンセラーの他、中学校の管理職・生徒指導主事等も参加した。 

  ・小学校に在籍している児童への今後の対応について、小・中学校の職員で共通理解できた。 

  ※他にも、中学校のスクールカウンセラーが毎月作成している「スクールカウンセラーだより」を校区内の

小学校にも配布している事例もある。 

 

【事例２】家庭の貧困が原因となっている問題解決のための活用事例（⑬） 

（家族構成） 

 ・父親、母親、兄（高１）、妹（本人 中３） 

（家庭・生徒の様子） 

  ・水道料金や電気料金を滞納し、自家用車の中で生活したこともある。 



  ・父の年金や一人親手当等で生活している。家を売却して、経済的に危機的な状況は脱している。経済状況

が厳しかったのは２年ほど前。 

   ・母親の金銭感覚が乏しく、浪費癖がある。 

・兄妹ともに、不登校傾向。学校に連絡なく欠席する事がある。数日、家庭と連絡がつかないことが時々あ

る。兄は、中学校に登校していた当時、風呂に入っている様子が見られなかった。 

・妹は、自分で制服等を洗濯している。 

 ・父親は支援を受けている関係機関や学校などにクレームをつけることが多い。兄妹が学校を欠席した上、

自宅に明かりが付いていないことを心配し、学校が警察に連絡したときも、「何も悪いことをしていない

のに、なぜ警察に連絡するのか」とクレームをつけたことがあった。 

・父親は現在、施設（ショートスティ）に入所している。 

（スクールカウンセラーの関わり） 

  ・当該生徒とのカウンセリングで家庭の状況を把握。本人の了承を得て学校に情報を伝えたことが、その後

の対応に役立った。 

（関係機関の関わり） 

・スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、教育委員会、市福祉部の家庭支援員、民生児童委

員、警察署員、が連携して指導・支援してきた。その結果、経済的に危機的な状態からは脱している状態。

生徒も登校できるようになった。今後は子どもたちの自立を支援していく方向。 

 

【事例３】生徒のよりよい人間関係づくりのための活用事例（⑯） 

  ・生徒会主催の全校集会「人との関わりについて考える～居心地の良い学級づくり～」の中で、スクールカ 

ウンセラーが講話の時間を担当し、その中で「仲間さがし」というエクササイズを実施。 

・生徒の感想の中には、非言語的な活動により、生徒は言葉の大切さを改めて実感するとともに、表情・態 

度・感情などの言葉では伝えきれない部分に心を傾ける体験ができたというものがあった。 

  ・この講演会をきっかけに、学級担任の「生徒の居場所づくり」に対する意識が高まり、各学級においても 

構成的グループエンカウンターなどを実施するなどして学級経営に生かすことができた。 

  ・また、学年の行事や実情に合わせて講話会を実施した学校もあった。内容は、１年生は「スクールカウン

セラーという職業に就いたきっかけや実際に働く中で感じていること」２年生は「ネットと生活習慣」、

３年生は中学総体前に「緊張やプレッシャーと仲良く付き合うワーク」、受験前に「受験に向けてプレッ

シャーとの向き合い方」など。タイムリーに実施できたことでとても効果的であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 

・生徒や保護者、または生徒と保護者一緒の相談件数が、平成２６年度は８，２９４件であったが、平成２７

年度は８，４５１件と、１５４件増加している。各校とも生徒指導上の課題を的確にとらえ、その課題解決

の一助として、積極的にスクールカウンセラーの活用を生徒と保護者に促している結果と考える。 

・生徒等とのカウンセリングにとどまらず、事例検討会、ＰＴＡ講演会、全校集会、ケース会議等、各校にお

いて特色ある取組を実施し、不登校やいじめをはじめとする生徒の問題行動等の対応について研修を行って

いる。 

・特別な支援を要すると思われる児童生徒やその保護者に対する相談にスクールカウンセラーを早期に活用 

することにより、学校と保護者の共通理解が図りやすくなり、児童生徒にとってよりよい学習・生活環境を

整えることにつながっている。 

 

（２）今後の課題 

・スクールカウンセラーの勤務時間と関係教職員との勤務時間（時間割）との兼ね合いもあり、担任とのコン 

サルテーションの時間の確保や教職員との相談時間の確保等が課題である。 

・学校によっては希望者が多く、またカウンセリングを勧めたい生徒もいるため、カウンセラーとの時間調整 

で苦慮しているとの声もある。配置時数の増加に対する要望が多い。 



 
 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

いじめや不登校等児童生徒の問題行動への対応のため、児童生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知

識及び経験を有する者をスクールカウンセラー又はスクールカウンセラーに準ずる者として、小学校・中

学校・高等学校に派遣して、学校におけるカウンセリング機能を高める。 

 

（２）配置・採用計画上の工夫 
    義務教育では、拠点校方式（中学校を拠点校とし、近隣地域の中学校を対象校とする方式）である。ま

た、中学校が対象校になっていても、当該校や地域の実情に応じて近隣の小学校の児童との教育相談活動

を実施できる。拠点校の決定については、県内４教育事務所管内ごとに、各市町村教育委員会からの情

報を集約し、課題を抱えている優先順位の高い中学校に配置する。 

    高校教育課では、県教育委員会で特に必要があると認められる６校を最重点校として配置する。 

 

（３）配置人数・資格・主な勤務形態（重複して資格を有している場合は、①→②→③の順に整理すること。 

 ※配置人数 

   小学校     ：  ０校 

   中学校     ： ５６校 

   中等教育学校  ：  ０校 

   高等学校    ：  ６校 

   特別支援学校  ：  ０校 

   教育委員会等  ：  １箇所（県教育委員会にエリアスクールカウンセラーとして） 

 

※資格 

  （１）スクールカウンセラーについて： 

①臨床心理士  ４８人 （※①②の資格を重複して所持している人は、①の資格者として記載する。） 

②精神科医    ０人  

③大学教授等   １人 

 

  （２）スクールカウンセラーに準ずる者について 

    ①大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以

上の経験を有する者        ５人 

    ②大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、

５年以上の経験を有する者      ８人 

    ③医師で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以上の経験を有する者 

                        ０人 

 

※主な勤務形態について（配置時間等については、複数記載してもかまわない。） 

    単独校   ６高等学校   （週１日・１回４時間・２３週） 

    拠点校  ５６中学校   

    対象校 ２５３小学校     

    県教育委員会  （無配置校３校に２回ずつ、その他 緊急時に必要に応じて派遣） 

山形県教育委員会 

（週１日・１回６時間・３５週、週２日・１回３時間・３５週） 



【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 
  県全体での研修会、教育事務所ごとの研修会を設定するとともに、山形県スクールカウンセリング協会と連 

携し、支援・相談に係る資質・能力の向上を図っている。 

 
（２）研修回数（頻度） 
  県全体での研修会を年２回、教育事務所ごとの研修会を年２回開催し、希望制で参加を募っている。

この他、山形県スクールカウンセリング協会主催の研修会に参加している。 

 
（３）研修内容 
  県単独で実施している教育相談員（中学校４０校配置）と、国の補助事業によるスクールソーシャルワーカ

ー活用事業と合同の研修会を開催し、各地域における小中間の情報共有や連携強化とともに、その専門性に係

る資質・能力の向上を図っている。 

①第１回教育相談員等研修会「児童生徒理解と特別支援教育の視点に立った相談活動の在り方」 

（講師：開善塾教育相談研究所 相談部長） 

②第２回教育相談員等研修会「不登校児童生徒の支援について」（講師：ＦＲ教育臨床研究所 所長） 

③各教育事務所主催による研修会「いじめ・不登校の未然防止と早期の適切な対応について」 

 
（４）特に効果のあった研修内容 
  具体的な事例を基にした実践発表と協議・情報共有 

 
（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置   有り 
○活用方法 
県教育委員会は、スクールカウンセラーとして任命した者のうちから特に臨床経験が豊富である者をエリア

カウンセラーとして県教育委員会に置き、スクールカウンセラー全体の資質向上を図るため、必要に応じてス

クールカウンセラーに対する指導・助言（スーパーヴィジョン）を行う。 

平成２７年度実績（中学校５校・９回） 

 
（６）課題 
  ・臨床心理士としての資質向上に向けた、より専門性の高い研修機会の設定 

  ・関係諸機関との連携による支援等を行う学校内の体制づくり及びその一員としてのＳＣの対応 

   
 

  



【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
【事例１】児童虐待ための活用事例（ ④ ） 

   a 小学校４年の男子児童Ａ男は、学級でも落ち着かない生徒であり、担任も家庭の様子がどうなのか気に

なっている生徒であった。また、低学年の頃からアザのようなものが見られることが多く、学校では虐待の

可能性も視野に入れ、ケース会議や関係機関との連携もとりながら、実態把握を行ってきた。担任がＡ男か

ら家庭での様子を聞いたところ、Ａ男は母親から厳しくしかられることはあるものの、虐待であるとは判断

しきれない状況であった。 

   Ａ男の学校での様子が心配であることやアザのこともあり、母親からも話を聞き、その様子や情報をもと

に、今後のアセスメント、計画を立てていくことになった。担任から、Ａ男の学校での様子について気にな

ることがあるため、学区内の b中学校に派遣されているスクールカウンセラーと母親の相談の場面を設定し

たいと申し出た。母親は、申し出を了承し、後日カウンセリングが行われた。 

   カウンセリングの中で、母親がＡ男の家庭での様子に手を焼き、関わり方について悩んでいること等が分

かった。担任と母親の情報からＡ男にはＡＤＨＤ傾向があり、多動で、学校生活・家庭生活両方において常

に安全上の配慮が必要であることが確認された。母親の虐待の疑いはこのような状況から行き過ぎた躾があ

ったために生じたことであると考えられた。スクールカウンセラーからは落ち着かない子供に対して親とし

てどのように関わっていけばよいかの助言が与えられた。 

 このカウンセリングを通して、状況は改善された。もちろん、他機関と連携しながら、引き続き経過観察

を継続している。 

   

 

 

 

【事例２】小中連携のための活用事例（ ⑭ ） 

   小学校６年生Ｂ男は、不登校傾向が続いており、母親の精精神状態に、大きく左右される傾向にある。担

任は校長、教頭、養護教諭と相談し、同学区の中学校に配属されているスクールカウンセラーにカウンセリ

ングを要請した。 

スクールカウンセラーは中学校配置のため、自家用車での移動ができないという理由もあったが、Ｂ男は

来年度中学に進学するため、スクールカウンセラーを通して中学との橋渡しを行えればとの意図もあり、Ｂ

男と母親は中学校のカウンセリングルームで面談を行った。母親と一緒にカウンセリングを受け、Ｂ男も母

親もカウンセラーに対して、好印象を抱いたようであった。その後も何度か面談を重ねることができたが、

様子をうかがいながら、中学校の養護教諭や教頭が顔を出したりして、Ｂ男の中学校に対する抵抗感を少し

でも減らせるように心がけた。カウンセリング日誌にＡ男との面談の様子を記載し、そこから、入学に向け

てカウンセラーから見た配慮事項等を作成してもらい、次年度のクラス替えにも反映させた。 

次年度、Ｂ男は中学校に入学することになったが、養護教諭とスクールカウンセラーは、変更にならなか

ったため、Ｂ男と母親とのカウンセリング、面談を継続しながら、現在に至っている。母親も様々な悩みを

相談してすっきりして帰るため、精神状態もほぼ安定しており、Ｂ男は、たまに休むこともあるが、中一ギ

ャップもなく、登校することができている。 
 
 
 
 
 



 
【事例３】校内研修のための活用事例（ ⑮ ） 
 ・日常的な教職員へのコンサルテーションをはじめ、教職員研修においてＱ－Ｕテストの結果を読み取り、学

級集団のアセスメント方法についての研修やルールづくりにつなげるとともに、リレーションづくりのため

の教師のリーダーシップの取り方について指導を受けている学校がある。 

・中学校３年生に対するストレスマネジメントの授業実践において、スクールカウンセラーに指導補助等をお

願いしている。 

 ・発達障害を抱える生徒への感情表現や場面対応等に向けて、ソーシャルスキルトレーニング実施の指導・助

言を得ている。このことと、定期的なカウンセリングをリンクさせ、中長期的な対応・支援の計画づくりに

つなげている。 

 ・交通事故やいじめ等の緊急事案派生の際の、教員体制の在り方、子どもたちへの接し方について指導を受け

ている学校がある。 

 

 
【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 

  ・県教育委員会の調査によると、県内の小中学校において、スクールカウンセラーと学校が支援を行い改善

が見られた事例の割合は、以下のとおりである。 

    ① いじめ・暴力行為・その他の問題行動について〔８０．２％〕 

    ② 不登校について〔年間３０日以上の欠席：５０．６％、年間３０日未満の欠席８０．０％〕 

    以上の数値により問題行動等については、スクールカウンセラーによる児童生徒へのカウンセリングに

基づいたアセスメントをベースに、組織的・計画的な対応を実施することで改善につながることがわかる。

また、不登校については、年間３０日未満の「初期段階」の支援が極めて有効であるという結果が出てい

る。 

   ①、②ともに昨年度の数値よりも高く、改善率が上がっている。 

  ・学校側で、スクールカウンセラーと協働で問題解決にあたっていこうとする雰囲気が高まっている。スク

ールカウンセラーの役割が明確になってきている学校が増えてきている。 

 
（２）今後の課題 

  ① 臨床心理士の資格を持つ人材が、県内には限られた人数しかいない。県スクールカウンセリング協会（県

臨床心理士会）とも連携の上、適切な人材確保を行っていくことが課題である。地域的な格差もあり、人

材が足りない地域へ、他の地域から遠距離通勤でお願いしていたり、いくつかの学校を掛け持ちで補った

りしている実情もある。 

  ② 国の１／３の補助事業を活用しているが、県の財政当局には人件費の上乗せは不可能である旨を申し渡

されている。平成２８年度は中学校の総数９８校（分校を除く）のうち、拠点校として配置している中学

校は５６校にとどまっているが、全校配置に拡充するだけの財源が確保できない。 

  ③ 現在、義務教育の配置校には一日６時間、週１回（年間３５週）を上限に派遣しているが、近隣の公立

小中学校からの要望もあり、その全てを配置校で活用できない状況にある。スクールカウンセラーの全校配

置と同時に、勤務形態の増加が課題である。 

 

 



 
 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

不登校、いじめ、暴力、高校の中途退学など、児童生徒の問題行動が多様化・深刻化する状況を踏ま

え、スクールカウンセラー等の配置により、教育相談体制の充実を図り、問題行動の未然防止と早期解

決を図る。 

また、東日本大震災による被災地域の学校及び避難している児童・生徒を受け入れている学校等の児

童・生徒等の心のケア、教職員・保護者等への助言・援助、医療機関等関係機関との連絡調整等を行い、

児童生徒がＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）等にならないように心の回復を支援することを目的と

する。    
（２）配置計画上の工夫 
   県教育委員会は、学校の実態及び被災地域の学校や避難している児童・生徒の受入状況、公立学校 

からの派遣要請等を踏まえて派遣計画を立案し、中学校・高等学校及び小学校に対して、スクールカ 

ウンセラーを配置している。 

また、中学校に派遣されたスクールカウンセラーは、派遣中学校区内で、スクールカウンセラーが 

未配置の小学校についても同様の職務を行い、義務教育の児童生徒全体をカバーするよう配慮してい 

る。   

（３）配置人数・資格・勤務形態（重複して資格を有している場合は、①→②→③の順に整理すること。） 
  【配置人数】 

  小学校     ：１１６校 

   中学校     ：２２０校 

   高等学校    ： ９４校 

   特別支援学校  ：  ２校 

【資格】 

   ◯スクールカウンセラーについて 

①臨床心理士    １２８人 

②精神科医       ０人 

③大学教授等      ５人 

   ◯スクールカウンセラーに準ずる者について 

    ①大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１

年以上の経験を有する者         ２８人 

    ②大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務につい

て、５年以上の経験を有する者      ４１人 

    ③医師で心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について１年以上の経験を有する者 

                          ０人 

【勤務形態】 

    単独校配置    小学校   １１６校 （週１日・１回６時間） 

             中学校    ８９校 （週１日・１回６～１２時間） 

             高等学校   ９４校 （週１日・１回４～６時間） 

             特別支援学校  ２校 （週１日・１回６時間） 

拠点校配置    中学校   １３１校 （週 1日・１回６時間） 

福島県教育委員会 



【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 
  ①スクールカウンセラー新卒者対応研修会 

  ②域別スクールカウンセラー等研修会（６地区） 

  ③福島県スクールカウンセラー合同研修会（県臨床心理士会 主催） 

  ④教育相談担当者研修会 

  ⑤各種生徒指導関係研修会等のスクールカウンセラーへの案内  

（２）研修回数（頻度） 
  ①スクールカウンセラー新卒者対応研修会     年３回 

  ②域別スクールカウンセラー等研修会（６地区）   年１回 

  ③福島県スクールカウンセラー合同研修会（県臨床心理士会 主催） 年１回 

  ④教育相談担当者研修会（６地区）        年１回 

  ⑤各種生徒指導関係の講演会のスクールカウンセラーへの案内  その都度   
（３）研修内容 
  ①スクールカウンセラー新卒者対応研修会 

    緊急スクールカウンセラー等派遣事業において、県内の公立小・中・高等学校に配置された大学

院等新卒、または今年度から新たにスクールカウンセラーとして勤務している者等を対象に、講義、

講話、研究協議、事例研究、情報交換等の専門的な研修会を開催することで、スクールカウンセラ

ーとしての資質向上を図る。 

・ 各地区の経験豊かなリーダー的存在のスクールカウンセラーによる講義・講話  

     ・ テーマを設定しての研究協議及び情報交換、事例研究                         

     ・ スクールカウンセラー等との個別懇談  

   ②域別スクールカウンセラー等研修会（６地区） 

       緊急スクールカウンセラー等派遣事業において県内の公立小・中・高等学校に配置されたスクール

カウンセラー等を対象にして、教育事務所ごとに講義、講話、研究協議、事例研究、情報交換等の専

門的な研修会を開催することで、スクールカウンセラー等の資質向上を図る。  

・ 福島大学子どものメンタルヘルス推進室の講演  

・ 各地区の経験豊かなリーダー的存在のスクールカウンセラーによる講義・講話 

    ・ 教育事務所の担当指導主事等による講義・講話 

    ・ テーマを設定しての研究協議及び情報交換、事例研究 

    ・  スクールカウンセラー等との個別懇談 など 
  ③福島県スクールカウンセラー合同研修会（県臨床心理士会 主催） 

        震災・原発事故を契機に児童生徒の心のケアを図ることが急務となり、準スクールカウンセラー

の比率が増加した。以前は臨床心理士を対象とした県臨床心理士会スクールカウセリング委員会が

主催する研修会に、会員以外の準スクールカウンセラーも参加可能とし、より専門性を高めること

ができる機会を設定した。 

   ・県の指導主事から生徒指導、心のケア等の取組状況の講演 

   ・事例研究 

   ・域別の情報交換  

  ④教育相談担当者研修会（６地区） 

スクールカウンセラーの有効活用を通して、不登校児童生徒等への組織的な対応を目指した研修

及び、いじめ問題・発達障がい・児童虐待等、今日的な課題に対応する研修を実施することにより、



教育相談担当者等の資質向上を図る。 

   ・東日本大震災で被災した子どもの心のケア及び不登校問題等に対応するため、学校内での教育相

談指導体制の充実についての研修 

   ・児童生徒への組織的な対応を目指した研修及びいじめ・発達障がい・児童虐待等今日的な課題に

ついての研修 

   ※①の研修会と合同で開催する等して、スクールカウンセラーと教職員との連携強化を図る機会と

している。  

  ⑤各種生徒指導関係研修会等のスクールカウンセラーへの案内  
    県教育委員会が主催、講演する生徒指導や心のケア関連の講演会等の案会をスクールカウンセラ

ーにも周知し、課題となっている教育問題や学校の取組について理解を深めることができるよう配

慮している。 

（４）特に効果のあった研修内容 
  ②域別スクールカウンセラー研修会（６地区） 

    福島大学子どものメンタルヘルス支援事業推進室との連携し、震災後の子どもと親のメンタルヘ

ルスに着目した支援の在り方について指導助言を受けた。地元の大学と、スクールカウンセラーと

が今後の連携を深めて行く上でも有意義であった。 

 ③福島県スクールカウンセラー合同研修会（県臨床心理士会 主催） 

    準カウンセラーは行政で実施する研修会以外で、地域のスクールカウンセラーと情報交換する機

会が持てない状況にある。特に専門性の高い臨床心理士と一緒に、研修を行える機会は有意義で、

横の連携の強化につながっている。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ＳＶの設置 

 無 

○活用方法 

   無 

（６）課題 
       震災・原発事故以降から６年目を迎えているが、様々な要因が複雑に絡み合った児童生徒の問題

行動（特に不登校）が発生している。児童生徒のみならずストレスを抱えた保護者の支援も含めた

取組が今後益々重要になってくる。その為にも、スクールカウンセラーとスクールソーシャルワー

カーとの効果的な連携の在り方や、行政機関や学校での適切なコーディネート力を向上させる研修

体制の構築が課題となっている。 

【３】スクールカウンセラー等の活用事例   

【事例１】新たな不登校徒を出さないための活用事例（①不登校） 

中学校において、組織的な対応にスクールカウンセラーを位置づけ、チームによって不登校の未然防止を図

った。スクールカウンセラーと教員が「新たな不登校を出さない」との共通認識を持って対応したことにより、

不登校の出現率を低下させることができた。 

（１）スクールカウンセラーと校内組織の連携 

スクールカウンセラーの出勤日に生徒指導部会、不登校対策委員会を位置づけ不登校生徒へ   

の支援について協議した。また、スクールカウンセラーと教職員の面談を位置づけ、互いの顔が見

える体制を整えた。 

（２）不登校になりがちな時期への対応 

    中学校における不適応がおきがちな時期をピックアップし、教職員が意識して生徒観察をし、   



声かけやチャンス相談を行ってきた。 

（３）初期不登校傾向生徒の把握の工夫 

    欠席、遅刻、早退を担任以外も把握できるよう出欠確認を工夫し、学年・学校全体で不登校傾向

の生徒の把握に努めた。また、小学校からの引き継ぎで年１０日以上の欠席がある生徒についてス

クールカウンセラーとも情報を共有し、入学後の状況を観察するとともに、意図的な対話を持った。 

（４）横の連携 

    養護教諭、生徒指導主事がコーディネーターとなって、遅刻、早退、出席などの記録から心配と

思われる生徒のカウセリングについて学年主任と協議した。各担任から該当生徒の関わりを強化さ

せるとともに、不適応傾向の素因や誘因が見えない場合などについてスクールカウンセラーのカウ

ンセリングを実施した。   

（５）コンサルテーションの充実 

    カウンセリング日には、該当生徒の学年主任、担任及び養護教諭、生徒指導主事が参加しス   

クールカウンセラーを交えて、今後の支援の方向性について協議した。それぞれの立場から生   

徒にとってより効果的で実行性のある関わり方、また、保護者へのアプローチの仕方などにつ   

いて意見を交わした。 

【事例２】中学校配置ＳＣが未配置校小学校と連携した活用事例（⑭小中連携） 
本県では震災・原発事故以降、中学校にスクールカウンセラーを全校配置している。小学校について 

は、避難した児童生徒が多く在籍する学校へ配置しているが、半数以上が未配置校となっている。小学

校の面談の需要については、学区の中学校に配置されているスクールカウンセラーを活用する体制を整

えている。小学校への心理的支援が充実できれば、やがては中学校へ入学する児童であることから、生

徒指導上の諸問題に対して早期対応が図られた。 

（１）小・中学校の教員が、今後の連携の在り方などについて協議会を実施、その際、小学校の教職員に

もＳＣを紹介している。また、小学校の学校だよりにスクールカウンセラーの紹介と相談申し込みの

手続きについて記載した。 

（２）スクールカウンセラーが小学校の授業観察等を実施し、行動面で気になる児童について担任や保護

と面談を実施している。 

（３）２つの小学校は中学校から距離的に近いことから、小学校にも面談室を準備し、保護者や児童の状 

況に応じ、カウンセラーが移動し、相談業務を実施している。（中学校での相談も可） 

（４）定期的に小中の養護教諭が集まり、ケースについて情報交換し、兄弟関係で問題を抱えている保護 

者への支援状況等について共通理解を図った。 

（５）スクールカウンセラーのコーディネートについては、中学校の教頭が行い、連絡調整を行うことに 

より、学区内の教育相談体制の充実が図られた。 

【事例３】校内研修会での活用事例（⑮校内研修） 

中学校において、教員を対象としたカウンセリング研修を実施した。当該校では、生徒指導上の問題

として「不登校」「良好な人間関係が構築できない」をあげている。その要因として、複雑な家庭環境、

生育歴、小学校１校のみの入学による人間関係の固定化等、多様であることから対応に苦慮する場面が

多い。研修会では次にあげることについて講義を受けた。 

（１）個別ケースにおけるアセスメントについて 

（２）アセスメントにもとづいた支援の在り方について（家庭、関係機関との関わりも含めて） 

（３）個別面談時のカウンセリング技術について（助言と受容の関係等） 

 研修を通して、対象生徒に対する支援を共通理解のもと行うことができるようになった。その結果、対

象生徒の精神的安定につながり、欠席も減少した。不適応をおこす場面が多く減少している。 



【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 

スクールカウンセラーの配置校全てにおいて、活用状況とその効果についてアンケート調査を実施 

している。学校とスクールカウンセラーの共通理解、情報共有、信頼関係等の設問項目に対しては、

「そう思う」「どちらかといえばそう思う」の割合は９７％以上となっている。震災により配置校数

が急激に拡大したことに対応するために、スクールカウンセラー活用についてまとめたリーフを配付

し、効果的な活用を図るための啓発活動や、全小・中・高等学校を対象とした教育相談担当者協議会

を悉皆研修として開催し、校内での効果的なコーディネートの事例発表等を行ったことにより、学校

内でのスクールカウンセラーの位置づけや活用について理解が図られてきたと思われる。また、スク

ールカウンセラーの活用が図られ、効果を上げているとの設問には「そう思う」「どちらかといえば

そう思う」の割合は９７％であり、スクールカウンセラーの活用によって、成果が見られた内容とし

て、不登校の減少４７．６％、震災、原発事故関係の心のケア２５．５％、いじめの減少１３．６％

等が上げられている。震災・原発事故以降の問題行動調査のデータをみると不登校の増加傾向は改善

されていない。世界でも類をみない原発事故により、未だにふるさとに戻れずに、家族とともに不安

定な生活を余儀なくされた児童生徒、及び県内全域の児童生徒にとって、スクールカウンセラーの配

置は本県の学校教育における生徒指導の充実に寄与している。 

（２）今後の課題 

   震災・原発事故から６年目を迎え、避難生活の長期化や風評被害、貧困、放射線の影響への心配等、

様々な要因が複雑に絡み合った問題行動事案も多く見られるようになってきている。また、スマートフ

ォン等の普及にともないＳＮＳ等におけるいじめ事案などの発生も見られている。今後、カウンセラー

の資質向上を図る研修の工夫改善はもとより、スクールカウンセラーが児童生徒の置かれている現状を

より理解できるような情報提供が必要と考えられる。特にネット環境における様々な問題事案について

理解を深める機会を設定していきたい。また、問題行動の背景が複雑化する中、スクールソーシャルワ

ーカーとスクールカウンセラーの連携が効果的に図られるよう、学校ばかりではなく各教育事務所の担

当指導主事のコーデネート力の向上を図ることも課題となっている。本県は県外カウンセラーの割合が

大きいことから、適切に医療につなげたり、相談者のニーズにあった地域資源の活用が図られるよう、

情報提供や県内カウンセラーとの横の連携充実ができるような研修や連絡体制を整えることも必要と

考える。 



 
 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

   暴力行為，いじめ，不登校等の児童生徒における問題行動等の未然防止，早期発見及び早期解決を図るた

め，公立小・中学校等にカウンセリングに関し高度で専門的な知識，経験を有するスクールカウンセラーを

配置し，教育相談体制を充実させる。 

   スクールカウンセラー配置校においては，学校の特色，児童生徒の実態に応じた課題を設定し，スクール

カウンセラーの有効かつ円滑な活用についての調査研究を行うものとする。 

 

（２）配置計画上の工夫 

   より有効なスクールカウンセラーの活用を図るため，各学校の実態等を踏まえ，単独校，拠点校，対象校

に分類し，配置している。中学校１校を単独校または拠点校とし，拠点校の近隣地域の他の学校１校または

２校を対象校としている。 

 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

  ① 配置人数について 

    小学校    ： １３０校 

    中学校    ： ２２１校 

    中等教育学校 ：   ２校 

    高等学校   ：  ２６校 

 

  ② 資格について 

  （ア）スクールカウンセラーについて 

    ・臨床心理士 ： ７４人 

    ・大学教授等 ：  ４人   

 

  （イ）スクールカウンセラーに準ずる者について 

    ・大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以

上の経験を有する者    ： １７人 

    ・大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、

５年以上の経験を有する者 ： １５人 

 

③ 勤務形態について 

    ・単独校  中学校     ５校（週１日・１回７時間） 

    ・拠点校   中学校   １２６校（月２日・１回７時間） 

          高等学校   １４校（年３２回・１回４時間） 

    ・対象校  中学校    ９０校（月２日・１回７時間） 

          小学校    ７４校（月１～２回・１回７時間） 

          中等教育学校  ２校（年３２回・１回４時間） 

          高等学校   １２校（年３２回・１回４時間） 

    ・派遣型校 小学校    ５６校（年３回・１回３時間） 

茨城県教育委員会 



 
【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 
   全スクールカウンセラー 

 
（２）研修回数（頻度） 
   年１回 

 
（３）研修内容 
   「スクールカウンセラー配置事業に係る連絡協議会」において，「前年度の成果と課題」について

協議 

 
（４）特に効果のあった研修内容 
   授業プログラムについての具体的な取組に関する情報交換・改善に向けた協議 

 
（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

ＳＶの設置 ： 無 

 
（６）課題 
   年度初めに「スクールカウンセラー配置事業に係る連絡協議会」の中で研修を実施しているところ

だが，年度途中において改善を図ることができるよう体制の見直しが必要である。 

  



【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
【事例１】不登校解消のための活用事例（①） 
 ［概要］ 
   Ａ中学校は不登校生徒が各学級におり，校内における生徒指導体制により学校全体で支援にあたる一方

で，スクールカウンセラーを積極的に活用し，一つ一つの不登校事案に対応した。 

 ［経過・対応等］ 
  ・スクールカウンセラーが，面談とおして不登校生徒やその保護者と十分なかかわり合いをもつことにより，

当該生徒の心情や学校・家庭での状況把握をより適切に行った。 

  ・学級担任や学年職員は，学年会においてスクールカウンセラー同席のもとケース会議を実施し，当該生徒

や保護者への対応について，スクールカウンセラーから細かな助言を受けた。 

  ・生徒一人一人についての理解と対応方法及び学級集団の状態と今後の学級経営の方針を把握することがで

きるアンケートについて，効果的な活用に向けて具体的な助言を受けた。 

 ［結果］ 
  ・学級担任や学年職員は，一人一人の不登校生徒及びその保護者に対して，スクールカウンセラーの助言を

得ながら，適切に対応することができた。 

  ・スクールカウンセラーとかかわりをもった多くの生徒が，登校できたり，進学等への意欲を高めたりする

ことができた。 

  ・特に，スクールカウンセラーが，保護者にとっての精神的な支えとなる事例が多かった。 

 
【事例２】小中連携のもと問題行動の未然防止及び早期発見・早期対応を図るための活用事例（⑭） 
 ［概要］ 
   Ｂ中学校区において，スクールカウンセラーがファシリテーターとなり，小中ＰＴＡと教員による生徒指

導に係る合同研修会を実施した。 

 ［経過・対応等］ 
  ・夏季休業中，中学校を会場として実施した。 

  ・人間関係づくりに役立つ構成的グループエンカウンターを行った後，いじめ未然防止のための授業づく

り・集団づくりについての研修を行った。 

［結果］ 
・スクールカウンセラーがファシリテーターとなり，学校と保護者が，それぞれの思いを自然に伝え合うこ

とができた。様々な意見のやり取りの中で，教職員自身に気付きや自発的な発見があった。 

・グループエンカウンターを行うことにより，それぞれが，かかわり合いを持つことができ，その後も情報

共有，情報交換がスムーズにできるようになった。 

  ・小中合同で実施したことにより，多様な質問が数多くあり，小中学校それぞれの教職員が視野を広げるこ

とにつながった。 

 
【事例３】適切な生徒理解のための活用事例（⑯） 
 ［概要］ 

Ｃ中学校では，スクールカウンセラーと養護教諭，生徒指導主事が共同で学級活動（構成的グループエン

カウンター）の指導案を作成し，１学年の学級を対象に授業を実施した。 

 ［経過・対応等］ 
  ・スクールカウンセラーと養護教諭がファシリテーターとなり，学級担任と協力して授業を進めた。 

  ・生徒は５名ずつのグループに分かれ，構成的グループエンカウンター『人間コピー』に取り組んだ。生徒

たちは互いに協力しながら作業を進めた。スクールカウンセラーと養護教諭，学級担任は生徒の様子を丁

寧に見取りながら，声掛けをした。 

・生徒たちはグループ内や学級全体でシェアリングを行い，最後にスクールカウンセラーが補説を行った。 

 ［結果］ 
・生徒たちは協力しながら作業を進め，互いに頑張りやよさを認め合うことができた。 

・生徒同士の人間関係だけでなく，生徒とスクールカウンセラーや養護教諭との人間関係づくりが促進され

問題行動の未然防止と相談体制の充実が図られたと考えられる。 
 



【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 
○ 平成 27 年度スクールカウンセラー関係事業に係る調査（ＳＣ対象・学校対象）結果［抜粋］ 

№ 対象 設問 調査結果 

１ 学校 ＳＣを活用した校内研修の回数 平均 4.4回 

２ 学校 ＳＣを活用した授業プログラムの回数 平均 2.2回 

３ 学校 ＳＣが生徒指導部会，教育相談部会に参加 参加:43.3% 不参加:56.7% 

４ 学校 ＳＣによる教職員への支援や助言

（校内研修を含む。）の状況 

とてもよい よい やや努力を要する 努力を要する 

69.2% 26.9% 3.6% 0.4% 

５ 学校 ＳＣへの年間相談件数に占める不

登校に関する相談割合 

10%未満 20%未満 30%未満 40%未満 50%未満 50%以上 

26.7% 18.2% 11.3% 8.1% 7.7% 27.9% 

６ 学校 ＳＣへの不登校に関する相談のう

ち状況が好転した割合 

10%未満 20%未満 30%未満 40%未満 50%未満 50%以上 

31.0% 13.6% 16.5% 3.7% 7.6% 27.3% 
 

十分できている。 
部分的にはできて
いるが要検討課題 

できていない。早急
な検討課題 

できていない。実施
が難しい。 

７ ＳＣ 児童生徒・保護者等の客観的な情報について，学校からＳＣへの伝

達 

66.9% 29.0% 2.3% 0.7% 

８ ＳＣ 不登校対策支援委員会へのＳＣの参加 11.7% 26.4% 32.1% 29.8% 

９ ＳＣ ＳＣが対応可能な反社会的問題がある児童生徒へのＳＣの活用 36.0% 39.9% 20.2% 3.9% 

10 ＳＣ 養護教諭によるＳＣとの情報交換・相談等 74.0% 20.9% 3.5% 1.6% 

 
   ・学校は，効果的な相談に向け，相談者に関する客観的な情報をスクールカウンセラーに伝えることがで 

きている。 

・スクールカウンセラー活用に向けた校内体制が整備された学校では，スクールカウンセラーと教職員と

の協力体制等により，情報交換や対応がより丁寧にできるようになった。 

・その結果，不登校の状況が好転している割合が高い。 

・発達障害及びその疑いのある児童生徒への対応において，スクールカウンセラーの専門的な助言が有効

であった。 

・構成的グループエンカウンターの活用について,スクールカウンセラーの専門的な助言が有効であった。 

 
 
（２）今後の課題 

  ・スクールカウンセラー活用に向けた校内体制の整備状況について，学校間の格差が大きい。今後，

校内体制の整備が進んだ好事例を一層周知していく必要がある。 

・特にスクールカウンセラーを活用した授業プログラムの実施について，学校間・教員間の意識の

差が大きい。問題行動等の未然防止に向けて，スクールカウンセラーと連携した授業プログラム

実施が有効であることを改めて周知徹底していく必要がある。 

 



 
 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

○ 児童生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識及び経験を有する者をスクールカウンセラー又はスクー

ルカウンセラーに準ずる者として公立の小学校、中学校、高等学校に配置し、学校の教育相談体制の充実を

図るとともに、スクールカウンセラー等の活用、その効果等に関する実践的な調査研究を行い、児童生徒の

問題行動等の解決に資する。また、本事業をより円滑に実施するため、スーパーバイザー制度を取り入れ、

学校及びスクールカウンセラー等への支援を行う。 

 

（２）配置・採用計画上の工夫 

○ 小学校における相談要望の増加やスクールカウンセラーを幅広く活用する観点から、拠点校方式（中－中配

置及び中－小配置）による配置を基本としている。問題行動等の発生率の高い８学級以上の中学校への配置を

平成 25 年度までに完了した。平成 26年度から、スクールカウンセラーの配置率の低い地区の中学校に新たに

スクールカウンセラーを配置するとともに、スクールカウンセラーの配置されていない小学校や高等学校への

緊急時の対応や相談体制の支援等を行うために、各教育事務所管内にスーパーバイザーを１名ずつ配置した。 

 

（３）配置人数・資格・主な勤務形態（重複して資格を有している場合は、①→②→③の順に整理すること。 

○配置人数（拠点校方式及び２校兼務の者もいることから、配置校数で計上） 

  小学校   ：２６２校（うち対象校２６２校） 

  中学校   ：１４８校（うち対象校 ２３校） 

 高等学校  ： １４校（うち対象校  ８校） 

○資格 

  １） スクールカウンセラーについて 

    ① 財団法人日本臨床心理士資格認定協会の認定に係る臨床心理士 

  ② 精神科医 

③ 児童生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識及び経験を有し、学校教育法第１条に規定   

する大学の学長、副学長、教授、准教授又は講師（常時勤務をする者に限る）の職にある者 

① 臨床心理士 ６４名 

② 精神科医   ０名 

③ 大学教授等  ７名 

  ２）スクールカウンセラーに準ずる者について 

① 大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年

以上の経験を有する者 

② 大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務につい

て、５年以上の経験を有する者 

③ 医師で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以上の経験を有する者 

①  ７名 

② ２８名 

③  ０名 

 

○ 勤務形態について 

栃木県教育委員会 



  拠点校１２５中学校       ： 週１回７時間４５分または週２回各４時間 

  対象校２６２小学校、２３中学校 ： 月１回７時間４５分または月２回各４時間 

  拠点校  ５高等学校      ： ２週に１回７時間４５分または週１回４時間 

  対象校  ８高等学校 

  単独校  １高等学校      ： 週 1回 7 時間４５分を年間４０週（３部制の高等学校のため） 

【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 
（２）研修回数（頻度） 
（３）研修内容 
（４）特に効果のあった研修内容 
 
 
 
 
 
 
 
（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ＳＶの設置  有り 
○活用方法 
  ・重大な学校事故等への対応 

  ・臨床心理的訓練を必要とする者への援助 

  ・学校の教育相談体制への助言及び支援 

  ・学校への総合的援助（いじめの防止対策推進法における教育相談体制整備等を含む) 

 ・スクールカウンセラー等への適切な指導･援助 
 
（６）課題 
○ スクールカウンセラーの配置拡充に当たり、スクールカウンセラー等の資質の維持・向上を一層図る

事が求められるため、研修の機会を確保していくことが必要である。 

○ 県全体の研修会だけでなく、各地区のスーパーバイザーを活用した小規模ながら確実に実施可能な研

修会の在り方も模索する必要がある。 

  

※ 県教育委員会主催での研修会は実施して

おらず、県臨床心理士会が実施する研修会へ

の参加を周知している。また、県のＳＣ担当

者も年２回の研修会に参加して講話を実施

したり、年に２度、臨床心理士会と県教育委

員会とで共通理解を図るための打合せを設

けたりしている。 



【３】スクールカウンセラー等の活用事例 
【事例１】学校不適応児童への対応についてのコンサルテーションの活用事例（⑦⑧⑨） 

○ ５年男子児童は３年生の時から学校生活に不適応を起こし、別室登校を続けていた。４年生では母子ともに

市の相談室を利用してカウンセリングを受けていたが、相談員が退職したことにより、担当のスクールカウ

ンセラーが関わることとなった。 

  不適応の原因は本人の性格的なものであるが、両親はそれを認めず厳しく叱責することが多く、改善が見ら

れないでいた。 

  そこで、スクールカウンセラーが本人及び保護者に対してカウンセリングを行うとともに、教員にコンサル

テーションを行い、保護者に対して子どもに働きかける具体的な手立てを示すことや、関係機関と連携を図

っていくことを助言した。 

 

【事例２】不登校生徒および保護者への対応事例（①⑩⑪） 

○ 中学３年女子生徒が、５月下旬から不登校状態となった。学校としては改善に向けて取り組んでいたが、保

護者は学校の指導内容に批判的であり、協力が得られないでいた。 

  そこで、担任と保護者との面談の際にスクールカウンセラーが同席し、保護者の意見に傾聴するとともに、

発達障害に対する見解と対応の手立てを客観的な立場から助言した。また、面談後は担任にコンサルテーシ

ョンを行い、生徒への関わり方や保護者との連携の仕方について助言をした。 

  保護者の意見を傾聴したことにより、保護者の学校に対する抵抗感の緩和が図られた。また専門的な見地か

ら具体的な対応の手立てを提供し、教員が実践したことで、課題の改善に向けて学校と家庭が協力するよう

な意識が高まった。 
 
【事例３】ＰＴＡ研修会における活用事例（⑮） 

○ 保護者、教職員を対象に「子どもの発達と親の役割」、「母性と父性の関係や世代間伝達」、「チーム社会

の考え方」、「子どもを取り巻くネット環境」などについて具体的な事例を紹介した講話を行った。 

 参加者からは、「専門的な内容を分かりやすい言葉で伝えていただき、理解が深まった」、「子どもへの接

し方の不安が解消された」など、肯定的な感想が出されていた。 
【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 

 ○ 不登校や集団不適応、問題行動等の児童生徒及び保護者へのカウンセリングにより、親子の精神的安定が

図れ、問題の早期解決につながった。 

 ○ カウンセラーのコンサルテーションや研修会により、教師の生徒理解や相談技能が向上した。 

 ○ 担任が児童生徒の問題行動について気軽にカウンセラーに助言を受けることにより、問題やその背景につ

いての理解が深まり、自信をもって指導できるようになった。 

○ 学校だけでは対応が困難であるケースについても、医療機関等につなぐことで、学校・医療機関・ＳＣが

連携して対応し、改善することができた。 

 
（２）今後の課題 

○ 教育相談体制の充実に資する研修と児童生徒への相談時間の確保の調整・両立が難しい。 

○ スクールカウンセラーと全教職員との連携が十分に図られていない学校も見られる。 

○ 学校におけるスクールカウンセラーコーディネーターの技量により、活用に差が見られる。 

○ 対象校への勤務時数に偏りが見られ、ＳＣを効果的に活用できない。 



 

 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

   学校の教育相談機能の充実やいじめ・不登校等に関する相談対応の充実、さらに家庭環境等の問題を抱え

る児童生徒への支援の充実のために、公立の小・中学校、高等学校、中等教育学校に専門的な知識・経験を

有するスクールカウンセラー等を配置している。 

 

（２）配置計画上の工夫 

   公立の小・中学校、高等学校、中等教育学校に全校配置しているため、学校の規模や不登校の人数等によ

り、スクールカウンセラー等の勤務形態を変えて配置している。 

   できる限り中学校区の小中学校に同じスクールカウンセラー等を配置し、小中学校の連携をとりやすくし

ている。 

 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

  小学校     ：３１５校 

  中学校     ：１６２校 

  中等教育学校  ：  ２校 

  高等学校    ： ６３校 

  ①スクールカウンセラーについて 

○臨床心理士   ７７人  

○大学教授等    ６人 

 

  ②スクールカウンセラーに準ずる者について 

    ○大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以

上の経験を有する者       ２２人 

    ○大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、

５年以上の経験を有する者   ５４人 

 

  ③配置校数（単独校） 

         小学校   （毎週１回６時間） ３９校 

               （隔週１回６時間）１２９校 

               （３週１回６時間）１４７校 

         中学校   （毎週１回６時間）１０４校 

               （隔週１回６時間） ４８校 

               （３週１回６時間） １０校 

         中等教育学校（毎週１回６時間）  ２校 

         高等学校  （毎月４回７時間）  ２校 

               （毎月４回６時間）  ９校 

               （毎月３回６時間） １４校 

               （毎月２回６時間） ２４校 

               （毎月１回６時間） １４校 

群馬県教育委員会 



 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

  ○学校教職員の相談技能の向上を支援する。 

・スクールカウンセラー等は、教育相談の専門家として、悩みや不安の解消の糸口を助言する。 

    ・児童生徒の指導は学校が責任を持つ。 

   ○学校の実態に応じた弾力的配置及び運用 

   ・スクールカウンセラー等の勤務は、時間的制限があるので、学校が業務内容を焦点化する。 

   ・県費配置の生徒指導担当嘱託員、市町村費で配置の相談員等と役割を明確にして相談体制の構築を図

っていく。 

   ○周知方法について 

   ・管理主監・主任指導主事会議、指導主事会議や小・中学校スクールカウンセラー担当者連絡協議会等

で、スクールカウンセラー等の活用方法や業務内容について説明を行う。 
 
【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

   ○スクールカウンセラー等 

（２）研修回数（頻度） 

   ○年１回 ※別途年度末に、「スクールカウンセラー等事業説明会」を実施 

（３）研修内容 

   ○スクールカウンセラー等活用事業の実績と業務に関わる留意事項について 

   ○本県の問題行動等の現状とスクールカウンセラーとのかかわりについて 

   ○自殺予防教育へのスクールカウンセラーのかかわり方 

   ○学校の不登校対策の充実に向けたスクールカウンセラーの取組 

（４）特に効果のあった研修内容 

   ○本県の問題行動等の現状等を踏まえて学校でのスクールカウンセラーの役割を確認できた。 

○各学校の自殺予防教育の充実にスクールカウンセラーがどのようにかかわれるのかについて、ス

ーパーバイザーが経験を踏まえて行った講義は、とても有意義なものであった。 

   ○各校に一人配置であるスクールカウンセラーは、業務に関わる情報交換をすることが少ないため、

他校のスクールカウンセラー等と意見交換や情報交換をすることは、業務の充実と資質向上に効

果的であった。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置   県内５教育事務所に、各１名ずつ配置 

         年間３５回 １日６時間（年間２１０時間） 

○活用方法    各教育事務所管内の新規任用スクールカウンセラー等への指導・助言 

         各教育事務所管内の深刻な問題行動や対応困難な事例が生じた場合の支援 

（６）課題 

   ○平成２７年度のスクールカウンセラー等の研修会は、配置されている教育事務所が主催し、資質

向上を主な目的として実施（年１回）した。しかし、本活用事業の目的の周知や本県が抱えてい

る課題解決に向けて共通理解を図ることの重要性を考えると、全スクールカウンセラー対象の連

絡協議会の実施を検討する必要がある。 

 



【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
 

【事例１】発達障害をもつ児童の集団適応のための活用（⑤、⑪） 

  Ａ男（小３）は、友だちとのトラブル、忘れ物、ケアレスミス等を頻繁に起こし、虚言と思われる発言も多

い。保護者は、Ａ男がＡＤＨＤと診断されていることを受け入れているが深刻さがない。担任は、何らかの対

応が必要であると考え、スクールカウンセラーに対応依頼をしてきた。 

  スクールカウンセラーが本児の教室での観察と面談の後、保護者と面談した。保護者は、本児の行動や言動

を把握して対応しているが、担任に心配事を相談するに至っていない状況であったので、スクールカウンセラ

ーが担任に保護者の様子や心配事を説明した。また、スクールカウンセラーが、保護者の希望を受け、Ａ男の

短時間面談を継続すること、家庭と学校が連携してＡ男を支援していくことを確認した。 

  短期目標は、管理職がＡ男の行動抑制ができる存在になること、長期目標は、Ａ男が周囲の児童から疎まれ

ることなく成長することを設定し、学校全体で見守る体制の構築に教職員とスクールカウンセラーが協働で取

り組んだ。 

 

 

【事例２】保護者の理解を得て医療機関と連携するための活用事例（⑦、⑨） 

   Ｂ子（高２）は、体調が安定せず、不安が強く夜眠れないこと等に悩み、心療内科の受診をしたいと考えて

いたが、家族に伝えられずにいた。そのため、Ｂ子は学校でスクールカウンセラーに相談した。スクールカウ

ンセラーはＢ子の症状や心理状態をＢ子と一緒に検討して、受診が望ましいと考えた。スクールカウンセラー

は教育相談担当者にこのことを伝え、学校から保護者に連絡し、Ｂ子の様子や希望を伝えた。保護者はＢ子が

受診することに同意し、一緒に病院に行った。服薬等の治療を経て、Ｂ子の身体の症状は徐々に落ち着き、今

後は身体症状に関わる治療は医療機関で、カウンセリングは主に学校で行い、不安の軽減を図ることになった。 

 

 

【事例３】新たな不登校生徒を出さないための活用事例（①、⑤、⑯） 

 ○中学１年生対象のグループ面接 

   生徒に事前に簡単なアンケートを記入してもらい、５、６人の生徒と昼休みと放課後を使い面談をした。

スクールカウンセラーが、生徒にとって身近な相談者であることを知ってもらうことで、悩み事を相談しや

すい関係づくりを行った。面談前後に教師と情報交換をして共通理解を図り、教職員との連携を図った。中

学１年生では問題が表面化しないことが多いが、思春期の悩みや進路の問題を抱えたとき、スクールカウン

セラーが相談窓口になることを周知した。 

 

 ○学級や学年を対象とした構成的グループエンカウンター 

   教職員とスクールカウンセラーが活動のねらいを検討し、ねらいに合ったエクササイズを決め、スクール

カウンセラーを中心に協働で実践した。中学１年生であれば、「あまり話をしたことがないクラスの友だち

と仲良くなろう」というねらいで、「誕生日チェーン」「インタビューゲーム」などの活動を行い、生徒同

士の交流に意図的に取り組ませた。教職員に参加してもらい、生徒理解に生かしてもらった。 

 

 

 
 
 



 
【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 

 ○教職員の相談技術が向上した学校：小学校９０％（284／315 校）、中学校９３％（151／162 校）となって

おり、不登校の未然防止等に対応できるようになっている。 

 ○校内の教育相体制の構築が図られた学校：小学校９７％（306／315 校）、中学校９９％（160／162 校）と

なり、教育相談体制の充実が図られている。 

 ○スクールカウンセラーが関わった不登校児童生徒は、小学校で７２％が好転し、中学校で６１％が好転した。 

 ○高校では、スクールカウンセラーを講師としての生徒・保護者・職員対象の講演会や研修会がのべ６０回行

われた。 

 
（２）今後の課題 

○スクールカウンセラーを効果的に活用するために、個別の相談対応の他に、見立てやコンサルテーシ

ョンを行ったり、教職員研修やＰＴＡ活動における講師を務めたりするなど、業務内容の焦点化や計

画の工夫に学校が取り組まなければならない。 

○スクールカウンセラーの勤務時間や回数には制約があるので、本県が抱える課題の理解や資質向上を

目的とした研修等は、必要最小限しか実施できない状況にある。 

○スクールカウンセラーとの協働による教育相談体制の充実を図るために、各学校の生徒指導及び教育

相談担当教諭のコーディネート力の向上を一層図っていく必要がある。 

 ○スクールカウンセラーの全校配置を継続するための臨床心理士やスクールカウンセラーの資格要件を

満たす者を、県内在住者で確保することが難しい状況にある。 



 
 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 
   いじめ・不登校等の問題の重要性にかんがみ、教職員や保護者への助言・援助を行うととも 

  に児童生徒の心の相談に当たるため、児童生徒の臨床心理に関して専門的な知識・経験を有す 

  るスクールカウンセラーを設置し、もって健全な児童生徒の育成を図る。 
 
（２）配置・採用計画上の工夫 
   本県では、中学校への全校配置を進めるに当たり、通常は２週に１日スクールカウンセラー 

  を配置しているが、不登校生徒数、割合の高い中学校の中から、重点配置校を選定している。 

  重点配置校については、週１日スクールカウンセラーを配置している。 

  平成２７年度は、３６０校中５０校に重点配置を行った。 

 
（３）配置人数・資格・主な勤務形態 
 ア 配置人数について 

   中学校     ：３６０校 

   高等学校    ： ２６校 

   教育委員会等  ：  ６箇所 

 イ 資格について 

   ① スクールカウンセラーについて 

  ・臨床心理士 １７１人  

   ② スクールカウンセラーに準ずる者について 

    ・大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務につ 

     いて、１年以上の経験を有する者 １０人 

    ・大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業 

     務について、５年以上の経験を有する者 ４人 

 ウ 主な勤務形態について 

   ① 中学校配置 

    ・単独校       ５０校（週１日・１回５時間５０分） 

    ・２校配置     ３１０校（２週に１日・１回５時間５０分）   

   ② 高等学校（全日） 

    ・２校配置      １６校（２週に１日・１回５時間５０分）   

   ③ 高等学校（定時） 

    ・拠点校       １０校（週１日・１回５時間５０分） 

     ※定時制１０校を拠点校として、全２４校へ派遣可能な体制を整備 

   ④ 教育事務所 

    ・４所（週５日・１回５時間５０分） 

   ⑤ 教育センター  

    ・１所（週２日・１回５時間５０分） 

    ・１所（週１日・１回５時間５０分） 

 

埼玉県教育委員会 



【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

  ・平成２７年度採用埼玉県スクールカウンセラー  

（２）研修回数（頻度） 

  ・年間２回 

（３）研修内容 

  ア 講演 

   ・「埼玉県のスクールカウンセラーに期待すること」 

   ・「特別支援教育的な配慮を必要とする児童生徒等に対するカウンセリングについて」 

  イ ガイダンス 等 

   ・「埼玉県のスクールカウンセラー活用事業について」 

   ・「埼玉県における生徒指導上の現状と課題について」 

   ・「スクールカウンセラーとしての心構え等について」（１年目のＳＣを対象に実施） 

   ・「緊急時におけるスクールカウンセラーの役割について」 

  ウ グループ協議  

   ・協議題「埼玉県スクールカウンセラーとして現在までの取組と課題」 

（４）特に効果のあった研修内容 

   ・協議「埼玉県スクールカウンセラーとして現在までの取組と課題」 

    各自の抱える課題や成果を共有し合うことで、課題解決に向けたヒントを得ることができ 

    たり、カウンセラー同士のネットワーク形成にもつながる等の成果が見られた。 

   ・講演「特別支援教育的な配慮を必要とする児童生徒等に対するカウンセリングについて」 

    今日的な課題について国立特別支援教育総合研究所から講師を依頼して、専門的な見地 

    から学ぶことができ、ＳＣからも好評であった。  

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

  ・ＳＶの設置 なし 

（６）課題 

   ・経験年数の少ないスクールカウンセラーに対するフォローや育成の体制づくり。 

   ・近隣や地区単位でのスクールカウンセラー同士の連携・連絡体制の構築 

   ・スクールカウンセラーの研修への参加率（※ 研修日に他の勤務があるため。） 

    平成２７年度研修参加率第１回７６．２％、第２回７２．９％ 

  



【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
【事例１】心身の健康・保健のための活用事例（⑨） 

 中学１年女子のＡは１学期半ばより、身体症状（腹痛、頭痛、発熱）を訴え、登校しぶりが多発し、登

校しても、保健室へ度々行き早退を繰り返していた。内科を受診するも診断はつかず、心因性の可能性が

高いとのことであったため、教員の勧めでＳＣとの面談を開始した。 

 ＳＣは面談を通して、家庭環境における精神的負担が大きいという見立てをした。共感的に話を聴きな

がら、感情についての心理教育を導入し、生徒自身が自分の感情と向き合えるようサポートを続けていっ

た。また、アサーショントレーニングで生徒が自分の感情を適切に表現できるように取り組むと同時に、

自己肯定感の向上を目指し、生徒の認知パターンを見直す機会を増やした。さらに、１学期末には両親と

の面談を行い、子どもへの肯定的な関わり方について助言した。 

 心理面接を通して、Ａ自身がこれまで抑圧しがちだった感情を確認・表現できるようになるにつれて、

登校渋りや早退が著しく減少した。特に、不安や緊張を抱え込み過ぎずに、適切に表現・ケアできるよう

になったことが、身体症状の改善に繋がったと推測される。また、両親に対しても、自身の気持ちを伝え、

受けとめられる機会が増えたことで関係性が向上した。そして、これまでの一連の変化を振り返ることで、

自己肯定感も高まってきた。 

 

【事例２】小中連携のための活用事例（⑭） 

 ＳＣの勤務校である中学校へ来年度進学予定の小学６年生の男子Ｂは、発達障害があり、音や視覚からの情報

に過敏で、予測できないことや自分の思うようにできないことがあるとパニックを起こし、その際、物に当たり、

自分の顔を殴ったり頭を床に打ち付けたりといった自傷行為が表れていた。特別支援学級に在籍しているが、担

任は、Ｂへの対応に相当困っているようであった。 

 ＳＣは、小学校を度々訪れ、Ｂの行動を観察し、担任に対して見立てを伝えるとともに、パニックの予防と起

こった際の対処法についてのコンサルテーションをした。また、中学校の教職員とも本児童についての情報交換

を行い、進学に向けての受入体制を整えた。さらに、Ｂの両親とも面談をし、両親の困り感を受け止め、家庭と

学校が協力し合える関係性を構築するよう努めた。 

 ＳＣからのコンサルテーションや中学校との連携が構築されたことから、小学校の担任をはじめとする教職員

は、今後の支援に見通しを持って立てることができた。また、Ｂの両親とスクールカウンセラーとの関わりがで

きたことから、今後の進学への不安が軽減されるとともに、家庭での対応にも余裕ができた。 

 

【事例３】校内研修のための活用事例（⑮） 

  Ｃ高等学校には、精神的な病気を抱えている、または、それが疑われる生徒や多様な生育歴等を持つ生徒が

在籍している。教職員間では、「そのような生徒にどのように対応すればよいか」、「共有すべき情報な何か」

といった支援についての知識の不足や課題があった。 

 そこで、夏季休業中にＳＣを講師とする職員研修会（９０分）を開催した。前半は、「統合失調症」について

の正しい知識と生徒への対応について講義を行い、後半は、「褒め方や叱り方」など多様な生徒への効果的指導

方法の講義を行った。 

 ＳＣからの詳細な説明による研修が展開され、講義後の質疑応答では、該当生徒の特別な行動が、疾患に伴う

ものなのか、指導をするべきものなのか見極めが難しい場合の対処法等、多数の質疑が出された。それに対する

ＳＣの詳細な解説によって、教職員の理解が深まり、意識もさらに高まるものとなった。研修を終えた教職員か

らは、「知識不足による不安が一部にあったが、それが解消した」などの声が多く見られた。 

 研修会と事後の情報交換会を通じて、ＳＣと教職員との連携が深まる効果もあった。また、教職員からの質問

により、ＳＣにとっても提供すべき情報がより明確になった。 



【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 

  公立中学校全校へスクールカウンセラーを配置した結果、教員、スクールカウンセラー、相談 

 員等の連携により学校における教育相談体制の充実が図られた。 

 （※ スクールカウンセラー教育相談部会参加率 H26：78.7％→H27：81.1％） 

  文部科学省調査「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」において、埼玉県 

 の中学校における不登校生徒数は、直近（平成 26 年度）の結果まで８年連続で減少している。 

 同調査内の調査項目、「相談、指導、治療を受けた機関等及び指導要録上「出席扱い」とした児 

 童生徒数」において、中学校の「スクールカウンセラー、相談員等による専門的な相談を受けた 

 人数」は、全不登校生徒数の５５％で、区分の中で最も多い。また、中学校の「指導の結果登校 

 する又はできるようになった生徒に特に効果のあった学校の措置」として挙げられている１５区 

 分中、「スクールカウンセラー、相談員等が専門的に相談に当たった」の回答率が最も高かった。 

  以上のことから、不登校児童生徒への支援として、スクールカウンセラーが重要な役割を果た 

 していると考えられる。 

 （※中学校配置スクールカウンセラーへの相談内容別で比較すると、不登校が最も多かった。 

   相談件数 4,770 件、延べ相談者数 40,790 人） 

  

（２）今後の課題 

  現在、スクールカウンセラー未配置となっている小学校においては、不登校児童数が平成２５ 

 年度に増加に転じ、平成２６年度も続けて増加している。 

  今後、小学校における教育相談体制の充実を図るため、学区内の中学校への配置日数を増やし 

 て拠点校としての機能を充実させることや、小学校への配置を進める等、小学校においてスクー 

 ルカウンセラーが活用できる環境を整備する必要がある。 

  また、校種を問わず「チームとしての学校」の具現化に向けて、学校が心理の専門職であるス 

 クールカウンセラーをいかに活用し、協働しながら教育相談体制を充実させていくかという課題 

 もある。それに対しては、教員一人ひとりの生徒指導・教育相談に係る資質能力を向上させてい 

 くほか、生徒指導主任や教育相談主任等、校内における支援体制を構築していくキーパーソン（コ 

 ーディネーター）の育成や力量の形成も図っていく必要がある。 



 
 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

   臨床心理に関して高度な専門的な知識・経験を生かし、児童生徒の相談や、保護者、教職員等への助言・

援助を行うことで、いじめ、不登校、暴力行為などの早期発見・早期対応や緊急時の対応等を行う。 

（２）配置・採用計画上の工夫 

    小学校配置２年目となり３５校増の７０校へ隔週１日の配置をした。平成２６年度は県内５つの教育事務

所ごとに均等に７校ずつ配置したが、平成２７年度は各教育事務所管内の小学校での教育相談体制の状況

（各自治体独自のスクールカウンセラー等の配置状況）や問題行動等の状況等を踏まえ、教育事務所ごとに

適切な配置数とした。 

   中学校については、引き続き重点校５校（各教育事務所ごとに１校）には、週２日配置するようにした。 

   高等学校については、配置を１０校増やすとともに、配置校と未配置校とのグループ化を見直し、おおよ

そ２校の配置校で１校の未配置校からの要請に応えられるようにした。また、定時制の課程を有する県立高

校には全校配置した。 

（３）配置人数・資格・主な勤務形態 

 ※配置人数について 

  小学校     ： ７０校 

  中学校     ：３２６校（政令市を除く全校） 

  高等学校    ： ８０校 

  教育事務所等  ：  ６箇所 

 ※資格について 

 （１）スクールカウンセラーについて 

①臨床心理士 ２０８人  

②精神科医    ０人  

③大学教授等   ３人 

  （２）スクールカウンセラーに準ずる者について 

    ①大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以

上の経験を有する者         ２４人 

    ②大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、

５年以上の経験を有する者      ４０人 

    ③医師で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以上の経験を有する者 

                        ０人 

※主な勤務形態について 

       単独校   ３２１中学校    （週１日・１回５～６時間） 

            ５中学校    （週２日・１回５～６時間） 

           ７０小学校    （隔週１日・１回５～６時間） 

           ８０高等学校   （週１日・１回５～６時間） 

          

    県指導課    １箇所     （週１日・１回８時間） 

    教育事務所   ５箇所     （週１日・１日５～６時間） 

 

千葉県教育委員会 



【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 
    全スクールカウンセラー 

（２）研修回数（頻度） 
    年２回（全体研修会１回、地区別研修会１回） 

（３）研修内容 
    ○全体研修会（５月） 

     ・全体講演「危機管理と緊急対応～ＳＣの果たす役割～」 

     ・生徒指導の現状と本年度の基本方針 

     ・スクールカウンセラーの業務について 

     ・スクールアドバイザー事業によるスーパービジョンについて 

     ・教育事務所別研修会及び市町村等ブロック別研修会（情報交換等） 

    ○地区別研修会（７月～９月） ※５教育事務所ごとの計画で実施 

     ・講演、講話 

     ・事例検討会、情報交換会 

     ・グループ別協議  等 

（４）特に効果のあった研修内容 
    地区ごとに分かれての研修会（２回とも実施）において、それぞれが抱える様々なケースに対す

る事例検討会を行ったことは、実践力を高めていく上で大変有効であった。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ＳＶの設置 

  ・県指導課    １名 

  ・教育事務所  １０名（各教育事務所２名ずつ） 

  ・県立高校    ４名 

○活用方法 

   ・スクールカウンセラー等への指導・助言（特に新規採用者は重点的に） 

   ・特に困難と思われる事例への対応・援助 

   ・児童生徒のカウンセリング等に関する情報提供及び助言 

   ・いじめ問題対策支援チーム派遣事業におけるチームの一員として、派遣先の学校職員に助言等 

   ・その他、学校における教育相談体制の充実強化に関する活動 

（６）課題 

    小中学校では新規採用者を中心に、ＳＶの訪問による指導・助言をするようにしたが、教育事務

所ＳＶも週１日の勤務のため、日程調整が難しかった。また、高校の新規採用者への対応は、高校

のＳＶが学校勤務のため、対応できなかった。 

    人数が多い中ではあるが、地区別研修会で小グループによる事例検討を積極的に行い、個々の抱

える事案への対応について意見交換をする中で、資質向上に努めていく必要がある。 

 

  



【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
【事例１】児童虐待により精神的に不安定になった生徒のための活用事例（ ④ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ） 
 母親が精神的に不安定であるとともに、両親とも学習面で本人に過大な期待をしており、それが達成さ

れないと身体的暴力や心理的攻撃が顕著になされていた中学生。受験が近づくに従って対人面の不安定さ

が増し、パニック発作を起こし教室に入れなくなった。過去に児童相談所（以下 児相）の一時保護歴あ

り。 

 児相とは定期的に本人・ＳＣと同席面接を行い、校内では本人がパニック発作に陥った時にどのような

対処をとるか、学級担任・学年・養護教諭・管理職らと話して対応を決めた。ＳＣは本人・母親と面接を

行い、状況や心理的側面を理解するとともに、それぞれの気持ちを落ち着けつつ親子関係の改善に介入し

た。また、解離症状なども顕著になってきたため児相担当者と話し合いながら医療機関を勧めた。さらに、

親子ともに担任に対する不信感を持ち、学校でも本人の行動が理解されないことがあったため、必要に応

じて数回校内でのケース会議を行い、先生方の苦労も聞きながら、本人の理解やこの先心配されること、

その対処法について話し、多くの教員で対応できるように努めた。 

学年体制でかかわることや働きかけの方法が変わったことで、家庭での学校への不信も改善した。児相

と学校も共通認識を持って対応できたことにより、親子間の不適切なかかわりも減り、本人の解離症状や

それに基づく衝動的な自殺行為もなくなった。それに伴い、本人が教室での授業や集会などに参加できる

日も増え、進路に対しても親子ともに現実的な見方ができるようになり、受験当日も親や先生方が協力し

て見守り体制を整える中で試験を受けることができた。 

 

【事例２】貧困対策のための活用事例（ ⑬ ） 
高校１年生。友人とのトラブル相談でのカウンセリング中に、家の冷蔵庫に全く食べ物がなく、お弁当

を持って来られない状況であることが判明した。父子家庭で、祖母と同居。家庭状況を詳しく聞くと、父

親は２カ月間仕事がなく無収入である上に借金があること、祖母は介護が必要であるにもかかわらず行政

の支援は受けておらず、生徒が家事全般を引き受けていることなども分かった。 

家庭環境の調整が急務であると判断し、養護教諭を通して管理職に報告をした。管理職の判断のもと、

教育相談担当教員が中核地域生活支援センターに連絡をしたところ、担当者がすぐに来校して本人からの

聞き取りをしてくれることになった。聞き取りには、教育相談担当教員、養護教諭、ＳＣも同席した。 

中核地域支援センター担当者が緊急支援の必要な事例であると判断し、父親とすぐに連絡を取った後、

市役所で各部署担当者からの面談を設定して、支援につながった。教育相談担当教員が職員会議で食べ物

がない等の現状を報告したところ、教員達から野菜・缶詰などが集まる。地域の関係機関との連携だけで

なく、校内からも生徒を支援しようという機運が高まり、温かい雰囲気の中で生徒の支援ができている状

態となった。 

 
【事例３】生徒の心のリラクゼーションのための活用事例（ ⑯ ） 

中学１年生を対象とした教育プログラム（講話）を実施した。講話の開催は、年度始めにＳＣから管理

職に提案をし、了解を得た上で、教務主任や学年主任等と日程を調整して行った。また、「家庭教育学級」

の日程と合わせて開催することで、保護者への参加も呼びかけた。 

本プログラムを「中学１年生のココロ」と題して、三部構成で行った。第一部はＳＣの自己紹介であり、

ＳＣ自身の名前の由来にはじまり、そこから生徒一人一人持っている名前を大切にして欲しい旨の話に繋

げた。その後、臨床心理士やＳＣについて、また、生徒からの相談の仕方などについての話をした。第二

部は、中学生になると自らにどのような変化が訪れるのかを、「身体」「学習」「自分」「親」「友人」

と大きく５つのテーマを設定して話をした。また、テーマ毎に不安に思っていることや自らの思いなどに



ついて、各自で振り返りをしてもらった。第三部は、思春期を乗り切るための一助として、リラクゼーシ

ョン法のワークを行った。椅子座位や立位による肩の上げ下げ課題では、自分一人で行うセルフリラクゼ

ーションと、友人とペアで行うペアリラクゼーションを体験してもらった。生徒によって様々な反応があ

るので、積極的に教員にも生徒のワークの中に入っていただいた。 

中学校へ上がった早い段階で、ＳＣという支えの存在を生徒に知ってもらえること、自らの心の揺れ動

きへの準備態勢を持てること、ストレス対処法を身に付けられることは、本プログラムの効果と考えられ

る。一方、それらの効果について、今後データ化していくことが課題である。 

 
【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 
    小学校において配置された学校については、隔週配置であるが、１日当たり５．８件の相談件数が

あった。これは、中学校５．７件、高等学校５．０件に比べて多く、需要があるとともに、積極的な

活用が図られていることが分かる。中・高等学校と比較し、保護者からの相談割合が高く、家庭と学

校とが連携して児童の抱える問題に対応していく上でも効果的である。また、小学校配置が２年目と

なったことで、スクールカウンセラーの効果が小学校の中にも認知されてきており、未配置校からの

要請に対して対応をした小・中学校配置校の対応件数は１，６８３件と、配置校が３５校少なかった

平成２６年度の１，４７５件を上回っていることからも分かる。 

    高等学校については、配置校数の増加に伴い、未配置校１校当たりに対応する配置校の数が増えた

ことにより、未配置校からの相談がより一層しやすくなり、平成２６年度に未配置校５５校に対して

１６１件の対応だったところが、平成２７年度は未配置校４３校に対して１９４件の対応をすること

ができた。 

    全体での相談内容としては、不登校に関することが２９．０％と最も多く、次いで性格・身体に関

することが２０．７％、対人関係１４．７％となっており、児童生徒や保護者、学校が抱えている問

題等に積極的に関わっている状況である。 

 

（２）今後の課題 
  ・未配置の小学校においては、中学校配置のスクールカウンセラーが対応しているが、対応件数は小学

校１校当たり、年間約２．７件であった。上記（１）に示した配置校の相談状況や市町村等からの配

置要望などから考えると、実際には配置の需要が高いところだが、十分に対応できていない。現在、

千葉市を除く全公立小学校の１０％程度の配置であり、さらに配置の充実を目指していく必要がある。 

  ・配置校のスクールカウンセラーが未配置校からの要請に対応する上では、配置校の勤務に支障のない

範囲での対応となるため、適切な時期に、十分な対応をすることが難しい状況である。配置校での勤

務多忙や旅費の関係上、原則としては相談者が配置校に赴くこととしているが、これにより未配置校

では、スクールカウンセラーへの相談を遠慮しているケースもある。 

  ・配置校の職員及びスクールカウンセラーから、配置時間を増やしてほしいという要望がある。「職員

への情報提供等のための時間が十分に確保できない」、またはそのために「勤務時間を超えて対応し

ている」、「職員の研修等に時間を費やすことができない」などの声も上がっており、限られた時間

での効果的な活用について検討していく必要がある。 

 



 
 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

   児童及び生徒の臨床心理に関して、高度に専門的な経験を有する臨床心理士をスクールカウンセラーとし

て配置し、いじめや不登校等の未然防止、改善及び解決並びに学校内の教育相談体制等の充実を図ることを

目的とする。（東京都公立学校スクールカウンセラー設置要綱より） 

 

（２）配置・採用計画上の工夫 

   東京都公立学校スクールカウンセラー設置要綱に基づき、スクールカウンセラーとしての役割を理解し、

その職務を遂行する熱意がある者のうち、資格要件を満たし、東京都教育委員会が選考したものを「東京都

公立学校スクールカウンセラー」として任用している。 

   任用期間は、１年以内とし、年度をまたがる任用はできない。再任する際には、東京都教育委員会の選考

によって決定する。 

 

（３）配置人数・資格・主な勤務形態（重複して資格を有している場合は、①→②→③の順に整理すること。 

 ※ 配置人数について 

   全公立小・中・高等学校に対して、「東京都公立学校スクールカウンセラー」として任用したスクール

カウンセラーを配置している。 

   小学校     ：１，２９２校 

   中学校     ：  ６２１校 

   中等教育学校  ：    ６校 

   高等学校    ：  １８６校      （のべ ２，１０５人）  

 

※ 資格について 

（１）スクールカウンセラーについて 

① 公益財団法人日本臨床心理士資格認定協会の認定に係る臨床心理士の資格を有する者で、採用予定

年度の４月１日現在で、臨床心理士資格登録証明書の交付日以降、１年以上が経過する者 

    ② 精神科医 

    ③ 児童・生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識及び経験を有し、学校教育法第１条に規定する

大学及び同法第９７条に規定する大学院（以下「大学等」という。）における心理学系の学部長、教

授、准教授、講師（常時勤務をする者に限る。）若しくは助教の職にある者又はそれらの職にあった

者 

なお、①～③の資格を有する者の人数は以下の通りである。 

       ①臨床心理士 １，２６７人 

②精神科医       ０人  

③大学教授等      ３人      

  （２）スクールカウンセラーに準ずる者について 

「東京都公立学校スクールカウンセラー」においては、スクールカウンセラーに準ずる者を任用してい

ない。 

※ 勤務形態について 

    １校につき年間３５週  週１日７時間４５分勤務 

東京都教育委員会 



【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
１）研修対象 
  ア スクールカウンセラー配置校連絡会 

スクールカウンセラーの服務監督者である管理職（校長又は副校長）を対象に実施（６月） 

  イ スクールカウンセラー連絡会 
    全スクールカウンセラーを対象に連絡会を年２回 実施  

    ○ 第１回：都立学校に勤務の者は、都教育委員会が開催する連絡会に参加（５月） 

区市町村立学校に勤務の者は、各自治体が開催する連絡会に参加（随時） 

    ○ 第２回：都立学校及び区市町村立学校に勤務する全スクールカウンセラーが、都教育委員会

が開催する連絡会に参加（８月） 

  ウ 新規スクールカウンセラー連絡会 
    次年度、初めて「東京都公立学校スクールカウンセラー」として任用される予定者を対象に実施 

（３月）    

（２）研修回数（頻度） 
   連絡会として、管理職対象に、１回（５月） 

全スクールカウンセラー対象に、２回（５月、８月） 

初めてスクールカウンセラーとして任用される者を対象に、１回（３月） 

 
（３）研修内容 
  ア スクールカウンセラー配置校連絡会 

・ 東京都長期ビジョン及び東京都教育ビジョンにおけるスクールカウンセラーの役割 

・ 東京都の学校教育相談における喫緊の課題 

・ 東京都における児童・生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題 

・ スクールカウンセラーの服務監督      等 

  イ スクールカウンセラー連絡会 
   ・ 東京都長期ビジョン及び東京都教育ビジョンにおけるスクールカウンセラーの役割 

・ 東京都の学校教育相談における喫緊の課題 

・ 東京都における児童・生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題 

・ スクールカウンセラーの職務と服務     等 

  ウ 新規スクールカウンセラー連絡会 
   ・ 東京都長期ビジョン及び東京都教育ビジョンにおけるスクールカウンセラーの役割 

・ 東京都の学校教育相談における喫緊の課題 

・ スクールカウンセラーの職務と服務     等 

 
（４）特に効果のあった研修内容 
   ・ 管理職を対象として実施した連絡会において、スクールカウンセラーの組織的活用について、

事例を交えながらの講義を実施したところ、「教員へのコンサルテーションの向上につながった」

「保護者との相談体制の充実につながった」「スクールカウンセラーが、組織的対応を促すパー

トリーダーとして機能を果たせることが分かった」等の報告があった。 

   ・ スクールカウンセラーを対象として実施した連絡会において自殺予防に向けた取組について講

演を実施したところ、「これからのカウンセリングに生かしたい」、「教員に対する研修に活用

した」等の報告があった。 



（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
  「東京都公立学校スクールカウンセラー」事業として、スーパーバイザーは設置していない。 

 

（６）課題 
  ・ 島嶼地区に居住するスクールカウンセラーは、他地区に勤務するスクールカウンセラーと情報交

換しにくい環境にあるため、町村教育委員会の担当者と連携を図り、資質の向上に努めている。 

  



【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
【事例１】虐待が疑われる生徒への対応のための活用事例（④児童虐待） 

 当該生徒からスクールカウンセラーに、親子関係で悩んでいるとの相談があった。また、保護者からも相談が

あった。 

スクールカウンセラーから報告を受けた学校は、校長、副校長、学年主任、担任、養護教諭、スクールカウン

セラーで会議を開き情報共有を行うとともに、学年主任、担任、スクールカウンセラーで当該生徒と面談を行っ

た。面談から虐待が疑われたため、子供家庭支援センターと連携をとった。スクールカウンセラーは、当該生徒

の自尊心の回復を行うとともに、感情的にならずに話ができるようにするための方法を助言した。 

 その後、当該生徒、保護者と面談を行い、関係は落ち着いた。教員に対しては、虐待を受けた子供の心理状態

についてアドバイスし、学校対応の環境整備の一翼を担った。 

 

【事例２】長期不登校生徒の学校教室復帰のための活用事例（⑬貧困対策） 

当該生徒は１年生２学期から不登校となり、家族以外との関わりを閉ざし、自宅に閉じこもっていた。また、

当該生徒は母親との二人暮らしであり、母親は不定愁訴及び摂食障害などの病気を抱え、経済的にも不安定な生

活環境にあった。 

 当初、当該生徒は担任教諭、スクールカウンセラーを含め母親以外との関わりを拒否していたため、母親との

面接からスタートした。母親との面接では、当該生徒の家庭での様子などに加え、母親の生活や気持ちの安定が

生徒の心の安定につながることから、生活や病気の不安等についてカウンセリングを進めた。また、担任教諭、

養護教諭、スクールソーシャルワーカー、管理職と連携し、当該生徒家族の社会的孤立の予防と家庭状況の把握

のためにスクールソーシャルワーカーに定期的に家庭訪問してもらった。同時に、担任教諭からも家庭訪問・電

話連絡など、頻繁に行った。半年ほど経った頃から、当該生徒と電話で話す事ができるようになり、次第に相談

室登校までできるようになった。その後、適応指導教室にも通うようになり、高校入試合格を契機に教室に復帰

することができた。病気を抱えた母親を持つ母子家庭・貧困世帯という不安定な生活環境にある当該生徒に対し

て、カウンセリングを通じて親の気持ちの安定をはかることで、本人の気持ちの安定にも繋がった。 

 
【事例３】教職員の教育相談機能を高めるための活用事例（⑮校内研修） 

年度当初、学校全体で、カウンセリングの専門家であるスクールカウンセラーからの助言等を通して教育相談

の技能を身に付け、児童・生徒への教育相談機能を高めること役割を目的に研修を実施した。（参考資料「いじ

め問題に対応できる力を育てるために－いじめ防止教育プログラム－」（東京都教育委員会 平成２６年２０

月）） 

＊主な内容（５０分） 

① スクールカウンセラーからの講義及び演習 

・ 面接での話の聴き方（演習） 

・ 面接のロールプレイング（演習） 

・ スクールカウンセラーの面接の仕方（模範指導） 

② 研修のまとめ 

   ・ カウンセリングの特徴を振り返り、今後の指導に生かすことをまとめる。 

 
 
 
 



【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 

  ○ 「平成２６年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」より 

不登校に関する調査結果では、「指導の結果登校する又はできるようになった児童・生徒」に特に効果

のあった学校の措置として、「スクールカウンセラー、相談員等が専門的に相談にあたった」が、小学校

で３７．３％、中学校で６６．４％となっている。これは小学校・中学校ともに「登校を促すため、電話

をかけたり迎えに行くなどした。」に次いで大きな割合である。児童・生徒の問題行動等の解決のため、

スクールカウンセラー果たす役割は大きいと言える。 

いじめに関する調査結果では、「学校におけるいじめの問題に対する日常の取組」として、「スクール

カウンセラー、相談員、養護教諭を積極的に活用して相談に当たった」が、小学校で９３．７％、中学校

で８９．８％、高等学校で７９．９％であり、スクールカウンセラーの配置を通して、学校教育相談体制

の充実が図られている。 

○ スクールカウンセラーによる全員面接の成果として、スクールカウンセラーに対する児童・生徒からの

訴えが増えたという回答が、前年度と比較して、小学校では５２ポイントの増加、中学校では４２．２ポ

イントの増加、高等学校では５０．８ポイントの増加となっている。 

また、「全員面接により、スクールカウンセラーがいじめに気付き、解決を図ることができた。」、「全

員面接において気になる様子が把握された児童・生徒について、スクールカウンセラーと教員が情報共有

することを通して、問題行動等に対する組織的な対応ができるようになった。」等の成果が見られた。 

 

（２）今後の課題 

○ 平成２５年度から実施している全公立小・中・高等学校へのスクールカウンセラーの配置を継続すると

ともに、事業の効果を一層高めるため、スクールカウンセラーの資質・能力の向上を図る。 

○ 平成２６年度から実施している全員面接（小５・中１・高１の児童・生徒を対象）等の取組を踏まえて、

いじめや不登校等の問題等の解決に向けて、スクールカウンセラーが一層専門性を発揮できるようにする

とともに、学校における組織的な対応が推進されるようにする。 

○ スクールカウンセラーが、スクールソーシャルワーカーや家庭と子供の支援員等の外部人材と連携して

児童・生徒やその保護者への支援を行うことにより、より効果的に問題を解決することができるようにす

るため、学校において、人材の活用をコーディネートする中核教員等を育成する。 

 



 
 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

   いじめ、暴力行為、不登校等、児童・生徒の問題行動等の対応にあたって学校における教育相談体

制の充実を図るため、児童・生徒の臨床心理に関する専門的な知識や経験を有するスクールカウンセ

ラーを政令市を除く全中学校及び県立高等学校・中等教育学校の拠点校に配置している。また、スク

ールカウンセラースーパーバイザー及びアドバイザーを県教育委員会に配置している。 

 

（２）配置・採用計画上の工夫 

 [中学校] 

課題のある中学校 23 校に週２回の重点配置導入している。 

中核市（１市）・４教育事務所に、それぞれ１名（計５名）スクールカウンセラーアドバイザーを

配置している。 

 ［高等学校・中等教育学校］  

145 校のうち、60 校を拠点校としてスクールカウンセラーを配置し、１～３校を１学校群とする拠

点校方式で全校に対応している。（単独配置校は８校［高等学校６校、中等教育学校２校］） 

 ［県教育委員会］ 

   スクールカウンセラーのスーパービジョンや学校で重篤な事案が発生した場合の児童・生徒へのカ

ウンセリング及び教職員へのコンサルテーションのため、スクールカウンセラースーパーバイザー（Ｓ

ＣＳＶ）を１名配置している。 
 

 ※ 平成 22 年度から勤務状況評価制度を導入し、県教育委員会が勤務成績優秀と認めるものは最大３年

まで雇用を更新できるものとしている。 

 

（３）配置人数・資格・主な勤務形態（重複して資格を有している場合は、①→②→③の順に整理するこ

と。 

 ※配置人数の記入について 

  小学校            ：３１５校 

  中学校            ：１７５校 

  高等学校           ： ５８校 

  中等教育学校         ：  ２校 

  県教育委員会         ：  １箇所 

 

※資格の記入について 

  （１）スクールカウンセラーについて： 

①臨床心理士 １４７人  

②精神科医    ０人  

③大学教授等   ０人 

 

 

 

 

神奈川県教育委員会 



  （２）スクールカウンセラーに準ずる者について 

    ①大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、

１年以上の経験を有する者         ２１人 

    ②大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務につ

いて、５年以上の経験を有する者      １８人 

    ③医師で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以上の経験を有する

者                     ０人 

 

※主な勤務形態について（配置時間等については、複数記載してもかまわない。） 

    単独校     １５２中学校    （週１日・１回７時間） 

    重点配置校    ２３中学校    （週２日・１回７時間） 

             ５８高等学校   （週１日・１回４時間） 

              ２中等教育学校 （週１日・１回４時間） 

    対象校     ３１５小学校    （要請があるときに派遣） 

    

【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 

（１）研修対象 

   各校配置のスクールカウンセラー 

（２）研修回数（頻度） 

   連絡協議会 年２回程度 

（３）研修内容 

  ［中学校］ 

   所管課から「神奈川県の児童・生徒指導及びスクールカウンセラーの業務について」「スクールソ

ーシャルワーカー（ＳＳＷ）関連業務について」情報提供を行った。その際、県教育委員会のスクー

ルカウンセラーアドバイザー（ＳＣＡＤ）、ＳＳＷの紹介を行い、「顔の見える連携」ができるよう

配慮した。また、関係機関から不登校対策自然体験事業「きんたろうキャンプ」（県の指定管理者が

運営）の紹介及び事業説明を行った。 

   次に、ＳＣＳＶから「不登校児との学校カウンセリング－古くて新しい教育の永遠の課題－」と題

して講話を行った。さらに、分散会で地区ごとの協議を行った。協議内容は、「小中連携」「非行傾

向児童・生徒への関わり」「ＳＳＷとの連携」「フリースクール等との連携」を設定し、県教育委員

会ＳＣＡＤ、ＳＳＷも参加した。 

  ［高等学校・中等教育学校］ 

  ①「スクールソーシャルワーカーとの連携による効果的な支援のあり方について 」 

   所管課より、スクールソーシャルワーカー配置活用事業についての情報提供を行った。次に県スク 

ールソーシャルワーカースーパーバイザーより、「外部機関との連携について」というテーマで講演 

を行った。その後、「外部機関との連携によって効果的な支援となった対応事例と具体的な指導・支 

援策について」「外部機関との連携を図ったものの、効果的な支援ができなかった事例とその課題」 

の２点についてグループ協議を行い、情報の共有・意見交換を行った。 

②「不登校またはその傾向がある生徒への対応について」 

所管課より、「学校・教職員の在り方に関する作業部会」がとりまとめた、『チームとしての学校

の在り方と今後の改善方策について』の中から、専門性に基づくチーム体制の構築についての情報提

供を行った。次に、不登校またはその傾向がある生徒に対する教育相談の必要性がより求められてい



ることを踏まえ、不登校またはその傾向がある生徒に対するスクールカウンセラーの対応事例ととも

に、学校との連携状況についてグループ協議を行い、情報の共有・意見交換を行った。 

 

（４）特に効果のあった研修内容 

 ［高等学校・中等教育学校］ 

①生活保護を扱う保健福祉事務所、児童相談所、医療機関などの外部機関との連携によって、効果的

な支援となった対応について、多くの事例を検討することにより、さまざまなケースの支援につい

て共有することができた。 

②不登校またはその傾向のある生徒への具体的な対応事例の概要、生徒・保護者への助言内容、支援

についての学校との連携状況などの情報共有をすることで、適切な支援方法を協議することができ

た。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置  有（週２回 １日７時間 年間 420 時間） 

○活用方法   ・スクールカウンセラー連絡協議会での指導・助言 

         ・スクールカウンセラーに対する指導・助言 

          ・採用１～２年目のスクールカウンセラーに対する巡回スーパーバイズ 

          ・学校で重篤な事案が発生した場合の児童・生徒へのカウンセリング及び教職員へ

のコンサルテーション 

（６）課題 

   勤務時間の中で、年２回の連絡協議会の実施をしている。学校の勤務時間を減じで実施しているた

め、実施時間・実施時期の選定に苦慮している。スクールカウンセラーの資質向上に向けて内容を精

選し、より効果的な協議会を実施したい。 

  



【３】スクールカウンセラー等の活用事例   

【事例１－１】発達障害等のための活用事例（⑪） 

高等学校３年男子生徒Ａは、発達に課題があり、校内においてクラスメイトに激怒し問題行動を起こ

した。他害の可能性が否定できないとして、学校の長期指導を受けた。スクールカウンセラーは、Ａ・

保護者とのカウンセリングを継続して実施した。Ａは学校に対し反抗的態度をとり、保護者も指導に納

得していないことから、幼少時より受診していた医療センターの主治医や教育相談センターの担当者の

協力を得て、学校でのＡへの指導方法等、教職員へのコンサルテーションを実施するとともに、Ａへの

精神的ケアや丁寧な保護者対応に努めた。教職員の指導により、保護者とＡのコミュニケーションの時

間も増え、安定した家庭及び学校生活を過ごせるまでになった。その後、成績も向上し、無事希望する

大学に合格して、卒業することができた。 

 

【事例１－２】発達障害等のための活用事例（⑪） 

   小学校２年生の時に、上級生からのいじめにあい、これがきっかけで家庭以外では全く話せない状

態になった。医療機関に通い小学校での配慮もあって話せるようになった時期もあったが本人が強い

不安を感じると再び話せなくなり、頭痛、腹痛で学校に通えなくなることもあった。ここまでＳＣは

保護者や本人と面談し、不安に感じていることへの対応を学校と話し合ってきた。 

そして、本人が中学校生活に適応していけるよう、入学前に保護者とＳＣで中学校の管理職、支援

担当と面談し、病気に対する理解と学校での配慮について話し合いを行った。そのことが本人、保護

者の安心感につながったように思われる。 

   中学校入学後の本人の前向きな姿勢や努力も大きく、また担任や学年主任などの細やかな配慮もあ

って、部活動やクラスに初めての「友だち」ができ、複数の友だちとの交流も経験し、学習にも意欲

をもって取り組めている。 

   ＳＣは、保護者と連絡を取り合い、本人が不安に思っていることを担任や学年主任、支援担当者と

協議し対応を継続している。来年度についても、本人が安心できるような環境づくりや学習支援など

について管理職や関係する先生方と即に話し合いが行われている。本人は笑顔が多くなっているが、

今後もこの状況が続くよう、本人や保護者と連絡を取り合い、学校全体で対応していきたい。 

 

【事例２】小中連携のための活用事例（⑭） 

小学校と中学校に在籍している兄弟がそれぞれ問題行動を起こしていた。背景には、両親の関係や

親子関係の問題があり、生徒はそのことを教師やＳＣ、相談員に話していた。今までは、母親も兄弟

の問題行動について悩んでいたが、相談につながることはなかった。また、本ケースは家庭支援の必

要性もあった。今回、小学校の学級担任からの再三の母親への投げかけにより、母親とＳＣの面接を

実施することができ、母親が市の家児相へ相談することにつながった。 

  対処として、「母親との面接を通し、母親の気持ちの受容と家児相に相談することへの不安の軽減

を図った。」「学級担任との連携を図り、母親に対して家児相への相談を促進した。」「生徒との面

接の中で、生徒の気持ちを受容共感し、心も含めた居場所として支援した。」「家児相・児相を含め

たケース会議の実施。」等に取り組んだ。 

結果として、「問題行動の背景にある児童・生徒自身の課題が明らかになった。」「家庭の様子に

ついて小・中および関連機関との共通理解が図れた。」「小・中および関連機関との連携が図られ、

総合的な支援の方向が明確になった。」「小・中および関連機関が役割分担して支援にあたることと

なった。」 

 



  

【事例３】校内研修のための活用事例（⑮） 

   研修のテーマ ：アンガーマネジメント～傾聴～ 「聴く」技術を身につけて良い人間関係へ 

   研修の対象  ：中学校教員 

   研修時間   ：１時間半 

 研修の内容  ：イライラしている生徒の気持ちを聴いたり、怒りに隠された本質的な感情を聴く

スキルである「傾聴」を紹介。怒りのメカニズムと、感情のコントロール・感情表

現について理解を深めた上で、傾聴のワークを行った。教員自身が「傾聴する」側

「傾聴される」側両方を体験し、日頃の生徒対応に役立てる。また、教員のカウン

セリング能力向上にも役立てていく。 

研修の結果  ：受講した教員から次のような感想や反応を得ることが出来、「傾聴」の理解を深

めることが出来た。「傾聴」のワークで、より良い生徒（や、それ以外の日常での

他人）とのやり取り・コミュニケーションについて学んだ。また日頃、いかに相手

の話を充分に聴いていないか、聴いて貰えていないかに気づくとともに、聴いて 

貰えることの心地良さを実感した。生徒対応だけでなく、自分自身の日常に使って

みたい。 

 

 

【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 

 ［中学校］ 

   平成 26 年度と平成 27 年度を比較すると、相談件数の合計は減少しているが、スクールカウンセラ

ーの活用は定着をしてきている。不登校児童・生徒の相談後の変化については、改善率（ほぼ改善、

やや改善）は 72.4％と昨年度より 1.1％上昇している。 

 ［高等学校・中等教育学校］ 

平成 26 年度と平成 27年度を比較すると、相談件数の合計は、12,348 件から 13,927 件に増加してい

る。生徒、保護者、教職員のすべての相談件数が増加している。相談後、解決・好転した割合につい

ては、平成 25 年度より増加しており、平成 27年度は 75.4％と過去最も高い割合を示した。 

（２）今後の課題 

 ［中学校］ 

   スクールカウンセラーがもつ資格の構成を見ると、準ずる者が 25名（17.1％）、公立学校に勤務し

た経験が３年未満の者が 20 名（13.7％）であり、近年多様化する児童・生徒の課題への対応のために

はより一層の技量の向上が望まれる。昨年度の途中より採用したスクールカウンセラーアドバイザー

を有効活用していく。 

 ［高等学校・中等教育学校］ 

   拠点校に配置されるスクールカウンセラーは、１日７時間、年間 245 時間（※中等教育学校は 490

時間）の勤務であり、複数校に勤務するスクールカウンセラーの各校での勤務は月１回程度に限られ

ている。多くの学校で生徒・保護者との面談に勤務時間の大半を費やし、教職員との情報共有のため

の時間の確保に苦慮している。また生徒・保護者の面談希望が増えているなか、スクールカウンセラ

ーの来校日数が不足していると感じている学校が数多くある。 

 



 

 

 
【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

① 新潟県の生徒指導上の最重要課題であるいじめ、非行等の問題の解消及び不登校への適切な対応を目指

し、学校における相談機能の充実を図るために、児童生徒の臨床心理に関して専門的な知識・経験を有す

るスクールカウンセラーを学校に配置する。 

  ② 児童生徒・保護者へのカウンセリング、教職員や保護者へのコンサルテーションやカウンセリングを行

い、指導の在り方の検討や校内指導体制の確立等に役立て、問題の解消や児童生徒・保護者等の精神的苦

痛の解消・軽減を目指す。 

（２）配置・採用計画上の工夫 

① 生徒指導上の困難を抱える中学校 12 校にハートフル相談員を、それ以外のすべての中学校・中等教育

学校(168 校）にスクールカウンセラーを配置する。 

② 上記 168 校すべてにスクールカウンセラーを配置するため、拠点校方式を採用する。 

③ 市町村立中学校 161 校に、拠点校・対象校１セットでスクールカウンセラー１人を年間 34 週 238 時間

配置する。また、県立中学校及び中等教育学校７校には、スクールカウンセラー１人を年間 31 週 124 時

間配置する。 

④ 新規に採用する場合は、資格要件を満たしている者を面接により選考する。 

⑤ 継続を希望する場合は、スクールカウンセラー等本人及び配置校にヒアリングをし、派遣先の市町村教

育委員会に照会した上で、採用及び配置校を決定する。 

（３）配置人数・資格・主な勤務形態 

 ① 配置人数について 

  〇 中学校    ：１６２校（県立１校を含む） 

  〇 中等教育学校 ：    ６校  

 ② 資格について（実人数 61 人） 

   〇 臨床心理士・・・31 人  

   ＜スクールカウンセラーに準ずる者について＞ 

〇 大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以

上の経験を有する者・・・１人 

〇 大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、

５年以上の経験を有する者・・・29 人 

  ③ 勤務形態について 

   〇 単独校  ２市町村立中学校・・・年間 34週 238 時間 １回７時間または４時間 

          １県立中学校・・・・・年間 31週 124 時間 １回４時間 

          ６中等教育学校・・・・年間 31週 124 時間 １回４時間 

〇 拠点校  79 市町村立中学校     年間 34週 238 時間 １回７時間または４時間の勤務のうち、 

対象校  80 市町村立中学校    実態に応じて配分するが、拠点校の勤務時間が対象校より少 

なくならないようにする。 

 

新潟県教育委員会 



【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

   １回目（４月）スクールカウンセラー事業連絡会・・・スクールカウンセラー及び配置校担当職員 

２回目（10 月）スクールカウンセラー・ハートフル相談員等合同研修会・・・スクールカウンセラー、 

ハートフル相談員、学校派遣カウンセラー、スクールソーシャルワーカー、市町村教育

委員会担当者、学校職員 

（２）研修回数（頻度） 

    年２回（４月・10 月） 

（３）研修内容 

     １回目（４月）スクールカウンセラー事業連絡会 

                      ＜内容＞ 行政説明「本県における不登校の現状と対応」他 

                事例紹介「この事業を有効に活用するために」 

※紹介者：各地区の代表スクールカウンセラー・事業担当学校職員 

                スクールカウンセラーと拠点校・対象校の打合せ 

    ２回目（10月）スクールカウンセラー・ハートフル相談員等合同研修会 

           ＜内容＞  行政説明「本県における不登校等の現状と課題」 

                             講義「困難事例の対応について」 

                              研究協議 ～研究事例についてのグループ協議～ 

（４）特に効果のあった研修内容 

    講義「困難事例の対応について」の後、具体的な事例を示し、その対応についてグループ協議を行った。 

   【研究事例１】「長期に渡る援助が必要なケースへの対応～小から中へ～」 

協議題：本事例をどう見立て、どう関わるか。 

   【研究事例２】「不登校及び引きこもりへの対応」 

           協議題：総合的に判断し、この事例にどう対処すべきか。 

    グループ協議後、実際に事例に対応した人から状況を説明してもらい、最後に「研究事例における対処 

の仕方」について講師から指導を受けた。 

    参加者の意見 

    〇 困難事例について、すぐに解決ということは難しいと思うが、あきらめずにつながっていくことが

大切ということを学んだ。 

     〇 ケースが難しい内容だったが、グループでいろいろな視点から意見が出て参考になった。 

    〇 事例２に類似したようなケースを抱えているので、話し合いが具体的になった。 

    〇 短い時間で物足りない感じがした。もう少しじっくり話を聴きたかった。 

（５）スーパーバイザーの設置 無 

（６）課題 

  〇 連絡会や研修会といえども、一定時間スクールカウンセラー等を拘束することから、２時間分の謝金を

支払っている。短い研修時間なので、内容と進行に工夫が必要である。内容の精選等見直しを図りたい。

一方、３時間の研修時間を確保できるか検討し、可能であれば予算措置を講ずる。 

  〇 スクールカウンセラー等の力量や経験の差を考慮して研修を進める必要がある。互いにアドバイスし合

ったり情報交換したりしながら、チーム学校を担うことができるスクールカウンセラーを育成する。 

 



【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
【事例１】教育支援委員会におけるケース検討を通して、不登校解消のための活用事例（①⑦⑨） 

 様々な悩みを抱く生徒や特別な支援が必要な生徒に対して、複数の職員で丁寧に対応する一方で、スクールカ

ウンセラー、通級指導教室担当、スクールソーシャルワーカー、外部の相談機関、医療機関などとの連携を図る

ための教育支援委員会を行い、不登校事案に対応した。 

＜内容＞ 

 ① スクールカウンセラーが、面談を通して不登校生徒や保護者と十分な関わり合いをもつことにより、生徒

の心情や状況把握を適切に行った。 

② 教育支援委員会においてスクールカウンセラー同席のもと、ケース会議を実施し、当該生徒や保護者への

対応について、スクールカウンセラーから助言を受けた。 

③ 夏季休業中、スク－ルカウンセラーによる PCAGIP 方式による事例検討会を実施した。 

＜成果＞ 

〇 職員は、不登校生徒及びその保護者に対して、スクールカウンセラーの助言を得ながら、適切に対応する

ことができた。また、スクールカウンセラーと関わりをもった多くの生徒が、登校できたり、社会参加への

意欲を高めたりすることができた。保護者にとっては、スクールカウンセラーが精神的な支えになった。 

〇 夏季休業中の事例検討会では、教職員同士のさまざまな質問のやりとりの中で、教職員自身の新たな気付 

きや自発的な発見があった。 

 

【事例２】小中連携事業のための活用事例（⑭） 

 「いじめ見逃しゼロスクール」の取組として、毎年中学校区内の小学校５・６年生と中学生全員が交流活動を

行っている。平成 27 年度はスクールカウンセラー活用事業とタイアップした活動を展開した。スクールカウン

セラーに小中意見交流会の話題提供者及びコーディネーターとして参加してもらい、いじめについてみんなが本

音で語り、考えを深める機会を設定した。 

＜内容＞ 

① 小中児童生徒による意見交流のテーマ「いじめについて～自分と向き合い、考える～」  

  第１部  スクールカウンセラーによる講話（いじめの構図、野生動物の世界のいじめ、人の感情など） 

 第２部  取組１「いじめたい気持ち」ってどんなときに起きる？そしてどんなもの？ 

取組２「いじめたい気持ち」はどうやって解消・発散するの？ 

② スクールカウンセラーのコーディネートによる縦割り班での意見交換と話し合った内容の発表 

③ 第３部  スクールカウンセラーによるまとめ 

＜成果＞ 

 〇 「いじめたい気持ち」はどんなときに起きるかという問いは、人は誰しもそういう気持ちが起きるのだと

いう前提に立っており、生徒に本音を語らせるのに有効であった。いじめが悪いことは分かっているがいじ

めてしまう自分の気持ちと向き合わせることで、いじめは「いじめる側」の心の問題であることに子ども自

身が気付くきっかけとなった。 

〇 仲間の「いじめたい気持ち」の解消法を聞くことで、みんながいじめをなくすために努力していることを

再認識し、自分の行動を振り返る場となった。解消法、発散法については笑いが起こるものもあり、いじめ

たい気持ちが起きたとき、陰湿な考え方に陥る前に他に切り替えるという手法を学ぶことができた。スクー

ルカウンセラーの専門性を生かす、大変成果のある活動となった。 



【事例３】教育プログラム実施のための活用事例（⑯） 

学校生活では、学習や対人関係など、生徒にとってストレスを感じる場面は多い。ストレスによる対人関係の

悪化や意欲の低下を招き、いじめや不登校などの問題が起きる場合も考えられる。問題が大きくなってから対処

するのではなく、ストレスを少なくしたり上手にしのいだりすることができる方法を学び、心の問題を未然に防

いだり、ストレス対処法を学び、自己の感情をコントロ－ルすることができる生徒になってほしいと考え、健康

教育の一環として、スクールカウンセラーとＴ･Ｔで授業を実施した。 

＜内容＞ 

① 教職員の共通理解を図った上でのストレスマネジメント教育の実施 

〇 生徒指導部会にスクールカウンセラーも参加し、問題を抱えている生徒や学級などについて協議した。 

〇 ストレスが大きくなるこの時期の生徒への対応について、スクールカウンセラーから指導・助言しても

らい、ストレスマネジメント教育の大切さを共通理解した。 

 ② 事前アンケ－トにより、生徒がどのようなことに心の負担を感じるか、普段どのようなストレス対処方法

をとっているかなどを把握 

 ③ スクールカウンセラーと養護教諭、２学年部での指導案検討 

 ④ 授業実践（健康教育の時間） 

〇 ストレス反応チェックを行い、ストレス、ストレッサー、ストレス反応について知る。 

〇 ストレスの対処法について考える。 

〇 リラクゼーションの方法を学び、リラクゼーション後の気分評価表と振り返りを書く。 

＜成果＞ 

 〇 生徒指導部会に教職員だけではなく、心理の専門家であるスクールカウンセラーから指導、助言をもらう

ことで、生徒への対応だけでなく、授業とつなげた取組へと発展させることができた。 

 〇 授業では、専門的な内容についてＳＣから指導してもらうことで、「良いストレスもあること」や「受け

止め方によって良くも悪くもなること」「悪いストレスも少しずつクリアすることよって、良いストレスに

なること」が生徒に理解された。また、「リラクゼーションを体験しよう」ということで、「腹式呼吸」や 

  「漸進的筋弛緩法」を生徒が実際に体験することができた。 

 〇 学習のまとめで、スクールカウンセラーが、ストレスの対処法として相談することの大切さを生徒に伝え

た。相談により考え方・解決方法の広がることや、相談する〈話をする〉ことで自分の考え・思いを再認識

できるなどの利点を生徒が理解し、スクールカウンセラーへの相談に対して、拒否反応を示す生徒が減った。 

 
【４】成果と今後の課題 
（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 
   ① Ｈ27 スクールカウンセラーの活動・相談状況 ※「教職員」の項目には、教育相談部会及び校内研修会における指導助言を含む。 

相談対象 

 

相 談 内 容 別 実 施 回 数（延べ人数） 

不登校 いじめ 暴力

行為 

児童

虐待 

友人関係 非行不良 家庭環境 教職員と

の関係 

心身の健康 学業進路 発達障害 その他 合計 

 生 徒 1,136  48 13  13 853   37 427 26 783 407 260 2195  6,198 

 保護者 1,069  17  6   1  57   56 183 21 136  64 126  257  1,993 

 教職員 3,706 244 53  19 756  170 568 78 946 254 698 3699 11,191 

 その他   143  2  0   3   8    1  11  0   4    1  14  251    438 

 合  計 6,054 311 72  36 1,674  264 1,189 125 1,869 726 1,098 6,402 19,820 
 



 

② Ｈ27スクールカウンセラーの配置による効果 

 項  目 校数（複数回答） 順 

ア いじめの解消、未然防止  ４４  

イ 不登校の解消、未然防止 １１１ ３ 

ウ 問題行動の解消、未然防止  ６１ ５ 

エ 教員の研修、カウンセリング等の知識・技能の向上  ５５  

オ 小中連携  ２２  

カ 生徒の悩み軽減 １４２ １ 

キ 保護者の悩み軽減 １２５ ２ 

ク 教員の悩み軽減 １０２ ４ 

ケ その他（生徒指導部会や不登校対策委員会でのアドバイス他）  ２１  

   【成果】年間の延べ相談人数はおよそ２万人（表①参照） 
スクールカウンセラーの配置は、生徒や保護者、教員の悩みの軽減や不登校、問題行動の未然 

防止に役立っている。（表②参照） 

③ Ｈ27 スクールカウンセラーを活用した校内研修の実施状況 

   校内研修を実施した学校数と割合 46 校 28.6％（Ｈ26 45 校 28.0％） 

    ＜実施内容＞ ※ ( )は実施校数、複数の内容を実施した学校あり。 

     児童生徒理解（28）  生徒指導上の諸問題への対応（25）   カウンセリングの技法（8） 

     実態把握の方法（検査等の活用）(5）  学級づくり・集団づくり（5）  その他（9） 

④ Ｈ27 スクールカウンセラーを活用した教育プログラム等の実施状況 

   児童生徒を対象とした教育プログラム等を実施した学校数と割合 41 校 25.5％（Ｈ26 37 校 23.0％） 

    ＜実施内容＞ ※ ( )は実施校数、複数の内容を実施した学校あり。 

     ストレスマネジメント（16） アンガーマネジメント（7） ソーシャルスキルトレーニング（18） 

     構成的グループエンカウンター（6） アサーションスキルトレーニング（14） ピア・サポートプ

ログラム（4） その他（8） 

  【成果】校内研修や教育プログラム等を実施した学校が増加した。生徒指導上の諸問題への対応について 

研修を行った学校が増加（Ｈ26 17 校→Ｈ27 25 校）し、教育プログラムについてはアサーショ 

ンスキルトレーニングを実施した学校が増加（Ｈ26 ５校→Ｈ27 14 校）した。スクールカウンセ 

ラーの専門性を生かし、生徒の人間関係づくりをサポートする取組が進んでいる。 

（２）今後の課題 

① ６割の学校でスクールカウンセラーの派遣回数が足りないと感じており、カウンセリングを必要とし

ている生徒や保護者への継続的な対応が不十分である。拠点校と対象校が相談の上、年間 238 時間の勤

務時間を配分しているが、カウンセリング等の希望回数が多い学校は、予定した勤務時間内では終わら

ない状況がある。拠点校と対象校が連携を密にし、実情に応じてスクールカウンセラーを活用すること

ができるよう、弾力的な運用を促進する必要がある。 

  ② 問題行動の低年齢化により、小学校における生徒指導体制の充実が求められている。小学校にもスク

ールカウンセラーを配置及び派遣することができるよう、事業内容の見直しを図る。 

③ スクールカウンセラーが有効に活用されるためには、カウンセラーと担当校の職員や生徒、保護者と

の良好なコミュニケーションが欠かせない。配置校において、スクールカウンセラーをチーム学校の一

員として受け入れ、有効に活用することができるよう事例の紹介等をとおして働きかけていく。 

④ スクールカウンセラーの平均年齢は約 53 才（Ｈ28.4 月現在）である。若手や必要とされる人材の育

成が求められている。県臨床心理士会をはじめ関係機関と連携し、人材確保と資質向上を図っていく。 



 
 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

   公立の小学校、中学校、高等学校に児童生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識及び経験を有するス

クールカウンセラー又はスクールカウンセラーに準ずる者を配置し、悩みを抱える児童生徒、保護者への相

談・支援を行うなど、教育相談体制の充実を図るもの。 

 

（２）配置・採用計画上の工夫 

○公立小学校２０校、公立中学校全８０校にスクールカウンセラーを配置する。 

  ○スクールカウンセラー未配置小学校等で、支援が必要な学校に対して、教育事務所管理カウンセラーを派

遣する。派遣の継続や変更については、学校の状況に応じて原則学期ごとに見直し、市町村教育委員会と

県教育委員会が協議して決定する。 

  ○県立高等学校８校にスクールカウンセラーを配置し、周辺の県立高等学校も支援する。 

  ○学校が対応に苦慮するいじめ等の事案発生時に、いじめ対策カウンセラーを機動的に派遣する。 

 

（３）配置人数・資格・主な勤務形態 

○配置人数 

    小学校   ：６７校 

    中学校   ：８０校 

    高等学校  ： ８校 

    教育委員会等：２箇所 

 

○資格 

  〈スクールカウンセラー〉 

①臨床心理士 ３７名 

②精神科医   １名 

③大学教授等  ２名 

  〈スクールカウンセラーに準ずる者〉 

    ①大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以

上の経験を有する者           ７人 

    ②大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、

５年以上の経験を有する者       １８人 

    ③医師で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以上の経験を有する者 

                        １人 

○勤務形態について 

    単独校 ８０中学校    （週１日・１回 ７．７５時間 又は ４時間 又は ２時間） 

        ６７小学校    （週１日・１回 ４時間 又は ２時間） 

    拠点校  ８高等学校   （実態に応じて 週１日・１回４時間等）    

 

 

  

富山県教育委員会 



【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

○スクールカウンセラー、スクールカウンセラーに準ずる者、各校事業担当者（第１回目のみ） 

（２）研修回数（頻度） 

○年２回 

（３）研修内容 

  ○スクールカウンセラーの役割 

  ○講演 

  ○部会別協議 

（４）特に効果のあった研修内容 

  ○部会別協議 

   ・各スクールカウンセラー等からの対応事例の報告と対応内容についての検討 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置：無 

○活用方法 

（６）課題 

  ○全員が参加できる研修機会の確保が難しい。 

  ○講師人材が限定（不足）している。 

【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
【事例１】「起立性調節障害」と診断された生徒のための活用事例（⑨） 

  ・中学２年生女子Ａは、中２の２学期までごく普通の目立たないおとなしい性格の生徒として、問題なく学

校生活を送っていたが、３学期から、成績の伸び悩み、家庭の悩み、身体の悩みなどを原因とし、教室に

行くことを渋り、欠席が増えた。 

  ・管理職、担任、学年主任、教育相談担当で対応を協議し、Ａと両親に対し、スクールカウンセラーとの面

談を勧めることにした。 

  ・まず、スクールカウンセラーと両親が面談し、その後、数回、スクールカウンセラーがＡへのカウンセリ

ングを行った。しかし、３年生になってもＡの登校渋りは改善されず、特に朝の寝覚めが悪くなった。心

配したスクールカウンセラーは、学校と相談し、Ａと両親に病院での受診を勧めた。 

・病院での診察の結果、「起立性調節障害」と診断された。学校は、保護者の了解を得た上で病院の主治医

に連絡を取り、Ａへの対応について相談した。主治医からは、Ａの体調を優先し、無理に登校させないよ

うにと指示を受けた。 

・その後、Ａは、朝は無理に登校せず、昼頃に相談室に登校するようになった。相談室では、学習に取り組

んでいた。２学期になっても、Ａは相談室登校を継続していたが、スクールカウンセラーとの面談を定期

的に行うことで、Ａは次第に元気になり、自分の進路にもしっかりと向き合うことができるようになった。

卒業式当日は、教室に入り、卒業式にも参加することができた。 

  ・スクールカウンセラーとＡとの関係が良好で、適切にカウンセリングを行ったため、Ａを医療機関につな

ぐことができたと思われる。 

  ・Ａは、医療機関を受診し、さらにスクールカウンセラーとのカウンセリングを繰り返すことで心身共に安

定を図ることができた。 

  

 

 



【事例２】経済的に困窮した家庭で生活している生徒のための活用事例（⑬） 

  ・中学３年生女子Ｂは、母子家庭の５人家族である。母親は、知的障害を抱えており、無職である。祖父は

日雇いで仕事をしており、祖母は専業主婦で雇用年金をもらっている。 

  ・家庭の生活費は、祖父母の収入のみで、祖父の収入が無い冬場は生活が苦しくなり、ガス、電気、水道代

が未払いになることもある。Ｂは、友人とのトラブルが原因で中１の２学期から相談室登校をしている。 

  ・中１の頃から、Ｂはスクールカウンセラーと定期的に面談を行っており、中２の２月、「家のガスが止ま

って料理ができない。お風呂に入れない。」「来月には電気が止まる。」など家庭の悩みを話した。 

  ・スクールカウンセラーと管理職、教育相談担当が対応を協議し、学校から市役所福祉課に連絡をした。市

福祉課は、市社会福祉協議会に連絡をとり、今後の対応について相談した。また、学校からは、市教育委

員会にスクールソーシャルワーカーの派遣を依頼した。 

  ・中３の４月、学校、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、市福祉課、市社会福祉協議会

が集まりケース会議を開き、今後の家庭の支援に対する役割分担を確認した。 

  ・市社会福祉協議会は、母親の障害者認定の手続きを進め、障害年金が受給できるように手配した。その後、

就労継続支援事業Ｂ型により母親は、就労に就くことができた。 

  ・スクールソーシャルワーカーは、定期的に家庭を訪問し、生活の状態などを確認した。 

  ・スクールカウンセラーは、継続してＢのカウンセリングを行い、家庭環境に不便はないかを確認しながら、

進路に向けての相談に乗った。生活が安定することにより、Ｂは何事にも前向きになり高校進学にも意欲

をもち、その結果、高校に進学することができた。 

  ・スクールカウンセラーが、相談室登校をする生徒に日頃から親身に関わることにより、生徒が悩みを自分

から打ち明けることができた。 

  ・スクールカウンセラーとスクールソーシャルワーカーが連携し、様々な問題について、関係機関を学校に

紹介したり、つないだりすることができたことにより、多くの人々がチームとしてＢを支援することがで

きた。そして、家庭生活が安定したことが、Ｂの将来に向けての前向きな姿勢につながったと思われる。 

 

【事例３】良好な人間関係を育むための活用事例（⑯） 

１ 活動名  コミュニケーション能力向上講座 

 ２ 目的   

・よりよい人間関係を築くための具体的なコミュニケーションスキルを学ぶ。 

 ３ 活動内容  

・スクールカウンセラーの指導のもと、「楽しくコミュニケーションを学ぼう」の内容で実施した。生徒は

グループに分かれ、対人関係ゲームを通して学習した。 

 ４ 成果と課題 

  ・実施後のアンケートでは、「楽しかった・少し楽しかった」が 68％、「気持ちのよいコミュニケーション

がわかった」が 64％、「グループのメンバーと心の交流ができた・少しできた」が 62％だった。 

  ・「講座を通して感じたこと・学んだこと」には、「気持ちを伝え合うことによって互いに納得できること

を学んだ」「コミュニケーションは交流の基本なので、改めて大切だと分かった」「いろんな人と話せて

楽しかった」「人と話をするのはやっぱり楽しいなぁと思った」があった。 

  ・１年間を通しての本講座の取組は、平成 25 年度から実施しており、成果が見られたことから継続して実

施している。 

・今後も引き続き実施したいが、活動内容について検討が必要である。 

 

 



【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 

①不登校生徒の減少 

   ・スクールカウンセラーを配置して以降、小・中・高校において、不登校生徒数は減少傾向にある。特に

中学校では、全中学校に配置した１９年度以降、大幅な減少がみられる。 

    （Ｈ19：854 人 1,000 人当たり 28.8 人 → Ｈ26：583 人 1,000 人当たり 19.7 人） 

  ②学校における教育支援体制の充実 

   ・スクールカウンセラーと担任、カウンセリング指導員、養護教諭、特別支援教育コーディネーター、ス

クールソーシャルワーカー等がチームとなり、気になる児童生徒や特別な支援を必要とする児童生徒等

に対して、情報交換を行い、今後の支援の在り方や関わり方について共通理解した上で、役割分担を図

り、効果的な支援を行うことができた。 

  ③児童生徒及び保護者に対する教育相談の充実 

   ・スクールカウンセラーが、適切なカウンセリングを行うことで、児童生徒は心を開き前向きになること

ができた。また、保護者に対しても第三者的な立場で専門的な視点による助言や支援を行うことで、保

護者の子供との接し方を改善できた。 

  ④職員研修等における教職員の資質向上の充実 

   ・職員研修会でスクールカウンセラーが講師となり、児童生徒への接し方などについて研修する学校がみ

られ、教職員の児童生徒に対する見方や接し方等の改善を図ることができた。 

（２）今後の課題 

①スクールカウンセラー配置時間の拡充 

   ・不登校やいじめ、特別な支援を必要とする児童生徒への対応等、学校においては多くのニーズがあるた

め、配置時間の拡充が必要である。 

    ア 国の予算の拡充や補助率の１／２への引き上げなど、拡充に係る予算措置 

イ 小学校への配置が少ないため、一刻も早い全校配置の実現 

    ウ 高校への配置の制限（全配置の１０％以内）の撤廃 

  ②スクールカウンセラーの人材確保と資質の向上 

   ・スクールカウンセラーには、専門知識が必要であり、臨床心理士などの人材不足が問題である。臨床心

理士会等と連携した人材の確保が必要である。また、事例検討会等の研修会を行い、スクールカウンセ

ラーの資質の向上を図る必要がある。 

  ③スクールカウンセラーと教職員との情報共有の在り方 

   ・多くの学校では、スクールカウンセラーと教職員との間で、情報の共有や支援方法等についての共通理

解が図られているが、時間が限られた中で、情報の共有が十分でない場合も見受けられる。「スクール

カウンセラー日誌」等を活用している学校もあるが、スクールカウンセラーと教職員とがどのように情

報の共有を図っていくかが課題である。 

 



 
 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 
 不登校やいじめなど、児童生徒の問題行動等に対応するため、学校における教育相談体制の充実を図る

ことを目的とし、児童生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識及び経験を有する者等をスクールカウ

ンセラー又はスクールカウンセラーに準ずる者として配置し、児童生徒へのカウンセリング、教職員や保

護者に対する助言・援助などを行う。 
 

（２）配置・採用計画上の工夫 
 単独校方式 
 ・スクールカウンセラー等を１校に配置し、当該校を担当する方式 
 ・近隣未配置校より要請があった場合は、スクールカウンセラー等を派遣できるものとする。ただし 

相談に要する時間は配置校の配当時間を活用するものとする。 

   

 

（３）配置人数・資格・主な勤務形態（重複して資格を有している場合は、①→②→③の順に整理する 
こと。 

  小学校  ：８０校 
  中学校  ：８６校 
  高等学校 ：１７校 
   

  （１）スクールカウンセラーについて 
①臨床心理士：３５人 
②精神科医 ： ０人 
③大学教授等： １人 

  （２）スクールカウンセラーに準ずる者について 
   ①大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、 

１年以上の経験を有する者        ５人 
   ②大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務に 

ついて、５年以上の経験を有する者   ２９人 
   ③医師で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以上の経験を 

有する者                ０人 
 

勤務形態について 
   単独校   （週３日・１日４時間）×３５週    ４中学校 
         （週２日・１日４時間）×３５週   １４中学校 
         （週１日・１日５時間）×３５週   １１中学校・ ３高等学校 
         （週１日・１日４時間）×３５週   ３７中学校・１４高等学校 
         （週１日・１日３時間）×３５週   １９小学校・２０中学校 
         （週１日・１日３時間）×２０週   ６１小学校 

 

石川県教育委員会 



 
【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 
 ・スクールカウンセラー３６名、スクールカウンセラーに準ずる者３４名全員を対象に研修を行う。 
（２）研修回数（頻度） 
 ・県教育委員会主催の研修会（年１回全体）や他の資質及び指導力向上を図る研修会を連絡し、参加を

呼びかける。 
（３）研修内容 
 ・県教育委員会主催で不登校やいじめなど、児童生徒の問題行動等に関して専門的な知識を持った方を

講師に招き、スクールカウンセラーに対して学校への支援等の在り方について指導、助言を行う。 
 ・「自殺予防教育実践講座」等の研修会にも参加を呼びかけ、スクールカウンセラーとしての資質及び

指導力の向上を図る。 
（４）特に効果のあった研修内容 
 ・研究協議 
（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
 ・設置していない。 
（６）課題 
 ・スクールカウンセラーの勤務日や勤務時間に制限があるため、十分な研修日を確保することが困難。 
 ・児童生徒の相談内容に関わる研修をタイムリーに開催すること。 
 ・スクールカウンセラーの資質向上を効率よく行うこと。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
【事例１】不登校改善に向けた活用事例（①） 
 前年度から不登校傾向の見られた小学５年生男児に対して、管理職、担任、学年主任、教育相談担当を

中心に対応を進めながら、更なる有効な手立てを求め、当該児童の対応を諮った。 
 学校は、当該児童とスクールカウンセラーとの面談を月に２～３回、各１時間を保障することとした。

これによるスクールカウンセラーからのアドバイスを参考に、担任は学級内での人間関係づくりの構築を

進めていった。その結果、友だちとの関わりも良好となり、学校生活も安定していった。さらに、スクー

ルカウンセラーからの助言をもとに保護者との面談を進めたことで、学校の取組に対して保護者の理解を

得ると共に、保護者自身の精神的安定にもつなげることができた。今後も継続観察を進めていく予定であ

る。 
 

 

【事例２】発達障害のある児童への対応策を工夫するための活用事例（⑪） 
 入学以来、授業中の立ち歩きなど不安定な行動が多く、特別支援教育支援員による個別支援が不可欠で

あった小学１年生男児に対して、管理職を中心に学校全体が組織的な対応を進めてきた。しかし改善の様

子が見られず、改めて当該児童の対応を諮ることとなった。 
 保護者からの希望もあり、学校はスクールカウンセラーとの面談の場を設定した。その際スクールカウ

ンセラーは、第三者的立場という視点から、当該児童の大学病院への受診を勧めた。また同時に、特別支

援学校・専門相談員や教育センターとの連携に係るコーディネ－トも進めていくことで、保護者の学校に

対する信頼感も増していった。さらに、スクールカウンセラーとの面談の場を繰り返し設けることで、保

護者自身、精神的に安定していった。 
 こうした組織的な対応が奏功し、当該児童は、授業中の不安定な行動等も少なくなってきており、今後

も継続的な対応を進めていく予定である。 
 

 
【事例３】事例検討を通して、生徒理解のための取組やヒントを見つける活用事例（ ⑮ ） 

スクールカウンセラーがコーディネーターとなり、事例提供者が提出した簡単な事例資料をもとに幾つ 
かのグループに分かれ、検討していく研修会を開催した。グループファシリテーターと参加者が協力して、 
参加者の力を最大限に引き出し、その経験と知識から事例提供者に役立つ新しい取組の方向や具体的ヒン 
トを見つけていくプロセスを学ぶ。 
 参加者からは、「自分が困っていることや悩んでいることをみんなに聴いてもらえる機会は少ないので、

この研修ができて良かった。」「お陰で少し気分が楽になり、元気が出てきた気がする。」「自分の中で、

自己解決のヒントが見えてきた気がする。」などの感想が寄せられ、事例検討の一つの手段として大変有

意義な手法であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 



【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 
・県内公立中学校に関しては、スクールカウンセラーを全校に配置している。その結果、生徒や保護者

の多様な相談に対応することができ、また教職員への研修や教育プログラムを実施する機会も確保で

きた。 
・スクールカウンセラーの勤務日や勤務時間が増えた学校では、相談件数も増加し、不登校やいじめ 
相談をはじめ、学業不振や家庭の問題など、児童生徒の相談に幅広く対応することができた。 

・平成２７年度の相談件数は、前年度に比べ約５．８％増加しており、児童生徒の対応をはじめ、保護

者や教職員への助言・援助を行い、問題行動等の未然防止につなげることができた。 
 

（２）今後の課題 
 ・スクールカウンセラーの勤務日や勤務時間に制限があるため、相談者への対応に限りがある。また 

各校の担当教員との打合せ時間も十分に確保できない場合もあり、情報共有が困難となるケースも 
生まれている。 

 ・年々スクールカウンセラーの人員確保が難しくなってきていることに加え、地域的要件等により 
効率的な支援体制の確保が難しくなってきている。 

 



 
 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

いじめ、不登校、暴力行為等の諸問題行動に対応し、児童生徒や保護者の心のケア、教職員への助

言等を行うために心理の専門家を配置し、問題行動等の未然防止や初期対応（早期発見・早期解決）、

自立支援等を図る。 

 

（２）配置・採用計画上の工夫 

○配置について 

・小中学校の配置について、単独校以外の中学校を拠点校、単独校以外の小学校を対象校とし、全校配置と

している。対象校においては、中学校スクールカウンセラーが校区内対象校に対し、定期訪問および要請

訪問を実施している。  

  ・スーパーバイザーを県教育委員会に２名配置し、緊急な事案や困難な事案等に対応できるようにしている。 

○任用について 

・設置要綱に示す資格を有し、スクールカウンセラーとして採用を希望する者は、別に定める手続きにより

教育長に申請するものとする。 

・教育長は、申請者について面接を行い、任用の可否について総合的に判断する。ただし、良好な勤務実績

があって再任を希望する者については、面接を省くことがある。 

 

（３）配置人数・資格・主な勤務形態（重複して資格を有している場合は、①→②→③の順に整理すること。 

 ○配置人数  

  小学校     ： ４５校（単独校）：３２人 ＊兼務あり 

          ：１４９校（対象校）：４６人 ＊兼務あり 

中学校     ：  ５校（単独校）： ５人  

        ： ６９校（拠点校）：４６人 ＊兼務あり 

  高等学校    ：  ７校（単独校）： ３人 ＊兼務あり 

  教育委員会等  ：  １箇所：２名 

 

 ○資格 

  スクールカウンセラー 

①臨床心理士： ４１人 

②精神科医：   ０人 

③大学教授等：  １人 

 

  スクールカウンセラーに準ずる者 

    ①大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年

以上の経験を有する者 ：１５人  

    ②大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務につい

て、５年以上の経験を有する者 ：９人 

③医師で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以上の経験を有する者：

０人 

福井県教育委員会 



 

 ○勤務形態 

  単独校 ４５小学校 

《内訳》・２７小学校（週１日・１回３時間） ・１８小学校（隔週１日・１回３時間） 

       ５中学校 

        《内訳》・２中学校（週１日・１回３時間）  ・２中学校（週１日・１回６時間） 

            ・１中学校（週２日・１回５時間） 

 ７高等学校 

        《内訳》・７高等学校（週１日・１回４時間） 

拠点校 ６９中学校 

        《内訳》・１４中学校（週１日・１回３時間）・ ２中学校（週１日・１回４時間） 

・３０中学校（週１日・１回６時間）・１９中学校（週１日・１回８時間） 

     ・ ４中学校（週２日・１回５時間） 

対象校 １４９小学校 

        《内訳》・１４９小学校（年２回） 

 

   県教委配置スーパーバイザー ２人（年間１０５時間） 

 

 
【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

○スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー（辞令交付式時） 

○スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、電話相談員（教育相談業務担当者等研修会時） 

 

（２）研修回数（頻度） 

年３回（４月、８月、１１月） 

 

（３）研修内容 

    ○業務についての指導・助言 

    ○教育相談業務関係に精通した大学教授等の講演・講義 

    ○グループ別協議  等 

 

（４）特に効果のあった研修内容 

     毎年、年２回の研修会には、教育相談業務関係のスペシャリスト（スーパーバイザー経験を有する大

学教授等）といえる人物を招き、講義をいただいている。専門的な業務内容のお話や教育相談業務担当者

（外部人材）等の連携等についてのお話など、たいへん勉強になっている。 

 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置： あり ２名（県教育委員会配置） 

○活用方法 

・県内を２地域に分け、それぞれが担当している。 

・緊急な事案や困難な事案等に対応している。 



・採用年数が短い（１年目・２年目）スクールカウンセラー等のスーパービジョンを行っている。 

・その他、スクールカウンセラーの有効な活用方法等について、県担当者と勉強会を開催している。 

 

（６）課題 

    業務についての資質向上を図る目的での研修会の開催はいうまでもないが、スクールカウンセラーが学

校組織の中で業務を進めるにあたり、学校組織の一員であるという意識を高めるとともに、組織の中でス

ムーズに職務が遂行できることをねらった研修等を考えていきたい。 

 

 
【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
【事例１】急性ストレス障がいからの脱却を支援した活用事例（⑨） 

中学２年生女子Ａが、買い物に出かけた際に露出狂に遭遇。事件に遭遇してから、不眠や食欲の低下、活

動意欲の低下や、男性に対する恐怖心を抱いていることから、ＳＣは急性ストレス障がいの見立てをし、Ａ

の心の回復を目指して週一回の継続面談を実施。また、Ａの初回面談を行った同日に、母親とも面談を実施。

病院受診を勧めるとともに、Ａへの接し方について助言を行った。その後、Ａは病院受診。母親は定期的に

ＳＣのカウンセリングを受ける。事件以降、男性教員が行う授業は保健室で過ごす。女性のライフパートナ

ーに学習支援してもらうことで気持ちもほぐれていったようである。教室で授業を受けることが出来ても胸

が苦しくなることがあったり、教室に無理やり連れて行かれるのではないかという恐怖心を抱いたりしてい

ることもあった。担任の後押しもあり、３ヶ月後には教室に完全復帰する。現在では教室にいても緊張する

ことがなくなり、男性に対する恐怖心もなくなっている。 

 

【事例２】小中連携のための活用事例（⑭） 

年３回実施している小中連携相談部会(適応指導教室運営委員会)にアドバイザーとしてＳＣが参加。こ

のＳＣは昨年度から校区５小学校のうち４小学校で教育相談に携わり、継続して面談をしている保護者も

いる。気がかり生徒の情報交換を定期的に行うことで、学校生活に不適応を起こしている兄弟姉妹が小中

にまたがる保護者について、トータルな支援を行うことができ、小学六年生の中学校への移行支援にもつ

ながる機会となっている。 

 

【事例３】校内研修のための活用事例（⑮） 

昨年度、夏休み明けから秋頃にかけて、少しずつ不登校生徒が増える傾向が見られたこと、また、今年度

は特に発達障害を抱える生徒への対応に苦慮しているケースが多く見られたことから、日頃困っていること

について情報交換をするとともに、専門家から正しい生徒理解と問題の対処の仕方について学ぶために、教

職員対象の生徒理解の研修会をもった。研修会では外部から講師を招き、ＳＣにも参加を依頼。発達障害を

もった生徒への対処の仕方についての講義を受けた後、講師やＳＣにグループ協議に参加してもらい、一つ

のケースを取り上げて協議を行った。その中で、ＳＣから日頃の悩みや生徒指導で困っていることに対して

具体的にアドバイスを受けた。 

（調査研究報告書より抜粋） 

 
 
 
 
 



【４】成果と今後の課題 

 

（１） スクールカウンセラー等活用事業の成果 

配置校（単独校と拠点校）に対し、年度末に調査研究報告書の提出、年２回（７月・１２月）活用状況調 

査（スクールカウンセラーへの評価を含む）の提出を、また、スクールカウンセラーに対して、年２回（７

月・１２月）自己振り返り調査（学校の活用状況を含む）の提出を願っている。 

 以下には、これらを参考に成果を述べる。 

問題行動の早期発見、早期対応を目指し、ＳＣを含めたケース会議を頻繁にもつ学校が増えている。

その結果、ＳＣを中心に複数の教職員が問題解決のために話し合い、問題を共有し、チームで問題に

対処することができるようになってきている。一つのケースにＳＣが継続的に関わることで生徒や保

護者が少しずつ変化し、それを受けて学校側がスモールステップを設定し学校復帰を目指すという連

携が機能し、改善方向に向かうケースも見られる。このように、様々な立場の人が、多様な形で生徒や

保護者に対応することで、解決への１歩を踏み出すことができ、改めてチームとして連携することの大切さ

を実感している。 

 

《参考》   

【県内公立小中学校の諸問題行動の推移】 

＊公立小中には全校配置としているため、公立小中学校のデータのみを参考データとする。 

■不登校出現率の推移 

 H22：１．０２％   H23：０．９０％   H24：０．８８％   H25：０．９０％  H26：０．９１％  

■いじめの認知件数の推移 

 H22：５９１件    H23：４３７件    H24：１００５件   H25：６９８件   H26：６７９件 

■いじめの解消状況の推移 

 H22：７４．６％   H23：７２．１％   H24：９６．３％   H25：９７．４％  H26：９４．７％ 

 

（２） 今後の課題 

○ＳＣの多忙化 

児童生徒や保護者の面談希望が非常に増えており、特に保護者の都合に合わせると夜になるこ

とが多いため、限られた勤務時間の中で各学校ともスケジュールを組みにくい状態になっている。

さらに、担任や教育相談担当へのコンサルテーション、小学校訪問、家庭訪問など、学校からの

要望に応えようとして、ＳＣの多忙化に拍車がかかっている。 

 

○教員研修への活用 

対人関係を苦手とする生徒や発達障害を抱えた生徒が自己肯定感を高め、学級の中で居場所を作る働

きかけが、ますます重要となっている。若い教員が増え、指導技術と共に教育心理的な面に裏打ちされ

た指導力の向上が望まれる。専門的立場からＳＣを中心に行う校内研修会を設定し、教員の不安や悩み

の解消と指導力の向上を図る機会を作ることが必要である。 

 



 
 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

  ・いじめや不登校等の未然防止，改善及び解決並びに学校内の教育相談体制等の充実を図り，もって教員の資質 

能力の向上に資することを目的とする。 

（２）配置計画上の工夫 

  ・スクールカウンセラー等は，公立小学校（６０校）･公立全中学校（８５校）並びに県立高等学校（６校）

に配置した。 

  ・スクールカウンセラー等は，配置された当該校を担当するほか，地域や学校の実情により，当該校の校長

の指示により複数の学校を担当することができる。 

（３）配置人数・資格・勤務形態（重複して資格を有している場合は、①→②→③の順に整理すること。 

・配置人数 小学校：６０校，中学校：８５校（全校配置），高等学校：６校の計１５１校に，６５名配置。 

教育委員会等（要請訪問スクールカウンセラーとして）１箇所に２６名配置。 

・資格 ＜学校配置のスクールカウンセラー＞６５名の資格 

①臨床心理士が５１名，②精神科医が０名，③大学教授等の職にある者又はあった者が１名。①と

③である者１名，④修士課程（相談業務１年以上の経験の者）が２名，⑤大学，短大卒（相談業務

５年以上の経験の者）が１０名，⑥医師（相談業務１年以上の経験の者）が０名。 

＜教育委員会等（要請訪問スクールカウンセラー）配置＞２６名の資格 

①臨床心理士が１７名，②精神科医が０名，③大学教授等の職にある者又はあった者が１名，①と

③である者２名，④修士課程（相談業務１年以上の経験の者）が３名，⑤大学，短大卒（相談業務

５年以上の経験の者）が３名，⑥医師（相談業務１年以上の経験の者）が０名。 

・勤務形態 原則として次のいずれかとする。 

①年間２８０時間（週８時間×３５週） 

     ②年間２１０時間（週６時間×３５週） 

     ③年間１４０時間（週８時間×17.5週，週４時間×３５週） 

    ④年間１１５時間（週３時間×２５週＋週４時間×１０週） 

    ⑤年間 ８０時間（週８時間×１０週，週４時間×２０週） 

＜平成２８年度の状況＞ 

        小学校（53校）：８０時間…１１校，１１５時間…２２校，１４０時間…２０校 

中学校（80校）：１４０時間…３１校，２１０時間…３校，２８０時間…４６校    

        高等学校（6校）：１４０時間…５校，２１０時間…１校 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

・ガイドラインを作成し，全小・中学校に配付。ＨＰにアップし，ダウンロードが可能。 
【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

・スクールカウンセラー研究協議会（参加者：学校配置・要請訪問スクールカウンセラー，配置校担当教員，県 

教委事務局，教育事務所担当指導主事）を年３回開催している。 

（２）研修内容 

・研究協議会において，テーマを決めて（例：小・中連携に関する工夫等）グループで互いの情報共有や，よ 

り有効な活用ができるよう協議を行う。 

  ・経験年数の長いスクールカウンセラーを講師とした研修・グループ協議 

山梨県教育委員会 



（３）特に効果のあった研修内容 
・経験年数の長いスクールカウンセラーを講師とした研修・グループ協議 

研修内容「スクールカウンセラーとしての対応」 

課題研究協議（グループ協議）「スクールカウンセラーを活用した小・中連携」 

（４）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ＳＶの設置 無し ○活用方法 無し 

（５）課題 
・様々なケースに対応していくためにも，スーパービジョン体制については，必要性が高い。また，専門性向上 

のための研修会も必要となっているが，予算の都合上実施できない状態である。 

【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
【事例１】不登校のための活用事例（①，⑨） 

・中１男子の不登校への対応のケース。１年９月頃から体調不良を訴え，その後不登校になる。前期に学級役

員をしていたが，学園祭の取組の際にクラスがまとまらず悩みを抱え込んでしまった。 

◇支援の方法 

・本人や保護者に対するカウンセリングが，本人の今まで抱えていた課題を整理するきっかけとなり，自分自

身のスタンスを持つことができるようになった。 

・週１回定期的に行われる，不登校対策部会（校長，教頭，学年担当，養護教諭，ＳＣ，不登校担当）で，情

報交換・情報共有を行い，心配な生徒への対応，指導方針を検討。ＳＣからもアドバイスをしてもらった。 

・ＳＣと連携し，家庭訪問により母親や生徒との面談を行った。さらに，面談内容をケース会議で報告し，共

通理解を図った。 

 ◇結果 

 ・継続的なカウンセリングと組織的な支援により，登校できる日が増えていった。３学期には，ほぼ休みなく

登校し，学習にも前向きに取り組めるようになった。 

 

【事例２】小中連携のための活用事例（②） 

◇活用事例 

・ＳＣが中学校区の小学校２校を定期的に訪問し，直接６年生に接したり，情報を得たりしている。また，６

年生の入学準備の段階で，情報を共有し，問題を事前に把握し，受け入れについての検討を行っている。 

・中学校区の小学校２校に訪問し，小学校における教育相談に対応している。また，問題を抱えている中学生

の家庭の弟や妹が小学校に在籍する場合にも，ＳＣがカウンセリングを行い，対応している。 

・新入生に対して，小学６年生のうちに，全員面談の時間を設定する。 

 

【事例３】ストレスマネジメントのための活用事例（②） 
◇活用事例 

・中学３年生の３学期，学級活動の時間を活用。「入試直前のストレスマネジメントについて」の講演会を開

催し，ＳＣが専門家の立場から，緊張のほぐし方，不安への対応の仕方等，ストレスマネジメントのアドバ

イスを行った。 

・中学１年生，道徳の時間。ＳＣと「人と人とのつながりを感じてみよう」のTTの授業を行った。友達との関

わり方等を考える機会となった。 

・中学校区の小学校２校に訪問し，小学校における教育相談に対応している。また，問題を抱えている中学生

の家庭の弟や妹が小学校に在籍する場合にも，ＳＣがカウンセリングを行った。 

 



【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 

・配置校からの報告書によると，「専門家による新しい視点が加わり，多面的な児童生徒理解に結び付けるこ

とができるようになった」，「子供の友人関係など悩みをもつ保護者にとっては、専門家に対応してもらえ

るということで安心感がもてた」という成果が多くあった。 

・多くの課題を抱えた子供へのカウンセリングやその子供を担任する先生方や保護者の方々への対応等が，非

常に的確で，課題が解決したり，落ち着いたりしている。ケース会議や通常学級での特別支援の必要な子供

へのアドバイスなどもいただき，課題を抱えている子供，保護者への対応も良く，同一歩調で進めることが

出来ている。 

・不登校やいじめ，学校生活に適応できない子供への問題に対して，児童や保護者へのカウンセリング，教職

員への指導，助言をいただき，ＳＣの存在は大きな支えとなっている。 

・児童生徒の相談件数は，依然として多く，増加傾向にある。Ｈ２４年度の相談件数：10,136（件），Ｈ２５

年度の相談件数：10,178（件），Ｈ２６年度の相談件数：11,144（件），Ｈ２７年度の相談件数：11,156（件） 

・配置ＳＣは，「心の専門家」について学校現場の理解がすすみ，生徒，保護者，教師の相談活動に有効活用

されている。また，中学校区の小学校からの要請もあり，小・中で連携して中学校配置のＳＣを活用してい

る。小学校へも同じ学区の中学校に配置しているスクールカウンセラーを配置することで，なお一層の小・

中連携が図られると考える。 

（２）今後の課題 

・問題を抱える家庭や児童生徒のうち，相談や支援を希望しない保護者への対応が難しい。  

・周知が進み，活用が増えてきたが，時間が不足している。対応が一層，複雑で難しいケースが増えてきてい

るため，予算措置の必要性を感じる。 

・どの学校でもいじめや不登校は起こり得るとの認識のもと，どの学校にも専門家がいるという，教育相談体 

制の一層の充実を図る。 

・いじめの問題のピークは，小６から中１にあり，不登校中１ギャップ等の課題に早期対応するために，児童

生徒数の多い小・中学校や不登校生徒の多い中学校区の小学校へ配置を拡充し，小・中連携により継続的に

取り組む必要性が高い。 



  
 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成 27 年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

 児童生徒の悩みに寄り添い、適切かつ迅速に対応し、児童生徒が安心して学習に取り組むことができるようス

クールカウンセラー（臨床心理士等）を配置し、学校内における相談体制の充実を図る。    

 

（２）配置・採用計画上の工夫 

 ・県内全公立小学校・中学校・高等学校・特別支援学校に対応。 

・中学校は、学校規模と地域性、生徒指導上の課題等を配慮して、拠点校 95 校、対象校 90 校に配置。 

・小学校は、拠点中学校通学区内の対象小学校 255 校に配置。それ以外の小学校は状況に応じて対応。 

・高等学校、特別支援学校は、教育事務所に配置した SC を学校に派遣して対応。 

 

（３）配置人数・資格・主な勤務形態 

 〔配置人数〕 

 小学校 255 校  中学校 185 校  高等学校 85 校  特別支援学校 10 校 

 教育委員会等（総合教育センター）１箇所 

 

〔資格〕 

  ○スクールカウンセラーについて 

①臨床心理士・・・50人   

  ○スクールカウンセラーに準ずる者について 

    ①大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以

上の経験を有する者・・・・・・７人 

    ②大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、

５年以上の経験を有する者・・・20 人 

〔勤務形態〕 

    拠点校  ９５ 中学校  （週１日・１回４時間程度） 

対象校  ９０ 中学校  （月１日・１回４時間程度） 

２５５ 小学校  （月１日・１回４時間程度） 

    派遣校  ８５ 高等学校 （月２日・ 月５時間程度）（４教育事務所に配置） 

 
【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

長野県が任用したスクールカウンセラー 

（２）研修回数（頻度） 
①ＳＣ地区別研修会の実施（４地区・年１回） 

〔参加者：SC〕 

 ②いじめ・不登校地域支援事業 地区推進会議（４地区・年２回） 

 〔参加者：教職員、市町村関係者、支援員・相談員、SSW、SC、PTA、保健・福祉関係者〕 

 ③全県研修会（全県・年２回） 

〔参加者：教職員、市町村関係者、支援員・相談員、SSW、SC、PTA、保健・福祉関係者〕 

長野県教育委員会 



④自殺予防研修会（２地区・年１回） 

〔参加者：教職員、SSW、SC〕 

 

（３）研修内容 
①ＳＣの任務、あり方、評価について再認識するとともに、いじめ、不登校、家族関係などの問題に対して事

例検討会（グループ別）を通して意見交換、発表。 

 

 ②不登校やいじめ問題で悩みを抱えている児童生徒の支援に関わる関係者が効果的な支援や連携のあり方に 

ついて研究協議及び情報交換 

〔分科会テーマ〕 ・不登校の未然防止の取組みについて        ・いじめの未然防止、 

・児童生徒への有効な支援のための学校体制の構築  ・ｿｰｼｬﾙｽｷﾙﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ 等 

  〔分科会〕   ・参加者による情報交換（経験交流） 

 

③全県研修会  「発達障がいを抱える児童生徒に対する不登校の未然防止と支援」（６月 15日）  

 長澤 正樹 氏（新潟大学教育学部教授） 

「困難な問題を抱える子どもの家族支援」（11月 12 日）   

           布柴 靖枝 氏（文教大学人間科学部教授） 

 

④中学校及び高等学校において、自殺予防教育に資する取組を推進するため、担当者を対象とした研修を実施 

〔講義演習〕「自殺予防と学校でできる自殺予防教育」 阪中 順子 氏（四天王寺学園小中学校ｶｳﾝｾﾗｰ） 

 
（４）特に効果のあった研修内容 

 スクールカウンセラーは様々な研修等はあるものの、ＳＣとＳＣに準ずる者が意見交換や情報交換を

行う機会は限られている。その中で県内４地区に分かれての事例検討会はお互いの相談支援の役割を確

認し、援助技術を高めていく上で効果のあるものとなっている。また、いじめ・不登校地区推進会議に

みられる他職種も参加しての全県的な研修会は相談支援における組織的な対応が求められる中でＳＣの

役割、他機関との連携を意識し考えていく上で意義深いものとなっている。 

 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ＳＶの設置・・・なし   

 
（６）課題 
  相談支援においても組織としての対応が求められる中、個々のスクールカウンセラーの経験年数、配置時間

数、担当する学校種や校数も異なる中、研修会のもち方、内容の精選が課題となってきている。特にコーディ

ネーターをはじめとした相談業務に従事する職員とＳＣとの連携が重要となってきている中、学校組織の中で

の具体的な支援体制をどのように整備していくかについて研修の中で確認していく必要があると思われる。 

 
 
 
 
 
 



【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
【事例１】他機関へ支援を繋げることが必要な生徒支援のための活用事例（①②⑤⑨） 

●高校 2 年生男子（A 生） 

・中学校時代から孤立する傾向にあり、集団にうまく馴染めていなかった。 

・中学 3 年時にはいじめを受けたこともあるが、相談室の先生からのアドバイスもあって乗り越えてきた。 

・高校では、クラスメイトから仲間外しや悪口、陰口などのからかい、にらみつけられたりつけまわされたりす

るなどの嫌がらせがあったと担任に訴えている。また、このことを理由に時々欠席している。 

・SC との面接でも、担任が聞いた、クラス内での様々な形でのいじめに関することと同様の内容が語られた一方

で、関係者からの状況確認においては、本人が訴えるようないじめの事実は確認できなかった。ＳＣとの面談

を継続する中でＡ生に関係念慮の傾向があることがわかり、医療機関との連携の必要性が焦点となった。 

・学校では事態の確認を進めながら、A生が医療につながるにはどうしたらよいかについての会議が設けられた。 

・A生の保護者が医療機関にかかることについて肯定的に考えていない様子が窺われたため、SCとの面談の中で

A生に医師や保健師が出向いて相談を受ける精神保健福祉相談の存在を紹介した。 

・現在は継続的に医療に繋がることができ、学校生活や私生活での A生の感じていた不安もある程度コントロー

ルできるようになっている。 

＜成果＞ 

・SCの専門的な視点から関係念慮に気付いたことで、医療という選択肢に展開することができた。 

・SC の適切な見立ておよび学校とのチームとしての連携があったことが、A生の訴えていたクラス内のいじめや

嫌がらせが事実ではないことを明らかにし、事態の適切な収束に寄与した。 

 

【事例２】知的・発達的な困難を抱える子どもをもつ母親への支援のための活用事例（③⑤⑦⑩⑪） 

●小学 4 年生女児（B 児） 

・母子家庭の B児の母親（以下 C）から、B児のこと全般で悩んでいるとのことで相談の予約が入った。 

・就学前および低学年の頃は、少し勉強ができないくらいにしか感じていなかった。 

・ただ、口が悪く、思い通りにいかないとひどく癇癪を起こし容赦なく攻撃することが以前からあり、現在友達

関係で避けられていることの要因の一つと考えられる。 

・知的に遅れがあり、4年生だが算数で言えば足し算引き算がやっとである。しかし母親は B児を障がいと思い

たくないので病院に連れて行くのは気が引ける。 

・年の離れた B児の兄と Cは毎日ケンカしており、暴言や険悪な雰囲気が絶えない状況である。 

＜対応＞ 

・B児が少なからず家庭の影響を受けていることが考えられるので、関わり方を意識できるとよいこと、そのた

めには Cの安定が最重要であること、一人で抱え込まずコンスタントに吐きだす機会や相手を持つことを伝え

ると、Cは「初めて人に本当の気持ちを言った。本当に気持ちが楽になった」と思うことができた。 

＜成果＞ 

・問題の本質に円滑にアプローチできたことで、信頼関係が築かれ、今後の支援の基盤づくりができた。 

 

【事例３】不登校傾向の生徒に対し、学校が円滑な校種間連携を図るためのＳＣの活用事例（①③④⑦） 

●高校１年生男子（D 生） 

・保育園時代から療育センターを時々利用しており、小学校に入学後はいじめを受け孤立気味となる。 

・母親からの暴力的な対応もあり小学校 1年途中から情緒障がい児短期治療施設を利用する。 

・小学校 4年から地元小学校に戻り支援学級に通うが、自分の思うようにならない事があると荒れ、時には暴力

的な行動がみられたことから、中学校進学時より児童自立支援施設を利用する。 



・中学校 3 年の 2 学期、高校への進学が現実的な問題となってきたこともあり、不登校傾向が顕著となり SC の

支援が始まる。 

・受検の結果、D 生は E 高校に合格する。D 生に対しての幼少時から小学校、中学校時の状況については施設の

運営にかつてSCが関わっていたこともありSCから高校へ情報提供を行い、カウンセリングを継続していった。 

・幼少時から中学校まで医療や施設との連携、カウンセリングにおいて同一のカウンセラーが関わってきており、 

 特に施設との連携においてSCの見立てや施設職員とSCとの関係づくりがきちんとできた上での適切な支援が

行われてきた。 

＜対応＞ 

・不登校の背景にある本人の成育歴や家庭的な要因から児童養護施設、児童相談所等、各種機関との連携を意識

して支援を継続してきた。 

＜成果＞ 

・中学校の支援学級における対応や相談支援体制の情報を SC が高校に伝えることにより、高校での担任、相談

支援体制、養護教諭などとの支援体制が作りやすくなった。 
【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果（27 年度） 

 

・相談内容別件数 26,412 件〔①不登校 6,710 件 ②家庭環境、家族関係 3,412 件 ③友人関係 3,170 件〕 

               〔小学校 8,495 件 中学校 14,434 件 高等学校 3,483 件〕 

・相談者内訳   11,680 人〔①児童生徒 4,997 人 (42.8％） ②母親    3,275 人  (28.0％) 

③教職員 2,952 人  (25. 3％)  〕                   

               〔小学校 4,719 人 中学校 5,261 人 高等学校 1,636 人〕 

〈参考 22年度〉 

・相談者内訳（全相談者に占める割合） 

①児童生徒 69.7％ ②教職員  16.0％ ③母親  12.2％  

④父親    1.4%  ⑤その他  0.7％      

・相談者内訳の推移をみると、平成 22 年度、母親の全相談者に占める割合は 12,2％と児童、生徒(69,7％)

教職員(16,0％)に次ぐものであった。平成 27 年度には 28,0％に拡大し、不登校等への対応として不安を

抱える家族への支援の輪が拡大してきており、ＳＣを加えた学校における相談支援体制が保護者の方にも

広く認知されてきたことが成果と思われる。 

 

（２）今後の課題 

  ・全県すべての公立中学校へのスクールカウンセラー配置を実施し、高等学校への派遣時間も拡大してきた   

中でＳＣがＳＳＷ、児童相談所や医療機関など他業種、他機関との連携が求められる機会が増えてきてい

る。そうした状況において、学校関係者とＳＣ、ＳＳＷ、他機関等との連携を進めるための研修内容の在

り方が求められている。 

    

 ・県内を４地区に分けてスクールカウンセラーの配置を行う際、都市部に居住しているＳＣが多いため山間

地や多雪地域、県境地域に対応できるＳＣが不足するなど人材確保が課題となっている。他県在住のＳＣ

任用に頼る場合もあり、隣県との連携も課題と考える。 



 
 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

・不登校・いじめ等の問題行動への対応に当たって、学校におけるカウンセリング等の機能の充実を図るとと 

もに、早期発見・早期対応、未然防止の取組を行うことで、学校における教育相談体制の充実を図る。 

 

（２）配置・採用計画上の工夫 

 ・県内全中学校を拠点校として、各中学校区にスクールカウンセラーを配置し、校区の全ての小学校を対象校 

とした。市町村教育委員会の指導のもと、校区の小・中学校が相談して活用計画を立て、全ての学校におい 

てスクールカウンセラー等が活用されるようにした。 

 ・各中学校区を「重点校区」「配置校区」に分け、「重点校区」には、スクールカウンセラーに加えスクール 

カウンセラーに準ずる者を配置した。 

 

（３）配置人数・資格・主な勤務形態（重複して資格を有している場合は、①→②→③の順に整理すること。 

○配置人数 

  小学校 ：３７０校（対象校配置・配置計画あり） 

  中学校 ：１８４校（拠点校配置） 

 

○資格 

  ①スクールカウンセラー 

ア 臨床心理士  ９６人 

イ 精神科医    ０人 

ウ 大学教授等   ２人 

 

  ②スクールカウンセラーに準ずる者（以下 スクール相談員） 

ア 大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以 

上の経験を有する者        １２人 

イ 大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、 

５年以上の経験を有する者     ５６人 

ウ 医師で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以上の経験を有する者 

                    ０人 

 

○主な勤務形態について 

  勤務時間：１回６時間 

重点校区Ａ（１３校区）スクールカウンセラー 週２回    スクール相談員 週１回 

 重点校区Ｂ（４５校区）スクールカウンセラー 週１．５回  スクール相談員 週１回 

 重点校区Ｃ（４０校区）スクールカウンセラー 週１回    スクール相談員 週１回 

 配置校区Ｄ（３３校区）スクールカウンセラー 週１回 

 配置校区Ｅ（５３校区）スクールカウンセラー 週０．５回 

 

 

岐阜県教育委員会 



【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

 ・各小・中学校 教育相談主任 

 ・スクールカウンセラー、スクール相談員 

 
（２）研修回数 

 ・年間２回（４月～５月、７月～８月） 各教育事務所単位で開催 

 
（３）研修内容（主な内容） 

 ＜第１回＞ 

  ・スクールカウンセラー等活用事業の概要と事務手続等について 

  ・教育相談主任、スクールカウンセラー、スクール相談員の役割と心構えについて 

  ・地区の現状と課題 

  ・講話 

  ・各中学校区別連絡会 

 

 ＜第２回＞ 

  ・スクールカウンセラー等活用事業の進捗、スクールソーシャルワーカーや関係機関等との連携について 

  ・地区の現状と課題 

  ・講話、実践発表、パネルディスカッション、事例検討会、情報交流等 

  ・スクールカウンセラー、スクール相談員の効果的な活用に関わる研究討議 

  ・各中学校区別連絡会 

 

 ※第１回、第２回ともに、各教育事務所の課題等に合わせ、研修内容の詳細を決定する。 

 
（４）特に効果のあった研修内容 
 ・スーパーバイザーによる講話は、より広い視野から教育相談について学ぶ機会となった。 

 ・スクールソーシャルワーカーや関係機関の代表者も交えたパネルディスカッションは、それぞれの立場ごと

に異なる視点や支援方法をもっていることを、研修会参加者が具体的に理解する機会となった。 

 
（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置 
 ・県内６つの教育事務所に各１人配置 

 
○活用方法 
・スクールカウンセラー等研修会や新規スクールカウンセラーが配置された学校への訪問等を通して、地区全 

体の指導に当たる。なお、必要な場合には、勤務経験年数に関わらず、指導を実施する。 

・重篤かつ緊急な事案等に対応する。 

 
（６）課題 
 ・各校区の実情や課題に応じて、スクールカウンセラーやスクール相談員を柔軟に活用し、校内及び校区の教 

育相談体制の充実を図ることができるよう、研修の一層の充実を図る。 



【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
【事例１】不登校生徒のための活用事例（①） 

・中学校に進学した不登校傾向のある生徒に対し、小学生の頃からカウンセリングを行っていたスクールカウ 

ンセラーが引き続き関わったことで、中学校進学後も継続的な支援が可能となった事例。 

・小学校６年生の早い段階から、担任や教育相談担当と中学校区に配置されたスクールカウンセラーが情報を 

共有し、中学校進学を視野に入れた支援を行うようにした。また、小学校の教育相談担当と中学校の教育相 

談担当も、連絡協議会や日常の連絡、進学時の引継等、機会を捉えて情報を共有するようにし、小学校から 

中学校へ、支援体制は比較的スムーズに移行されていった。 

・その結果、中学校進学後、小学生の時と同じスクールカウンセラーのカウンセリングを継続して受けながら、 

学級復帰に向けて前向きに努力する生徒の姿が見られた。 

 

【事例２】小中連携のための活用事例（⑭） 

・スクールカウンセラーの中学校区配置を生かし、各校担当者で連絡を取り合い、児童生徒の状態に合わせて 

スクールカウンセラーの勤務校を変更したり、午前と午後で勤務場所を変更したりして、臨機応変に対応し 

たことで、適切な時期にスクールカウンセラーの助言や指導を受けることができた。 

 ・中学校区に配置されたスクールカウンセラーを講師として、発達障がいについて、小中合同の研修会を実施 

  した。障がいへの理解を深め、小中で連携して支援するために必要な共通認識をもつことができた。研修会 

を受け、子どもが発達障がいかもしれないと不安に感じている保護者に対し、子どもが小学生の内にスクー 

ルカウンセラーのカウンセリングを受けてもらうよう働きかけた。保護者の不安が軽減され、中学校進学後 

も、気軽にカウンセリングを受けられる環境を整えることができた。 

・中学校区単位で教育相談連絡会を開催し、それぞれの立場から次のような情報や意見を伝え合った。 

（スクールカウンセラー）カウンセリングに関わる連絡事項や情報提供について 

（スクール相談員）相談室での様子について 

（教育相談担当）毎月の欠席状況を中心とした学校全体の不登校や課題について 

（教頭）保護者からの相談や保健室での児童生徒の様子について 

その結果、個々の動きから全体の動きまで、中学校区全体の様子を把握することができた。また、欠席状況 

の交流では、休み始めの児童生徒についての情報交換も行うことができた。 

 

【事例３】教育プログラム実施のための活用事例（⑯） 

 ・不登校の未然防止の取組の一つとして、学級担任とスクールカウンセラーが協力して行う「心の授業（エン 

カウンター）」を、計画的に実施した。より多くの生徒と交流できる機会を設け、互いの関わりについて考 

える機会となるよう、スクールカウンセラーと学級担任、教育相談担当で事前の打ち合わせを行い、各学級 

の生徒のニーズに合った内容を扱うようにした。また、授業後は、学校だよりに授業の内容や生徒の様子、 

感想などを掲載し、保護者にも学校の取組を伝えるようにした。生徒が、人との関わりについて考えるきっ 

かけとなっただけでなく、学校の取組と家庭をつなぐよい機会となった。 

 ・小学校中学年を対象に、次の３つのねらいで、スクールカウンセラーによる指導を実施した。 

①悩みの早期発見②いじめの予防③スクールカウンセラーとの相談しやすい関係づくり 

ゲストティーチャーとして授業に参加し、児童が理解しやすいよう、紙芝居やキーワードを書いた掲示物等 

を示しながら話をした。これにより、児童がスクールカウンセラーを身近な存在として意識でき、「困った 

ことがあったら、この人に相談してもよいのだ。」と知ることができた。さらに、中学校１年生を対象に、 

スクールカウンセラーも参加する授業を企画した。これは、小学生の時に学んだ内容の再確認に加え、思春 

期における感じ方の変化について認識することをねらいとしている。 



【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果［平成２７年度］ 

 ・スクールカウンセラー等の配置を中学校区配置として２年目になり、小学校での活用が定着しつつある。前 

年度の割合と比較すると、各校のニーズに合わせて、小学校へも計画的に配置されたことが分かる。 

＜スクールカウンセラーがカウンセリングを行った延べ人数の割合＞ 

（小学校）３６％（平成２６年度 ２９％）（中学校）６４％（平成２６年度 ７１％） 

 

・相談内容や相談者は、小・中学校で異なる特徴が見られ、スクールカウンセラーは、様々なニーズに対応し 

ている。スクールカウンセラーが児童生徒や保護者の悩み等をじっくりと聞き、専門的な視点から助言や支 

援を行うことで、解決の糸口を見出したり、状況を改善したりすることができた。 

  ＜相談内容別件数＞ 

２４，９１９件［小学校：９，０３１件  中学校：１５，８８８件］ 

①不登校８，７４０件 ②いじめ問題２２０件 ③暴力行為１８６件 ④児童虐待３９件 

 ⑤友人関係２，０７３件 ⑥非行・不良行為１９４件 ⑦家庭環境２，７４６件 

  ⑧教職員との関係２８８件 ⑨心身の健康・保健３，０５７件 ⑩学業・進路１，２６２件 

  ⑪発達障がい等３，２１９件 ⑫その他２，８９５件 

  ＜相談者の割合＞ 

   （小学校）児童：３７．０％ 保護者：３６．０％ 教職員：２６．６％ その他：０．４％ 

   （中学校）生徒：４９．６％ 保護者：２５．６％ 教職員：２３．９％ その他：０．９％ 

 

・校内研修の実施回数は全体としては減少したが、小・中学校合同の研修会を開催する等、中学校区の実情に 

応じて、スクールカウンセラー等の限られた勤務時間を有効に活用している。児童生徒を対象とした教育プ 

ログラムの実施回数は増加しており、未然防止あるいは早期対応のための取組が、前年度より多く実施され 

たことが分かる。小規模校の中には、スクールカウンセラーがゲストティーチャーとして全学級の授業に参 

加した学校があった。また、大規模校でも、学年を絞り込んで、授業等にスクールカウンセラーが参加した 

学校もあった。いずれの場合も、困難やストレスへの対処方法を身に付けさせるだけでなく、児童生徒とス 

クールカウンセラーとの関係づくりにも役立った。また、教員のカウンセリングに対する知識・技能の向上 

という点でも有効であった。 

  ＜校内研修の実施回数＞ ４８５回（平成２６年度 ７２３回） 

  ＜教育プログラムの実施回数＞ ４９２回（平成２６年度 ２０８回） 

 

（２）今後の課題 

 ・心身の健康、発達障がい等、家庭環境に係る相談の件数が増加傾向にあり、関係諸機関やスクールソーシャ 

  ルワーカーとの連携の在り方を考えていく必要がある。 

 ・カウンセリングやケース会議への出席、研修会等、スクールカウンセラー等に求められている職務は多岐に 

渡る。限られたスクールカウンセラー等の配置回数や勤務時間をより効果的に活用するため、各校区の実情 

やニーズを的確につかみ、具体的な勤務を決める等の工夫が必要である。 

 ・スクールカウンセラー等の居住地の関係もあり、特に、山間部を担当するスクールカウンセラー等の人材確 

保が難しい。 

 



 
 
 
【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 
   児童生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識・経験を有するスクールカウンセラー又はスクールカウ

ンセラーに準ずる者を配置し、その専門性を生かし、学校における教育相談機能を高め、いじめや不登校な

ど問題行動等の未然防止や早期発見・早期対応を図る。 

 
（２）配置・採用計画上の工夫 
  ア 小中学校 

  原則として中学校区ごとに同じスクールカウンセラー等を配置している（小中連携型）。小学校で関わ 

ったスクールカウンセラー等が、中学校にもいることは子どもや保護者に大きな安心感を与えるなど、「学 

区のスクールカウンセラー等」として、小中学校９年間を見通した関わり方をしている。 

  採用については、県教育委員会がホームページにて選考・登録案内を掲載して募集を行い、新規任用希

望者は、面接により選考する。前年度任用者については、配置学校長の勤務評価を基にして選考する。 

イ 高等学校 

  不登校を始め、悩みを持つ高校生や保護者の相談等に適切に対応するため、県内 21 校を拠点校と 

してスクールカウンセラーを配置している。１拠点校当たり年間 140 時間の業務を行う。このうち 

重点巡回校が指定されている６拠点校においては、年間 20 時間を重点巡回校への派遣に充てる。ま 

た、各拠点校は年間 40 時間までは他の県立高等学校からの要請に応じた派遣に充てることができる。 

ウ 特別支援学校 

    学校所在地により全県を６ブロックに分割、各ブロック内に拠点校を定め、全県３７校への配置を実現

している。 

    採用に当たっては、スクールカウンセラー又はスクールカウンセラーに準ずる者として必要な採用条件

の他、志願資料や面接等で特別支援学校該当児童生徒についての知識や対応の経験等を確認した上で選考

する。 

 
（３）配置人数・資格・主な勤務形態（重複して資格を有している場合は、①→②→③の順に整理すること。） 

 ア 配置人数 
小学校：３２０校  中学校：１７２校  高等学校：２１校  特別支援学校：３７校 

    
イ 資格 

    【スクールカウンセラーについて】 
①臨床心理士  小中学校４９人  高等学校１９人  特別支援学校 ２人 

②精神科医   小中学校 ０人  高等学校 ０人  特別支援学校 ０人 

③大学教授等  小中学校 ０人  高等学校 ０人  特別支援学校 ０人 

 
【スクールカウンセラーに準ずる者について】 

①大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年

以上の経験を有する者      小中学校 ０人  高等学校 ０人  特別支援学校 １人 

②大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務につい

て、５年以上の経験を有する者  小中学校７３人  高等学校 ４人  特別支援学校 ４人  

 ③医師で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以上の経験を有する者 

                  小中学校 ０人  高等学校 ０人  特別支援学校 ０人 

 
ウ 主な勤務形態 

     単独校   ３中学校   （週１日・１回５時間） 

     拠点校 １６９中学校   （週１日・１回６時間） 

          ２１高等学校  （週１日・１回４時間） 

           ６特別支援学校（週２日・１回３時間） 

対象校 ３２０小学校   （月１日・１回７時間） 

           ６高等学校  （年５日・１回４時間） 

          ３１特別支援学校（週２日・１回３時間） 

 

静岡県教育委員会 



【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 
  ア 小中学校    全スクールカウンセラー等 
  イ 高等学校    未実施 
  ウ 特別支援学校  未実施 
 
（２）研修回数（頻度） 
  ア 小中学校  

・スクールカウンセラー等活用事業連絡協議会（年１回 全員対象） 
   ・スクールカウンセラースキルアップ研修会（年２回 １、２年目＋希望者対象） 
   ・スクールカウンセラー研修会（年１回 全員対象） 

イ 高等学校   
 ・未実施 
ウ 特別支援学校 

   ・未実施 
 
（３）研修内容 
  ア 小中学校 

・スクールカウンセラー等活用事業連絡協議会 
本事業の概要や本年度の方向性についてスクールカウンセラー等、学校担当者、市町担当者に伝達す 

るとともに、中学校区ごとに本年度の活用計画を立て、本事業の推進を図る。 
（本事業の概要説明、事務手続きの説明、中学校区別分散会等）  

・スクールカウンセラースキルアップ研修会 
 経験の少ないスクールカウンセラーが、職責を自覚し、学校での勤務の在り方や心構えについて理解
を深め、資質の向上を図る。 
（講話「スクールカウンセラーとしての心構え」、講話「発達障害のある子どもへの支援」、スクール 
カウンセラーが行う校内研修について、スーパーバイザーによるグループスーパービジョン等） 

   ・スクールカウンセラー研修会 
    スクールカウンセラーの資質及び専門性の向上を図り、悩みや不安を抱える児童生徒や保護者及び教

員への支援を充実させる。 
（生徒指導行政説明、講話「問題行動の未然防止と人間関係づくりプログラムの活用について」グルー 
プ協議等） 

イ 高等学校   
 ・未実施 
ウ 特別支援学校 

   ・未実施 
 
（４）特に効果のあった研修内容 
  ア 小中学校 

・年度当初に連絡協議会を行い、スクールカウンセラー等、学校担当者、市町担当者が顔を合わせ、本事
業の共通理解を図れたことは、本事業を円滑に進めていく上で大変有意義であった。 

・各種講話を通して、スクールカウンセラー等の専門性を高めることにつながった。 
   ・スーパーバイザーによるグループスーパービジョンを通して、日頃の悩みを解決する一助となった。 

イ 高等学校   
 ・未実施 
ウ 特別支援学校 

   ・未実施 
 
（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

ア 小中学校 
・ＳＶの設置の有無 有（４人） 
・活用方法   

①年間６回行われるスクールカウンセラー等活用事業検討会において、担当指導主事とともに各研修会
の内容等を検討し、本事業の推進について助言する。 

    ②各研修会において、スクールカウンセラーに対するグループスーパービジョンを行う。 
イ 高等学校   
 ・ＳＶの設置の有無 無 
ウ 特別支援学校 

   ・ＳＶの設置の有無 無 



（６）課題 
ア 小中学校 

   ・スクールカウンセラー等の力量や経験に差があるため、更なる資質向上を図りたいと考えているが、研 
修の機会をこれ以上増やすことが難しいため、個々の自己研鑽に委ねる部分が大きい。 

イ 高等学校   
・スクールカウンセラーの採用（各学校の要望に合った適切な人材配置が困難である。通勤圏、人材不足 

等） 
 ・生徒、保護者が望む体制に対して万全とはいえない。（生徒とスクールカウンセラーが合わない。週１

回であるため、時間を合わせることが難しい。など） 
ウ 特別支援学校 

   ・本事業の事業内容や実施手続き等について、特別支援学校に配置するスクールカウンセラーに共通理解
を図ること。 

・各特別支援学校や在籍児童生徒との状況、カウンセリングの状況等について、特別支援学校に配置する
スクールカウンセラー間で情報交換を行い、資質の向上を図ること。 

・上記課題の解決に向け、平成 28年度内に「情報交換会（仮）」の実施を計画中である。 
 

 
【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
小中学校 
【事例１】中学生女子に対する性的虐待に対応するための活用事例（④⑦） 

・小学校からの申し送りで、６年生の時に「あまり喋らない」「移動の際の歩き方が極端に不自然であ
る」等の情報があり、要配慮生徒として学年部の職員で様子を観察した。 

・中学入学以降、徐々に教室で過ごすことができなくなったため、それを機にスクールカウンセラーが
本人と面接した。その後、祖母とも面接を行い、気になる情報が得られたため、再度本人と面接する
と、筆談も交えながら性被害の疑いが持たれる情報を得た。 

・管理職に報告し、本人には、安全を守りたい旨を伝え、安全を守ってくれる専門の人にも事実を話し
てほしいことを伝えた。 

・その日のうちに、校内の関係者で緊急会議を開き、児相に相談し、本人を一時保護した。 
 
【事例２】小学校で気になる表れがあった子どもを中学校でも継続的に支援していくための活用事例（⑭） 
    ・小学校５年生から不登校傾向の女子児童及びその保護者と定期的にカウンセリングを行ってきた。 
     ６年生になっても保健室登校や欠席を繰り返し、大きな改善がなされないまま、小学校を卒業した。 
    ・中学生になり、環境や友人関係の変化がきっかけとなり、数ヶ月間は教室で授業を受けることができ 

た。しかし、少しずつ頑張りがきかなくなり、登校を渋るようになってきた。 
    ・このような状況の中、小学校から継続して対応しているスクールカウンセラーには安心して心を開く

ことができ、不安や悩みを相談することができた。懇ろな指導が奏功し、１年生の後半からは教室で
生活できるようになった。 

 
【事例３】学校の教職員に対して、いじめ等の問題行動への対応力を向上させるための校内研修を行った活用事

例（⑮） 
・生徒指導に関わる夏季校内研修をスクールカウンセラー等が主体となって行った。 
・架空のいじめ事例を基に、担任及び学校としてどのようなことに配慮して対応したらよいか、その対

応策を教職員が検討した。 
・スクールカウンセラー等は、専門的な視点から配慮すべきポイントを教職員に対してアドバイスした。 
・いじめの問題等について、組織的で丁寧な初期対応を心掛けようとする態度を養うことができた。 

 
高等学校 
【事例１】精神的に不安定な生徒に対する活用事例（⑨、⑩、⑪） 
    ・生徒及び保護者の面談において、生徒はイライラすると後先考えない行動にでてしまう。 
    ・進路について悩む。イライラが激しい。１度嫌だと思うとすべてが嫌になる。 
    ・専門学校の受験当日に無断欠席する。本人は就職に気持ちは傾いていることを話す。 
    ・不眠状態にある。チック症が激しく、認知にゆがみがあり改善には訓練が必要であると示唆する。 
    ・心療内科に通院。３時間半程度の睡眠しか取れない。自分を理解してほしいという愛着欲求が強い。 
    ・ストレスマネジメントを身につけるため、継続してカウンセリングを続けていく。 
 
【事例２】なし 
 
【事例３】なし 
 



特別支援学校 
【事例１】欠席、遅刻が頻繁な中学生女子に対応するための活用事例（①⑦） 

・年間五分の一程度の欠席と、出席してもほとんどが遅刻である生徒の登校状況の改善を図るために、
スクールカウンセラーが保護者と面談した。カウンセリングでは、家庭生活で困っている点を中心に
聞き取り、睡眠や食事の状況や教員の指導に対する不安が明らかになったためスクールカウンセラー
から担任に面談の内容を伝えた。 

・これをきっかけに、担任、学年主任が保護者とコミュニケーションを密に取れるようになり、保護者
と学校との関係が好転し、母親が安定したことで、欠席、遅刻が大幅に減った。行事への参加も可能
になった。 
学校生活に覇気がなく、意欲低下している中学生男子に対応するための活用事例（⑨） 

・担任が毎朝本人に聞き取りをし、本人自身の気持ちを引き出すことにより、見通しがもてないことか
らくる不安であると推測していた。 

・スクールカウンセラーがカウンセリングを実施し、担任の見立ての裏づけと今後の指導方針や保護者
の対応についてアドバイスをもらった。 

・その後、本生徒への指導方法を修正して取り組んでいる。 
 
【事例２】なし 
 
【事例３】なし 

 
【４】成果と今後の課題 

ア 小中学校 
（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 
  ア スクールカウンセラー等に対する学校の期待が高まっている中、児童生徒や保護者からの相談件数が増

加したり、教職員へのコンサルテーションが増加したりするなど、校内で欠かすことのできない存在とし
て活躍しているスクールカウンセラー等が多い。 

  イ 本県では、スクールカウンセラー等を中学校区ごとに配置している。これにより、小学校で関わったス
クールカウンセラー等が中学校にもいることは子どもや保護者に大きな安心感を与えるなど、「学区のス
クールカウンセラー」として、小中学校９年間を見通した関わり方ができている。また、定期的な連絡協
議会や小中合同のケース会議等に参加することで、小中連携の推進や、年々増加している虐待等の問題に
ついても早期に発見し、迅速な対応が図られている。 

  
○スクールカウンセラー等の相談・助言件数の推移    

年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

相談・助言件数 91,855 90,980 92,030 99,327 

内訳 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 

児童生徒（相談） 7,988 18,565 8,963 19,357 8,906 18,583 14,489 15,267 

保護者（相談） 12,266 11,807 11,877 12,161 12,751 11,299 13,378 11,626 

教職員（助言） 17,172 24,057 16,343 22,279 18,575 21,916 23,743 20,824 

計 37,426 54,429 37,183 53,797 40,232 51,798 51,610 47,717 

 
○相談・助言内容（27年度） 

  小学校 1位 小学校 2位 小学校 3位 中学校 1位 中学校 2位 中学校 3位 

児童生徒 20% 学習・進路 19% 友人関係 16% 家族関係 19% 学習・進路 18% 友人関係 16% 家族関係 

保護者 16% 発達上問題 16% 家族関係 14% 学習・進路 17% 不登校関係 15% 学習・進路 15% 家族関係 

教職員 18% 家族関係 15% 発達上問題 14% 学習・進路 17% 家族関係 15% 不登校関係 13% 学習・進路 

 
（２）今後の課題 

ア 小学校からの相談件数の増加や問題行動等への早期対応を図るために、小学校への配置時数を拡充して
いく。 

イ スクールカウンセラーの人材確保及び資質の向上を図っていく。 
 
 
 
 



 

イ 高等学校 
（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 

ア 心の健康問題についてカウンセリングを必要とする生徒が増加傾向にあるとともに、心の健康問題に起 
 因するいじめ、不登校等に対する専門的な知見に基づく支援の必要性もあるため、各学校におけるニーズ

は非常に高まっており、その期待は大きい。 
○相談対応実績 

 総時間

数 

総相談 

件数 

内訳 

生徒 保護者 教職員 研修 その他 

H26 年度 2,016 1,992 881 240 572 26 273 

H25 年度 1,387 1,314 621 123 418 15 172 

 
（２）今後の課題 

ア 小、中学校でスクールカウンセラーを全校配置しており、中学校時にカウンセリングを受けていた生徒、 
保護者に対する継続支援の必要性がある。 

イ 発達障害等が疑われる生徒が増加し、教員では判断ができない問題が増えていることに加え、専門機関 
への相談には時間が要することから即時対応が可能な臨床心理を専門とするスクールカウンセラーの支 
援が必要である。 

ウ カウンセリングを必要とする生徒に対して十分に実施できていない現状があるため、配置校の拡充が求 
められる。 

 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

必要者数(A) 2,020 人 1,983 人 2,004 人 2,133 人 

実 施 数(B)   349 人   359 人 621 人 719 人 

実 施 率(B/A*100) 17.3％ 18.1％ 31.0％ 33.7％ 

H27 年度分については、H28 年に調査を実施する。 
 
ウ 特別支援学校 
（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 
  ア 主な相談及び助言内容は、以下のとおりである。                  （件数） 

 不登校 いじめ 友人関係 非行・不良行為 家庭環境 健康・保健 学業・進路 発達障害等 

児童生徒 13 19 44 2 38 61 40 13 
保護者 13 7 4 4 45 25 16 8 
教職員 13 8 10 17 57 60 30 18 

 
  イ 各校の設置状況（在籍児童生徒の障害種や発達段階等）を踏まえつつ、スクールカウンセラーとしての

専門性を生かし、児童生徒や保護者へのカウンセリング、教職員への適切な指導助言が実施できた。 
  ウ スクールカウンセラーの位置付けの明確化など、各校が教育相談体制の見直し、改善等を進めた。 
 
（２）今後の課題 
  ア 派遣希望数増加への対応 
  イ 緊急支援時のバックアップ体制、担当課・拠点校・スクールカウンセラーとの連絡調整 
  ウ 効率的、効果的な配置に向けた、各ブロックの所属校及び拠点校の見直し 
 



 
 

 
【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
 

（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

   いじめや不登校等の児童生徒の諸問題への対応にあたっては、学校におけるカウンセリング等の相談機能 

の充実を図ることが重要である。このため、学校教育相談体制を充実させるために、児童生徒の心の問題等 

に関して高度な専門的知識・経験のあるスクールカウンセラーを、市町村教育委員会に派遣し、児童生徒へ 

のカウンセリング、教職員・保護者への助言等を行っている。 

 

（２）配置・採用計画上の工夫 

   小学校・高等学校は拠点校方式、中学校は単独で全校に配置するとともに、スーパーバイザーを県教育 

センターに５名配置し、相談活動の充実を図っている。  

 

（３）配置人数・資格・主な勤務形態 

  

○ 配置人数 

    小学校  ：１９６校 

    中学校  ：３０６校 

    高等学校 ： ５３校 

    総合教育センター： ５名（スーパーバイザー） 

 

○ 資格の記入について 

    臨床心理士 ３７６人  

 

○ スクールカウンセラーに準ずる者について 

    大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、 

１年以上の経験を有する者 １９人 

○ 勤務形態について 

中学校 年４０週または３５週、１週当たり４時間、５時間、６時間、７時間 

〔全校配置３０６校〕 

    小学校 年３５週、１週当たり４時間、６時間  

〔拠点校１９６校に配置し、１拠点校当たり近隣の小学校４校程度を担当する。〕 

    高等学校 年４０週、１週当たり７時間 

〔拠点校（県立高等学校５３校）に配置〕 

 
 
 
 
 
 

愛知県教育委員会 



【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 
  ○ 小・中・高等学校スクールカウンセラー 

  ○ 小・中・高等学校スクールカウンセラー担当教員 

（２）研修回数（頻度） 
○ 小・中学校・・・年２回 

○ 高等学校 ・・・年１回 

（３）研修内容 
  ○ スクールカウンセラー設置事業実施についての説明 

  ○ スーパーバイザーによる講話 

  ○ グループ別協議及び情報交換 

   ・ 未然防止に向けた取組と課題について 

   ・ スクールカウンセラーを交えた学校教育相談体制の確立について 

   ・ 小・中学校間の情報及び支援の連携について 

   ・ スクールカウンセラーを交えた学校の相談体制の確立について 

（４）特に効果のあった研修内容 
○ グループ別協議及び情報交換 

    学校の相談体制でスクールカウンセラーを有効活用できた成果として考えられる事例のうち、 

他校にも参考となる取組について情報交換し、その成果や課題などについて協議することで、 

小・中学校間の情報及び支援の連携についてスクールカウンセラー担当教員とスクールカウン 

セラーが学校における教育相談体制の充実にむけて考える機会となった。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ ＳＶの設置 

   平成２４年度から愛知県総合教育センターにスーパーバイザーを配置している。 

平成２７年度は、５名を配置している。 

  ○ 活用方法 

重篤かつ緊急な事案に対応したり、学校での勤務経験の浅いスクールカウンセラーへの巡回 

指導を行ったりすることで、相談体制の充実やスクールカウンセラーの資質向上を図る。 

    また、スーパーバイザーによる指導が必要であると判断した場合には、経験豊富なスクール 

カウンセラーも巡回の対象としている。 

（６）課題 
○ スクールカウンセラーの配置を拡充したことにより、経験の浅いスクールカウンセラーが増え 

てきている。そのような経験の浅いスクールカウンセラーに対しての研修が必要であるが、相談 

時間の確保が優先され、十分な研修の時間がとれない。 

○ 小・中で別々のスクールカウンセラーを配置している地区がほとんどで、小・中連携が進んで 

おらず、配置の工夫が必要である。 

○ 相談数の増加、相談内容の複雑化、また校内相談体制の充実のために、スクールカウンセラーを

「チーム学校」のメンバーとして常勤化していく必要がある。 

 
 
 
 



【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
【事例１】児童虐待に関わる活用事例（④・①） 
  
１ 相談対象者の状況 
（１） 期間：平成２２年度～平成２４年度（小学校６年３学期～中学校３年間）  

（２） 対象：女子Ａ  

（３） 概要：不登校、虐待的な養育 

   アスペルガーの診断を幼児期に受ける。アスペルガーの診断を受けている母親は、幼少期より

Ａの多動性やこだわり、過敏性や切替えの難しさなどに対し、本児をよく理解しようと努力した

上で愛情を持って養育をしてきた。しかし、激しやすい面を持った母親は、殴る等の暴力をふる

うことが時々繰り返されていた。Ａは友人関係のトラブルにより小学校６年生から不登校になり、

市の適応指導教室と学校（授業後の部活動）に並行して通うようになった。 

 
２ スクールカウンセラーの活用 

・ 小学校教員より要請があり、Ａの中学校入学前より面接を開始した。 

 ・ Ａの学校復帰と母親が暴力なしでも養育していけること支援するため、スクールカウンセラーによ 

る母親面接（適応指導教室職員同席）、適応指導教室指導員によるＡの面接、適応指導教室・教員（担 

任・学年主任）・母親・スクールカウンセラーによる定期的なＡの支援会議を実施して支援に当たっ 

た。 

 ・ Ａが母親の言うことを聞かないときに、どうしたら暴力をふるわずに距離をとってＡと接すること 

ができるかを母親面接のなかで話し合った。次回の面接時には、振り返りをして、母親が自分をコン 

トロール出来ていることを確かめ、母親の努力を評価・支持した。 

・ 適応指導教室指導員によるＡの面接では、暴力の有無の確認やそのことによる心のケア、社会性の 

スキルについて適切に教えてもらえていないためにとってしまう不適切な言動について扱い、自己理

解や対人スキルを育てていく取組をした。 

・ 適応指導教室職員とスクールカウンセラーは、密に連絡を取り合い、現在の課題を共通理解し、ス 

クールカウンセラーはそれらの課題を学校職員と共有した。また、Ａの家出や母親による命の危険が

あるような暴力が行われてしまうことがあり、面接や支援会議のなかで話し合いを続けた（児童相談

所にも通告）。 

 
３ 成果 
・ そうした母子ともにチームで抱える支援のなかで、母親は自身が虐待されて育ったことを語り、「Ａ

も頑張っている。自分も変わらなくては」と、暴力をふるってしまう自分を見つめられ、次第に自分

をコントロール出来ることが増えていった。 

・ Ａは無事に志望校合格を勝ち取り、高校には毎日登校出来ている。 

 ・ 中学校卒業にあたり、次のライフステージにおける市内の支援機関につないでいる。 

  

 
 
 
 
 



【事例２】対人関係改善のための活用事例（⑤⑧） 
 
１ 相談対象者の状況 

・ ２年生女子生徒。他人との身体接触、例えば友人が髪の毛を触ったり、抱きついてきたりすること

に抵抗が大きい。また、クラスの生徒や同じ部活動の生徒が対抗心を表に出して接してくることに対

しても拒否反応を示す。他者の存在を過度に気にする傾向があり、他者とは一定の距離感で接したい

と希望している。さらに、授業中に教員に指名されることに恐怖心を抱いたり、座席が前方の場合、

後ろからの視線を必要以上に気にしたりする。５月中旬から欠席が増加した。 

 

２ スクールカウンセラーの活用 

・ ５月上旬、スクールカウンセラーが母親とカウンセリングを行い、本人が学校に登校できない原因 

を探った。本人とのカウンセリングも行い、本人がストレスと感じていることを聞き取った。 

・ 医療機関にもかかっていたため、主治医の方針に従いつつ、スクールカウンセラー、学年主任、ホ 

ームルーム担任が連携しながら、極力本人のストレスを取り除くよう、学校としてできることを行っ

た。具体的には、５月の修学旅行前に、友人に「スキンシップは控えてほしい」ということを、担任

を通してやんわりと伝え、座席も教室後方に変更し、授業中の指名も極力控えるようにした。 

・ その結果、６月前半は欠席が続いたが、６月下旬の期末考査からは登校できるようになり、９月以 

降は欠席することなく登校した。欠席期間中は、母親のストレスがかなり大きくなっていたため、ス

クールカウンセラーと母親とのカウンセリングを継続的に行い、母親のサポートを続けた。 

 

３ 成果 

・ 本人が抱いてきた抵抗感について、母親と担任及び学年担当教員の理解が深まり、本人に対する適 

切な対応がなされた。安心して学校生活を送ることができることを、生徒本人が確認できたことによ

り、本人が落ち着き、少しずつ自分に自信を持つようになった。母親も、スクールカウンセラーと継

続的にカウンセリングを続けたことにより、精神的に安定した状態で本人に接することができた。 

・ 学校内においては、スクールカウンセラーと関係教員がコンサルテーションを繰り返すことにより、 

発達障害や、さまざまな特性のある生徒への理解が深まり、対応力が上がった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【事例３】校内研修における活用事例（⑮） 
１ 教員研修 

（１）目的 

若い教員が多く、担任としての経験が浅いため、不登校児童生徒やその保護者にどのように対 

応したらよいか、どのように支援すべきかを学ぶ機会として、スクールカウンセラーを講師とし 

て研修会を実施した。 

 （２）研修内容 

「もし子どもが不登校になったら 親にできること 教師にできること」 

     ・ １つの架空事例をもとに、親の立場、教師の立場でそれぞれどんな支援が考えられるかを

グループで討議し、支援のあり方を話し合い、まとめて発表した。 

     ・ スクールカウンセラーから生育歴・家庭環境・発達障害の有無などで詳しく丁寧に見立て

て対応していくことが大切であるとの指導・助言があった。 

２ 教育相談会議 
  スクールカウンセラーが訪問する日に合わせて月２回程度開催する。 

（１）参加メンバー 

教頭・特別支援教育コーディネーター・保健主事（不登校担当）・養護教諭 

スクールカウンセラー・学年主任・スクールヘルパー・スクールサポーター 

（２）協議内容 

   主に不登校生徒の対応についての情報交換と支援についての協議 

○ 不登校生徒の様子 

   ・ 教室に登校できている生徒（月例報告で昨年度３０日以上欠席者）の様子 

   ・ 小学校在学時に不登校だった生徒や昨年度不登校で教室復帰できている生徒の様子 

   ・ 不登校生徒支援教室に登校している生徒の教室での様子 

   ・ 欠席が増えてきた生徒、今後心配な生徒の様子 

・ 適応指導教室に通っている生徒の様子 

○ スクールサポーターによる情報交換 

地域に顔の広いスクールサポーター（元警察官）が不登校生徒の家庭との連絡調整をし、 

家庭状況を考慮し、保護者や生徒をスクールカウンセラーにつなげる。 

○ カウンセリングの状況報告 

  ・ スクールカウンセラーからカウンセリングによる見立てや今後の支援についてのアドバ 

イスを受ける。 

  ・ スクールカウンセラーが参加することで、個々の生徒への対応や指導方針が共通理解で 

き、学校体制で支援を実施する。 

（３）成果と課題 

  ・ ほぼ毎週スクールカウンセラーとともに不登校生徒の現状について共通理解を図ることで支 

援の方法について話し合っていくことで、担任一人が抱え込むことなく、学年、学校体制で早 

期に対応し、支援を進めていくことができるようになった。 

 ・ 登校しぶりが始まった生徒に対してすぐにカウンセリングを開始し、不登校生徒支援教室で 

の過ごし方や目標の設定などを確認し、担任とともに支援を続けた結果、不登校になる前に解 

決することができた。 

・ タイミングよくカウンセリングがなされ、不登校が解決できた事例はまだ少ない。保護者が 

不登校に対して切実に困っている様子がない場合にどのように支援していくかが課題である。 



1 平成２６・２７年度相談活動の状況

【中学校】

＜相談者別件数＞

生　徒 保護者
生徒と
保護者

教員 合　計 学校数

15,703 12,225 1,815 31,788 61,531

25.52% 19.87% 2.95% 51.66% 100%

17,172 12,204 1,824 34,295 65,495

26.22% 18.63% 2.78% 52.36% 100%

　

＜相談内容別件数＞

不登校 いじめ 友人関係
家庭の
問題

心身の
発達

非行・怠学 その他 合　計

26,557 536 6,123 6,286 9,113 869 12,047 61,531

43.16% 0.87% 9.95% 10.22% 14.81% 1.41% 19.58% 100%

28,496 423 6,320 5,722 10,335 1,165 13,034 65,495

43.51% 0.65% 9.65% 8.74% 15.78% 1.78% 19.90% 100%

【小学校】

＜相談者別件数＞

児童 保護者
児童と
保護者

教員 合　計 拠点校

7,165 10,091 1,077 18,272 36,605

19.57% 27.57% 2.94% 49.92% 100%

8,108 9,770 1,040 19,329 38,247

21.20% 25.54% 2.72% 50.54% 100%

１拠点校あたりの
相談件数

187件

202件

１校あたりの
相談件数

201件

213件307校

196校

189校

平成27年度

平成26年度

平成27年度

平成26年度

平成27年度

平成26年度

306校

【４】成果と今後の課題 

（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 

＜資料１＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 平成２７年度の１校あたりの相談件数は中学校で２０１件、小学校では１８７件あり、いずれ

も２６年度より減少した。これは、平成２７年度当初にスクールカウンセラーの勤務時間を１８時

間減らしたことが影響していると考えられるが、相談者別の割合でみると小・中学校とも児童生徒

からの相談の割合が減少し、保護者からの相談の割合が増えている。 

・ 相談内容については、中学校ではいじめや家庭の問題にかかわる相談の割合が増加している。

平成２７年度はいじめに関連する事件も多く報道され、いじめや家庭の問題についての悩みを積

極的にスクールカウンセラーに相談するケースが多かったととらえられる。 

・ 児童生徒の小さなサインを見逃さないように早い段階からスクールカウンセラーに相談するこ

とによって問題解決を図られている。 

・ 小学校では、不登校や家庭の問題にかかわる相談の割合が増加している。不登校の悩みについ

て積極的にスクールカウンセラーに相談するケースが多く、早い段階からスクールカウンセラー

に相談することによって不登校が深刻になる前に解決が図られている。 

 

 

 



「スクールカウンセラーが関わり、成果としてあげられること」として回答した学校の割合

H27 H26 H27 H26

69.0% 69.1% 42.9% 42.9%

83.0% 81.1% 58.2% 62.4%

58.5% 60.6% 60.7% 56.1%

69.9% 65.1% 76.0% 71.4%

13.1% 13.7% 15.3% 16.9%

7.8% 11.1% 14.3% 19.6%

72.5% 73.0% 86.2% 92.6%

69.0% 69.7% 96.9% 97.4%

76.5% 74.9% 70.4% 72.0%

41.5% 35.8% 56.1% 59.8%

66.7% 72.0% 77.6% 74.6%

73.5% 73.6% 82.1% 82.0%

68.3% 65.1% 73.5% 74.6%

306校 307校 196校 189校

小学校
項目

中学校

Ａ 不登校の児童生徒が、別室登校等よい方向に変化した。

Ｂ 不登校児童生徒の保護者の心が安定してきた。

Ｄ 登校しぶり児童生徒の保護者の心が安定してきた。

Ｅ いじめに関わった児童生徒の心が安定してきた。

Ｋ 教員のカウンセリングマインドを高めることができた。

Ｌ スクールカウンセラーのアドバイスで早期に対応できた。

Ｃ 登校しぶりの児童生徒が、登校できるようになってきた。

Ｆ いじめに関わった児童生徒の保護者の心が安定してきた。

Ｇ 心身の発達について相談があった児童生徒の心が安定してきた。

Ｈ 心身の発達について相談があった児童生徒の保護者の心が安定してきた。

Ｍ 学校体制で相談活動ができるようになった。

調査対象校数

Ｉ 友人関係で悩んでいる児童生徒の心が安定してきた。

Ｊ 友人関係で悩んでいる児童生徒の保護者の心が安定してきた。

スクールカウンセラーに相談した不登校児童生徒のうち、「よい方向に変化した」人数

【中学校】

完全に
復帰

欠席数
減少

別室登校 その他 合計

1,443 45 250 277 176 748

29.3% 3.1% 17.3% 19.2% 12.2% 51.8%

1,436 57 232 289 210 788

29.6% 4.0% 16.2% 20.1% 14.6% 54.9%

【小学校】

完全に
復帰

欠席数
減少

別室登校 その他 合計

318 16 61 42 37 156

28.8% 5.0% 19.2% 13.2% 11.6% 49.1%

311 22 67 41 40 170

31.2% 7.1% 21.5% 13.2% 12.9% 54.7%

平成27年度

平成26年度

平成27年度

平成26年度

相談した

不登校
児童数

左のうち、よい方向に変化した児童数

相談した

不登校
生徒数

左のうち、よい方向に変化した生徒数

 

＜資料２＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ スクールカウンセラーが関わることで、不登校生徒の保護者の心が安定し、不登校生徒がよい

方向に変化し、成果が上がっている。 

 ・ 登校しぶりの児童についての悩みをスクールカウンセラーに相談することで、保護者の心が安

定し、そのことが児童の心の安定につながり、不登校の状態が深刻になる前に改善している。 

・ 情報交換をすることにより、成果や課題を分析して、各学校で不登校児童生徒が相談できる体

制づくりがなされている 

・ 中学校においては、「学校体制で相談活動ができるようになった」と答える学校の割合が増え、

小学校においては、「教員のカウンセリングマインドを高めることができた」と答える学校の割

合が増えており、各学校において、スクールカウンセラーの力がより効果的に生かせるよう、学

校体制で積極的な取組がなされている。 

 



 

＜資料３＞ 
 
【高等学校】 

 ＜相談者別件数＞ 

 生 徒 保護者 
生徒と 

保護者 
教員 その他 合 計 ＳＣ数 

ＳＣ１人あた

りの相談件数 

平成27年度 
6,473 2,098 280 2,653 107 11,611 

53 人 219 件 
55.75% 18.07% 2.41% 22.85% 0.92% 100% 

平成26年度 
4,673 1,173 207 2,130 31 8,214 

30 人 274 件 
56.89% 14.28% 2.52% 25.93 0.38 100% 

＜相談内容別件数＞ 

 
学校 

不適応 
いじめ 

友人 

問題 

発達の 

問題 
家庭・家

族の問題 その他 合 計 

平成27年度 
2,538 55 1,475 1,477 2,023 4,043 11,611 

21.86% 0.47% 12.70% 12.72% 17.42% 34.82%  

平成26年度 
1,539 59 1,039 1,124 1,314 3,139 8,214 

18.74% 0.68% 12.65% 13.68% 16.00% 38.21% 100% 

 
 

＜スクールカウンセラー設置校における不登校生徒の相談状況＞ 

 不登校生徒

数 

スクールカウンセラーに

相談した生徒・保護者 

 
復帰率 

うち状況が改善した生徒数 

平成27年度  1,465 人 400 人 268 人 67.0% 

平成26年度    824 人 211 人 204 人 96.7% 

平成25年度 1,123 人 207 人 164 人 79.2% 

 

・ 高等学校においては、スクールカウンセラー一人当たりの相談件数は、一人当たりの相談時間 

の減少に伴い、前年度に比べ減少した。相談内容は、学校不適応に関する割合が増加した。また、 

不登校については、スクールカウンセラーに相談した生徒及び保護者の数は４００人で、カウン 

セリングを受けて２６８人（６７．０％）の生徒について、状況が改善している。 

・ リストカットや自殺願望等、命に関わる重篤な事案が少なくない中、経験豊富なスーパーバイザ

ーが緊急支援を行うなどして何とか命をつないだ例も見られた。 

・ 支援した学校からは、心の専門家としてスクールカウンセラーが関わることにより、重篤な生徒

への具体的な対応方法や保護者へのアプローチの仕方などについてスクールカウンセラーがコンサ

ルテーションを行うことにより、日頃から教員がより適切に対応や指導ができるようになっている

と報告を受けている。 

 

 

 

 

 

 



 

 

（２）今後の課題 
 

・ 各小・中学校でのスクールカウンセラーの活用により、不登校児童生徒が別室登校できるように

なったり、登校しぶりの児童生徒が登校できるようになったりする等、本事業の成果が表れている

が、本県の不登校出現率は依然として憂慮すべき状況である。 

・ いじめ防止対策推進法に基づくいじめ防止に関する校内組織において、心理の専門的な知識をも

つスクールカウンセラーが参加することなど、児童生徒の心の安定に係るスクールカウンセラーの

ニーズも多様化している。 

・ 未然防止、早期発見・早期対応に重点をおいて本事業を進めていくためには、児童生徒・保護者

への丁寧な相談活動が必要であり、１日６時間×３５週の年間２１０時間の相談時間数を基準とし

た相談時間数の堅持が求められる。 

  ・ 相談の時間で勤務時間が一杯になっており、教員との情報交換や報告が十分にできない状況であ 

る。また、スクールカウンセラーを交えた学校相談体制の確立や小中学校の連携などもなかなか進

まない状況である。 

・ スクールカウンセラーが関わった不登校生徒の復帰率は年度によって違いがあるが、不登校生徒 

の数の増加や、保護者からの相談件数の増加を鑑みれば、スクールカウンセラーのニーズは依然と 

して高い状況にあるが、こうしたニーズの高まりに見合うだけの相談時間数が確保できておらず、 

また、重篤な事案への対応を最優先することにより、継続的な支援が必要な生徒への対応が不十分 

になる恐れもあり、本事業全体における十分な予算確保が望まれる。 

・ 相談数の増加、相談内容の複雑化、また校内相談体制の充実のために、スクールカウンセラーを

「チーム学校」のメンバーとして常勤化していく必要がある。 

  ・ 経験の少ないスクールカウンセラーに対してスーパーバイザーによる巡回指導を実施しているが、 

年間１回から２回の巡回指導で時間も限られており、なかなか資質向上につながらない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

【１】スクールカウンセラー等の推進体制について（平成２７年度） 
（１）スクールカウンセラー等の配置の主な目的 

・ スクールカウンセラーの配置を通して、いじめや不登校など、児童生徒の心のあり方と深いかかわりが 

ある問題に対応できる教育相談体制を構築し、子どもの健全な心の育成を図る。 

・ 中学校区に同じスクールカウンセラーを配置することにより、小中連携のもと、途切れのない支援を行う 

 とともに、スクールカウンセラーの専門性を活用することにより、いじめや暴力行為等の問題行動、不登校 

など、児童生徒を取り巻くさまざまな課題に対して、未然防止、早期発見・早期対応を図る。 

・ 児童生徒のいじめや暴力行為等の問題行動、不登校の背景には、心理的、環境的な原因等、さまざまな要 

  因が考えられることから、状況に応じて、スクールソーシャルワーカーと連携し、関係機関につなぐなど、

効果的なチーム支援を行う。 

 

（２）配置・採用計画上の工夫 

 ・ 児童生徒の学びを保障するための環境づくりを推進していくため、中学校区を１単位としてスクールカウ

ンセラーを配置する。このことにより、小中学校間の途切れのない支援や福祉等関係機関との連携を進め、

教育相談体制の充実・活性化を図ることで、児童生徒が安心して学べる環境づくりをめざす。 

・ スクールカウンセラーが小中学校間のパイプ役となり、丁寧な引継ぎや入学後のケアを行うことにより、

中１ギャップによる中学校１年生での増加率が高い不登校や問題行動等の減少を図る。 

 

（３）配置人数・資格・主な勤務形態（重複して資格を有している場合は、①→②→③の順に整理すること。 

 ＜配置校数＞ 

  小学校     ： ３３８校 

  中学校     ： １５７校 

  高等学校    ：  ３６校 

  教育委員会等  ：    １箇所（スーパーバイザー） 

＜資格＞ 

（１）スクールカウンセラー 

・ 臨床心理士    ７２人 

・ 大学教授等     ２人 

  （２）スクールカウンセラーに準ずる者 

・大学院修士課程を修了した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、１年以

上の経験を有する者      １４人 

 ・大学若しくは短期大学を卒業した者で、心理臨床業務又は児童生徒を対象とした相談業務について、

５年以上の経験を有する者   ３０人 

＜主な勤務形態＞ 

    ・単独校配置  中学校   １８校     （６時間×３２週） 

            小学校   １０校     （５時間×３２週） 

            高等学校  ３６校     （５時間×３３週） 

 ・拠点校配置  中学校区 １３９中学校区  （６時間×３２週） 

 

 

三重県教育委員会 



【２】スクールカウンセラー等の資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

新規任用スクールカウンセラー対象（第１回）、全スクールカウンセラー対象（第２回、第３回） 

 

（２）研修回数（頻度） 

計３回 

 

（３）研修内容 

〇第１回研修会 

講義１「スクールカウンセラーに求められるもの」 

（講師）三重県スクールカウンセラースーパーバイザー 

講義２「スクールカウンセラーの役割と具体的な取組」 

（講師）三重県スクールカウンセラー 

〇第２回研修会 

    講義１「学校での支援について」  

① チーム支援と中学校区におけるスクールカウンセラーの活動について 

（講師）三重県教育委員会事務局 生徒指導課 指導主事 

     ② 人権について 

       （講師）三重県教育委員会事務局人権教育監 

講義２「不登校や暴力行為等の背景にあるもの～関係機関との連携等、適切な支援の進め方～」 

       （講師）宇部フロンティア大学 小栗 正幸 臨床教授 

○第３回研修会 

講義１「学校におけるいじめ、暴力行為等の問題行動及び不登校の現状について」 

   （講師）三重県教育委員会事務局 生徒指導課 指導主事 

講義２「スクールカウンセラーの効果的な支援について～他職種との連携を中心に～」 

   （講師）創価大学文系大学院  園田 雅代 教授 

 

（４）特に効果のあった研修内容 

   他職種との連携を中心にスクールカウンセラーの効果的な支援を多方面から考え、児童生徒の心の安定 

や、家族関係、家庭環境の改善等のきっかけとなるよう、教職員とスクールカウンセラーが情報共有を行い、 

途切れのない支援体制や効果的な支援方法について学ぶことができた。 

 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置 ： 有（１名） 

○活用方法   ： 県教育委員会事務局に配置し、スクールカウンセラーの要請に応じてのスーパー 

バイズを行うとともに、緊急事態が生じた際の対応等 

 

（６）課題 

  ・ スクールカウンセラーに求められる学校現場のニーズに応じた研修会の講師の選定 

 ・ 全スクールカウンセラーが参加できる日程調整や回数の確保等 

 ・ 経験年数等がさまざまであるスクールカウンセラーへの研修内容の選定 

  



【３】スクールカウンセラー等の活用事例   
【事例１】問題行動等へのチーム支援に係る活用事例（③） 

（状況） 

当該生徒は中学校３年生で、普段の学校生活の中でも、些細なことからすぐに暴力行為を行ってしま

う傾向があった。当該生徒が対教師暴力を起こしたことから、担任がスクールカウンセラーに相談をし

た。スクールカウンセラーは、担任から当該生徒のこれまでの学校生活の状況等について聞き取り、当

該生徒の生活観察をおこなうとともに、他の教職員と連携し、当該生徒へのアプローチをすすめた。 

また、スクールカウンセラーは、担任へのコンサルテーションを継続して行った。 

（対応と経過） 

     スクールカウンセラーと担任、他の教職員が連携し、当該生徒へのアプローチをすすめ、当該生徒へ

のカウンセリングを行うことができるようになった。 

     当該生徒へのカウンセリングを繰り返すことによって、当該生徒は、自分の思いをうまく表現できな

い等の困り感を持っていることが分かってきた。 

     スクールカウンセラーは、生徒指導部会において、当該生徒の状況を関係職員に情報共有するととも

に、当該生徒への組織的な対応や見守り等について助言を行った。 

（結果） 

     スクールカウンセラーによる当該生徒へのカウンセリングに係る情報を通して、当該生徒に対する教

職員の理解が進み、当該生徒への対応等について、早期に組織的な対応や見守りを行うことができた。 

     その結果、当該生徒は落ち着いて学校生活を送ることができるようになり、暴力行為も減少した。 

 

【事例２】家庭環境の問題対応のためのスクールカウンセラーの活用事例（④、⑦） 

（状況） 

当該生徒は中学校３年生で、家庭の状況としては生活力が弱い傾向があった。学校生活では、保健室

に来室することは多かったが、生徒自ら養護教諭等に相談することはなかった。このような中、スクー

ルカウンセラーは、担任や養護教諭からの情報をもとに、当該生徒の学校における生活観察や、当該生

徒との関係づくりを行うなど、担任や養護教諭等の協力のもとアプローチを徐々に進めていった。スク

ールカウンセラーは、当該生徒との関係づくりを進める中で、当該生徒へのカウンセリングを行う機会

を得て、生徒から家庭内での状況や困り感を聞き取ることができた。 

（対応と経過） 

学校は、校内において教職員に対し、スクールカウンセラーが生徒から聞き取った情報を共有すると

ともに、関係職員による生活観察や見守りを行った。また、学校、スクールカウンセラー、教育委員会、

児童相談所、福祉関係課によるケース会議を繰り返し行い、当該生徒の状況等についての情報共有や、

今後の対応について整理を行った。 

（結果） 

     ケース会議において、各関係機関が学校における生徒の状況やスクールカウンセラーの当該生徒への

カウンセリングによる家庭内の状況、当該生徒の困り感等の情報を共有することで、当該生徒の家庭で

の状況が明らかとなった。 

このことから学校や関係諸機関は、家庭への支援について方向性を整理し、それぞれの機関が対応し

た結果、当該生徒を児童相談所で保護するとともに、家庭への支援を継続して行うこととした。 

 

 

 



【事例３】高等学校での教育プログラムにおけるスクールカウンセラーの活用事例（⑯） 

 （取組内容） 

中学校から高等学校へと進学し、学校生活や学習環境、友人関係が大きく変化する１年生において、ス

クールカウンセラーとの連携のもと、学校においてメンタルケアに関するプログラムを実施した。 

 （成果） 

教職員とスクールカウンセラーの連携によるメンタルケアに関するプログラムの実施を通して、生徒が

充実した学校生活を送るための方法として、生徒自身がストレスを感じたときに、どのようにストレスを

解消していけばよいかや、自分自身を客観的に見ることにより、落ち着いて行動することができるように

なる等の方法を学ぶことができた。 

 
【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールカウンセラー等活用事業の成果 
 ○ 先進的にスクールカウンセラーを中学校区配置した地域における不登校児童生徒等の減少 

    ・中学校１年生（中１ギャップ）での不登校生徒の増加割合の減少 

 ○ スクールカウンセラーが関わって好ましい変化が見られた児童生徒数（平成２７年度） 

    ・全小中学校：４，７３７人（５７．１％） 高等学校：４６４人（５２．１％） 

 ○ スクールカウンセラーへの相談件数 

    ・全小中高等学校 平成２４年度４０，４６９件→平成２７年度５３，８０７件 

○ 児童生徒の支援のために行った取組（平成２７年度） 

    ・ケース会議や研修会等  小中学校及び高等学校 １，７８２回 

    ・教育プログラム（授業等への参加） 小中学校及び高等学校 １，３７１回 

○ 教育相談体制の充実 

   ・中学校区での事例検討やケース会議、研修会の開催 

   ・中学校区における児童生徒についての情報共有による、途切れのない支援 

   ・中学校区における配当時間の弾力的・効果的な時間の活用 

○ 小中学校の連携の強化 

   ・支援の必要な児童生徒や兄弟姉妹関係についての情報共有を行うことにより、効果的な支援や不登校

の未然防止、 

   ・小学校から中学校への進学時における引き継ぎ等への支援により、中学校における早期の受け入れ体 

    制の構築 

   ・スクールカウンセラーが中学校への架け橋的役割となり、６年生児童の中学校進学への不安の緩和 

○ 専門性の活用 

   ・中学校区での合同研修会の実施による児童生徒理解の共通認識 

   ・中学校区不登校対策委員会での情報共有による家庭訪問や適切な声かけ等 

   ・小学校段階からの不登校への早期対応、未然防止 
 

（２）今後の課題 
 ○ 中学校区としての成果と課題を共有し、小学校段階からスクールカウンセラーの効果的な活用を図ること 

により、不登校や問題行動等の未然防止、早期発見・早期対応を図る。 

○ 小中学校間における丁寧な引き継ぎや新入生に対する面談等の取組を実施するなど、小学校から中学校へ

のよりスムーズな接続により、中１ギャップ等への対応を図り、中学校区としての教育相談体制のさらなる

充実を図る。 

○ 児童生徒の不登校や問題行動等の背景にある、心理的、環境的な要因等に対して、状況に応じてスクール

ソーシャルワーカーや関係機関等との連携を密にして、効果的にチーム支援ができるように努める。 


